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第１章

核兵器不拡散条約（NPT）

えるものとして、核軍縮、核不拡散、原子力の平和
的利用という３つの柱を維持・強化していくことが
重要である。NPTは、1968年７月に署名のために
開放され、1970年３月に発効した（日本は1970年２
月署名、1976年６月批准。）。締約国数は190か国（北
朝鮮を含む。2012年10月現在。インド、パキスタン、
イスラエル及び南スーダンは未加入。）。

議では、核軍縮に関しては，核兵器の廃絶に向けた
具体的で現実的な核軍縮措置について、また、核不
拡散に関しては、未申告の原子力活動がないことを
確認するためのより厳しい査察を可能とする国際原
子力機関（IAEA）追加議定書（AP）や、北朝鮮
やイランの核問題、中東地域の非大量破壊兵器地帯
設置などの問題について、さらに、原子力の平和的
利用に関しては、すべての国が原子力の平和的利用
を行う権利を有することを前提に、途上国もその利
益を享受できるようにするための専門技術や人材育
成等の国際協力のあり方について議論が行われた。
更に、締約国が NPTを脱退するような事例に対する
国際社会の対応の在り方についても議論が行われた。

同会議では、個々の争点をめぐり、すべての締約国
が合意することができるか予断できない状況が続いた
が、最終日に、NPTの３本柱（核軍縮、核不拡散、原
子力の平和的利用）に関し、将来に向けた具体的な行
動計画を含む最終文書を採択することができた。

最終文書における特筆すべき要素は以下のとおり。

核兵器不拡散条約（NPT : Treaty on the Non-
proliferation of Nuclear Weapons）は、米国、ロシ
ア、英国、フランス及び中国の５か国を「核兵器国」
とし、それ以外の「非核兵器国」への核兵器の拡散
を防止するとともに、核兵器国の核軍縮交渉を進め、
更に原子力の平和的利用のための協力を促進するこ
とを主たる目的とする条約である。NPT体制を支

１．2010年 NPT運用検討会議の概要
NPT第８条３は、条約の前文の目的の実現及び

条約の規定の遵守を確保するため、５年ごとに条約
の運用を検討する会議を開催することを規定してい
る。NPTにおいては、核軍縮と核不拡散をめぐる
核兵器国と非核兵器国の対立、核不拡散と原子力の
平和的利用をめぐる先進国と途上国の対立を背景
に、核不拡散と核軍縮の双方において大きな進展が
ない状況が続いた。そのような中で、2005年 NPT
運用検討会議は最終文書の採択に至ることができな
かった。また近年、北朝鮮やイランによる核開発が
進行し、核兵器関連技術の拡散や核物質等を利用し
たテロ行為（核テロリズム）の可能性に対する懸念
も高まっている。

このような国際情勢の中で、2010年 NPT運用検
討会議が同年５月３日から28日まで、ニューヨーク
の国連本部で開催された。同運用検討会議では、
NPTへの求心力を高め、NPTを基礎とする国際的
な核不拡散体制を強化することが目指された。同会

第１節　概要

第２節　2010年NPT運用検討会議
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第１章

けた結束を呼びかける緊急閣僚声明を発出した。
また、中根猛ウィーン国際機関日本政府代表部大

使は、原子力の平和的利用を中心に扱う主要委員会
Ⅲの議長を務め、原子力の平和的利用をめぐる先進
国と途上国の厳しい対立がある中、関係国と粘り強
い調整を行い、双方にとって受け入れ可能な最終文
書の文言の基礎を作り上げた。

今次会議で初めて最終文書に盛り込まれた軍縮・
不拡散教育は、日本が今次運用検討プロセスを通し
て主導してきた分野である。日本は、軍縮・不拡散
教育における市民社会の役割や、政府と市民社会と
の連携の必要性を強調する作業文書を提出した。ま
た、日本のイニシアティブにより、42か国が参加し
た共同ステートメントにおいて、この分野の重要性
と、政府・国連を含む国際機関・市民社会の連携の
必要性を訴えた。

２．日本の取組
日本からは、福山哲郎外務副大臣が首席代表とし

て出席し、日本・オーストラリア両政府による共同
提案に盛り込まれた実践的核軍縮・不拡散措置を中
心とする演説を行った。また、日本は、このオース
トラリアとの共同提案のほか、核兵器の惨禍を次の
世代に継承していくための軍縮・不拡散教育、
IAEA保障措置の強化、原子力の平和的利用のため
の IAEA技術協力に関する作業文書を提出し、多く
の国から幅広い支持を得て、その内容は広く最終文
書に反映された。最終文書に向けた交渉においては、
関係国と緊密に連携し、議場内外で核兵器国や非同
盟運動（NAM）諸国等に働きかけを行うなど、合
意形成に重要な貢献を果たした。また、会議の最終
段階では、岡田克也外務大臣のイニシアティブによ
り、オーストラリア、オーストリア、ドイツ、韓国、
ニュージーランドの外相等とともに、合意形成に向

１．核軍縮
○ 2000 年に合意された「核兵器の全面廃絶に対する核兵器国の明確な約束」を再確認
○不可逆性、検証可能性及び透明性の原則の確認
○核兵器国が迅速に関与するよう要請される具体的な核軍縮措置を例示し、2014 年の NPT 運用検討会議準備委

員会へ報告を要請
○核兵器国による標準化された定期報告の様式に関する迅速な合意を奨励
○軍縮・不拡散教育に関する国連事務総長勧告の実施を奨励

２．核不拡散
○北朝鮮に対し、2005 年の六者会合「共同声明」における約束や、関連する義務の履行等を強く要請
○ IAEA 追加議定書のすべての未締結国による可及的速やかな締結及び IAEA による関連支援の促進を奨励
○ IAEA が各国の国内計量管理制度整備を支援することを奨励

３．原子力の平和的利用
○ IAEA の活動に対する今後５年間で 1 億ドルの追加拠出を奨励
○原子力発電を含む原子力エネルギーの開発にあたり、保障措置、原子力安全及び核セキュリティへのコミットメ

ント及び実施の確保
○核燃料サイクルに関する多国間アプローチについての議論を IAEA の場で継続

４．中東決議
○国連事務総長及び中東決議共同提案国（米国、英国及びロシア）の召集による、すべての中東諸国が参加する中

東非大量破壊兵器地帯設置に関する国際会議の 2012 年開催
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原子力安全については、東京電力福島第一原発事
故を受けて、原子力安全を国際的に強化すべき旨の
発言が行われ、IAEAの原子力安全行動計画を着実
に実施すべき旨が指摘された。また、いくつかの国
から、2012年12月の原子力安全に関する福島閣僚会
議に対する期待が表明された。

また、核兵器の人道的側面に関し、スイスが16か
国を代表して発言し、参加各国や NGO等の間で注
目が集まった。中東非大量破壊兵器地帯に関する国
際会議については、同会議の調整役（ファシリテー
ター）を務めるラーヤバ・フィンランド外務次官補
が、これまでの準備状況と各国との協議の結果を報
告したが、具体的日程については現時点では発表で
きるまでには至ってない旨説明があった。

３．日本の取組
日本は、2010年９月にオーストラリアと共催した

核軍縮・不拡散に関する外相会合において、カナダ、
チリ、ドイツ、メキシコ、オランダ、ポーランド、
トルコ、アラブ首長国連邦とともに地域横断的な新
たなグループ（NPDI）を立ち上げた（第１部第２
章第２節（１）参照）。このグループは、NPT運用
検討会議で合意した行動計画の着実な実施と、核軍
縮・不拡散分野での現実的かつ具体的な提案を目指
して活動を行っている。第１回準備委員会では、直
前のトルコにおける局長級会合の結果を踏まえ、４
本の共同作業文書（核戦力の透明性（報告フォーム）、
兵器用核分裂性物質生産禁止条約（FMCT）、軍縮
不拡散教育、IAEA追加議定書）提出、会議初日の
共同ステートメント、周知活動等を行った。（第２
章第２節（１）参照。）

また、第１回準備委員会の機会に開催されたサイ
ドイベントにおいて、廣瀬方人氏（長崎在住）が「非
核特使」（第８部第５章参照）として、自身の被爆
体験を通じて核兵器使用の惨禍の実相を伝達し、核
軍縮の必要性・重要性を訴えた。

１．2015年 NPT運用検討会議に向けて
2010年 NPT運用検討会議では、最終文書を採択

できなかった2005年 NPT運用検討会議と同様の結
果は許されないという危機感、及び何としてでも最
終文書を採択すべきとの各国の強い政治的意思が
あった。このように国際社会が結束した結果、10年
ぶりに最終文書を採択し、危機に直面する NPT体
制を維持できた意義は大きい。この最終文書は、す
べての NPT締約国が協力して核軍縮・不拡散・原
子力の平和的利用を推進していくための共通の基盤
を提供したと言える。

2015年 NPT運用検討会議に向けて、各国が最終
文書に盛り込まれた行動計画を着実に実施していく
ことが重要であり、そのような取組が NPTを基礎
とする国際的な核不拡散体制の強化につながる。

２．第１回準備委員会
2012年５月、ウィーンで第１回準備委員会が開催

された。同会議は、2015年 NPT運用検討会議に向
けたプロセスの出発点であり、また、軍縮・不拡散
イニシアティブ（NPDI）として活動する初めての
NPT関係会議であった。準備委員会の議題の採択
等の手続事項も含め新しく始まる運用検討プロセス
を円滑にスタートさせ、その上で NPT体制の維持・
強化に貢献する実質的な議論を行い、NPTに対す
る国際社会の信頼を維持・強化することが同会議の
重要な課題であった。同準備委員会では、議題の採
択においても各議題での議論においても議論が紛糾
することはなく、議事はスムーズに進行した。同準
備委員会では、北朝鮮の核問題について、日米韓を
含む多数の国より懸念が表明された。４月13日のミ
サイル発射への非難が表明されるとともに、北朝鮮
に対し、完全・検証可能・不可逆的な非核化、核実
験を含む更なる挑発行為の自制等を求める発言があ
り、議長要約（サマリー）においても、このような
発言を反映した総括が行われた。

第３節　2015年NPT運用検討会議へ向けた動き
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第２章

核兵器国の軍備管理と核軍縮

第２章

１．核兵器国
NPTにおいて、「核兵器国」と呼ばれているのは、

米国、ロシア、英国、フランス、中国の５か国であ
る。NPT上の非締約国であるインドとパキスタン
は、核実験を実施し、核兵器保有を宣言しており、
同様に NPT非締約国であるイスラエルは、宣言し
ていないものの既に核兵器を保有しているとみられ
ており、これら３か国は「事実上の核兵器国」とも
言われている。

このうち、米国、ロシア両国は世界の核兵器の大
部分を保有しており、両国による核兵器の削減は、
世界の核軍縮にとって大きな意味を持っている。

なお、NPT第６条では、「各締約国は、核軍備競
争の早期の停止及び核軍備の縮小に関する効果的な
措置につき、（中略）全面的かつ完全な軍備縮小に
関する条約について、誠実に交渉を行うことを約束
する。」ことが定められている。

２．核兵器の種類
核兵器の分類について確立した定義はないが、一

１．概要
戦 略 兵 器 削 減 条 約（START : Strategic Arms 

Reduction Treaty）交渉は、冷戦期に増大していっ
た米国、ロシア両国の戦略核戦力を、初めて削減し
たプロセスであった（中距離核については1987年12
月に両国間で地上配備の中距離核兵器を全廃する中
距離核戦力全廃条約（INF : Intermediate-Range 
Nuclear Forces Treaty）が署名され、1988年６月

に発効している。）。START Ⅰの結果、両国の配備
戦略核弾頭数は冷戦期の約60％となり、STARTは
核軍縮の１つの重要な基礎を構成してきたというこ
とができる。

他方、2001年１月に発足した米国のブッシュ政権
は、その成立当初から、両国が各々１万発以上の戦
略核兵器を保有して対峙していた冷戦時代の敵対的
な関係に決別し、大量破壊兵器や弾道ミサイルの拡

般に、戦争遂行能力の壊滅を目的に、敵対国の本土
を攻撃する核兵器を「戦略核兵器」（「長距離核兵器」
である大陸間弾道ミサイル（ICBM）、潜水艦発射
弾道ミサイル（SLBM）及び重爆撃機を含む。）、そ
れより狭い戦域で使用されるものを「戦域核兵器」

（「中距離核兵器」）、主に戦場で使用されるものを「戦
術核兵器」（「短距離核兵器」）、と呼んでいる。また

「戦域核兵器」と「戦術核兵器」を総称して、「非戦
略核兵器」と呼ぶこともある。米国、ロシア間にお
いては、戦略兵器削減条約（START）等において
戦略攻撃（核）兵器が規定されており、それ以外の
ものが非戦略核兵器と解釈されている。なお、
STARTにおいては、核弾頭の威力（核出力）では
なく、運搬手段（ICBM、SLBM、重爆撃機等）によっ
て規定されている。

ただし、米国及びロシアにとっては「戦域核」で
も、他の国にとってはその地理的位置、国土の広さ
等により「戦略核」となる場合があり、厳密な定義
は難しい。

第１節　総論

第２節　米国とロシアの軍備管理と核軍縮
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散といった脅威に対抗する新たな安全保障体制構築
の必要性を主張していた。この動きは、2001年９月
11日の米国同時多発テロにより加速されるように進
展し、両国間において相互の実戦配備の戦略核兵器
を約2,000発程度の水準まで削減することについて
の合意が形成されていった。その結果、これまでの
STARTプロセスとは別の形で、両国の戦略核弾頭
を削減することを定めた、戦略攻撃能力削減に関す
る条約（モスクワ条約）が成立することとなった。

２．第1次戦略兵器削減条約（STARTⅠ）
及び STARTプロセス

1991年７月に両国により署名された START Ⅰ
は、戦略核の３本柱、すなわち、両国が配備する
ICBM、SLBM及び重爆撃機の運搬手段の総数を、
条約の発効から７年後にそれぞれ1,600基（機）へ
削減することを規定した。また、配備される戦略核
弾頭数の総数は6,000発に制限され、このうち ICBM
及び SLBMに装着される戦略核弾頭の総数は4,900
発を越えてはならないこと等が規定された。

その後、ソ連の崩壊により、旧ソ連の戦略核兵器
が配備されていたウクライナ、カザフスタン、ベラ
ルーシ及びロシアと米国の５か国は、リスボン議定
書によって START Ⅰの当事国となること、並び
にウクライナ、カザフスタン及びベラルーシは非核
兵器国として NPTに加入することが定められた。

START Ⅰは1994年12月に発効し、2001年12月に
両国は、それぞれの配備戦略核弾頭数を6,000発以
下まで削減し、START Ⅰに基づく義務の履行を完
了したことを宣言した。

STARTⅠの発効を待たずして、両国政府は1992
年６月には両国の配備戦略核弾頭数を3,000〜3,500
発以下に削減することなど STARTⅡの基本的枠組
みに合意し、1993年に STARTⅡに署名した。米国
は1996年に STARTⅡを批准したが、ロシア議会が
STARTⅡを批准する際に、米国が対弾道ミサイル
防衛（ABM : Anti- Ballistic Missile）制限条約から
の脱退などを行った場合には、ロシアは STARTⅡ
から脱退する権利を留保する旨の付帯決議が採択さ
れたことなどから、米国では批准プロセスが難航し
たほか、2002年には米国が ABM制限条約から一方
的に脱退したことから、STARTⅡは発効には至ら

なかった。

３．戦略攻撃能力削減に関する条約（モスク
ワ条約）

ブッシュ米国大統領は、就任以前から、冷戦後の
新たな核政策を策定する必要を訴えていた。就任後、
ブッシュ大統領は、新政権の安全保障政策の方向性
を明らかにした米国国防大学での演説（2001年５ 
月）の中で、冷戦後、ロシアはもはや敵ではなく、
核兵器は引き続き米及びその同盟国の安全保障に極
めて重要な役割を有しているが、冷戦が終わったと
いう現実を反映するように、米は、核兵力の規模、
構成、性格を変えることができるし、そうするであ
ろうと述べた。

2001年11月、米露首脳会談（於：ワシントン／ク
ロフォード）が行われ、ブッシュ米国大統領はプー
チン・ロシア大統領に対し、米国は今後10年間で実
戦配備された戦略核弾頭を、米国の安全保障に合致
する水準である1,700〜2,200発まで削減することを
伝えた。

そしてさらなる協議を重ねた結果、両国は、2002
年５月、モスクワで開催された米露首脳会談におい
て、START Ⅰ以降の更なる戦略核兵器の削減を定
めた、モスクワ条約の署名を行った。その後、米国
は2003年３月に、ロシアは同年５月に、それぞれ議
会における批准手続を終え、同年６月１日、サンク
トペテルブルクで行われた米露首脳会談において批
准書が交換され、モスクワ条約が発効した。

【モスクワ条約の概要】
○ 2012 年までの 10 年間で、両国の実戦配備の戦

略核弾頭を各々 1,700 〜 2,200 発に削減する。
○実戦配備された戦略核弾頭数の削減を定めたもの

で、核弾頭、及び運搬手段（ICBM、SLBM 等の
ミサイル本体、爆撃機等）の廃棄は義務付けられ
ておらず、両国とも削減した弾頭の保管が可能。

○（削減せずに保持する）戦略攻撃（核）兵器の構
成、構造については両国が独自に決定する（ICBM、
SLBM、爆撃機等の種類と数、個別誘導複数目標
弾頭（MIRV）の保有等については、規制されな
い。）。

○条約履行のため、両国間の履行委員会を年２回以
上開催。

○削減状況の検証措置等は、START I の規定に基づ
くとともに、履行委員会にゆだねる。
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４．新 START
1994年に発効した START Ⅰは、新たに５年間

の延長が合意されない場合、発効してから15年後に
失効する規定となっていた。STARTⅠは、情報交
換や検証のための措置により両国間の戦略核戦力削
減において信頼性、透明性及び予見可能性を提供し
てきており、モスクワ条約は検証措置等につき
STARTⅠの規定を準用していることから、START
Ⅰに代わる枠組みの作成が必要と考えられてきた。

2007年７月、米露首脳会談の際に、両国は、国家
の安全保障上の要請及び同盟国に対するコミットメ
ントと整合性のとれた最低限の水準まで戦略攻撃力
の削減を実施する意思を再確認するとともに、
STARTの後継の取極の取り進め方を議論し、早期
に成果を得るように議論を継続することを示した

「戦略攻撃力に関する米露共同外相宣言」を表明し
た。

2009年１月に誕生した米国のオバマ政権では、ロ
シアとの戦略兵器削減条約の交渉を優先事項に掲
げ、STARTⅠ失効前に新条約の交渉妥結を目指し、
メドヴェージェフ大統領との間で精力的に作業が行
われた。同年７月には配備戦略核弾頭を1,500〜1,675
の範囲に収まる形で、また、配備戦略運搬手段を
500〜1,100の範囲内に収まる形で削減することをコ
ミットする共同理解を発出した。

しかしながら、同年12月５日の STARTⅠ失効日
までには交渉妥結に至らず、STARTⅠは失効した
が、米露両大統領は、両国間の戦略的安定性を保つ
との相互の意思を確認しつつ、戦略核兵器に関する
新たな条約を可能な限り早期に発効させるという堅
い意思と、失効後も STARTの精神に則り原則に
従って共同で作業を継続するというコミットメント
を表明した。

2010年３月下旬に両国間で削減内容等に合意し、

同年４月、プラハ（チェコ）において両国首脳が新
STARTに署名した。同年12月、米国上院は、同条
約は米国のミサイル防衛の開発及び配備に影響しな
いこと、並びに同条約発効後１年以内の戦術核に関
するロシアとの交渉開始を大統領に求めることなど
を規定した付帯決議を採択しつつ、同条約を無修正
で承認した。

また、2011年１月にロシア議会は同条約を承認す
る際に、戦略攻撃兵器と戦略防衛兵器の連関性に関
する両国の認識の共有が、条約の有効性及び効率性
確保の基本的条件であるとする声明、及びロシアの
戦闘準備態勢の維持並びに戦略核戦力の発展に対し
て特別な注意が払われるべきであるとする声明を併
せて発出した。

同条約は、2011年２月５日、ミュンヘン（ドイツ）
で行われた米国とロシアの外相間における批准書の
交換を以て発効した。

米国国務省は新 START下における米露の配備戦
略攻撃兵器数を公表している。

【新 START の概要】
○条約発効から７年以内に、米国、ロシア各々
・配備核弾頭の上限は 1,550 発（ICBM、SLBM

は搭載された再突入体の数、重爆撃機は１つの弾
頭として計算）。

・配備 ICBM ／ SLBM ／重爆撃機の上限は 700 基
／機。

・配備・非配備 ICBM 発射基／ SLBM 発射基／重
爆撃機の上限は 800 基／機。

○検証・査察手段として、自国の検証技術手段（衛星
など）、データ交換と通告、ナンバー付け、相互主
義に基づく遠隔測定情報（テレメトリー）の交換、
現地査察・展示、二国間協議委員会の設置を規定。

○次の合意に代替されない限り発効後 10 年有効。
合意に基づき最長５年の延長が可能。

○新 START の発効とともにモスクワ条約は終了。
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１．米国
（１）核態勢見直し（NPR : Nuclear Posture 

Review）の発表
オバマ大統領のプラハ演説の具体的措置の表れと

して、2010年４月に公表された「核態勢の見直し
（NPR）」において、核兵器が存在する限り、米国
は安全で防護された効果的な核戦力を維持するとし
た。同時に、米国の核兵器の役割を、米国や同盟国
への核兵器による攻撃の抑止に限定する、いわゆる

「唯一の目的」を採用する用意は現時点では出来て
いないものの、そのような政策を安全に採用できる
条件が整うよう取り組んでいく旨明記した。また、
引き続き通常能力を強化し、核によらない攻撃を抑
止する上での核兵器の役割を低減していく旨述べて
いる。さらに NPRにおいては、新 STARTを超え
る今後の核削減の可能性についての検討を指示して
おり、その際に考慮すべき要因として、①地域的抑
止、ロシア及び中国との戦略的安定性及び同盟国へ
の保証を強化すること、②備蓄弾頭管理計画の実施
及び核関連インフラへの投資を通じて、ヘッジとし

て保持する非配備弾頭の大規模な削減が可能となるこ
と、③すべての核兵器の更なる削減を行うためのロシ
アとの新たな合意を追求することが必要としている。

（２）米国による核兵器の備蓄数の公表
2010年５月の NPT運用検討会議会期の最中、米

国国防省は、世界の核兵器の備蓄数に関する透明性
を高めることは、不拡散の取組と、新 STARTの批
准及び発効後、更なる削減を追求する上で重要であ
るとして、米国の核兵器の備蓄数に関して機密解除
した情報を初めて公表した。その中で、米国は2009
年９月末時点で5,113発の核弾頭を備蓄し、この数
は、1967年会計年度末の最大値（３万1,255発）か
ら84％減少したこと、また1989年後半のベルリンの
壁崩壊時の水準（２万2,217発）から75％超減少し
たことのほか、1994年から2009年にかけて8,748発
の核弾頭を解体した旨公表された。

（３）高信頼性弾頭置換計画
現在、米国は、保有する核弾頭の劣化について弾

第３節　核兵器国等における動き

新 START 下での米露の配備戦略核兵器数（公表数）

赤字：条約上限数内

米国 ロシア 条約
上限数2011 年 2 月 2011 年 9 月 2012 年 3 月 2012 年 9 月 2011 年 2 月 2011 年 9 月 2012 年 3 月 2012 年 9 月

配備 ICBM

配備 SLBM

配備重爆撃機

882 822 812 806 521 516 494 491 700

配 備 ICBM 搭
載弾頭

配 備 SLBM搭
載弾頭

配備重爆撃機
搭載核弾頭

1800 1790 1737 1722 1537 1566 1492 1499 1550

配 備・ 非 配 備
ICBM発射基

配 備・ 非 配 備
SLBM発射基

配 備・ 非 配 備
重爆撃機

1124 1043 1040 1034 865 871 881 884 800

注１）米国務省発表ファクトシート
【2011 年６月１日公表】新 START 発効後 45 日以内（2011 年３月 22 日までに）に行われた最初のデータ交換における値。
【2011 年 10 月 25 日公表】2011 年９月１日の値。
【2012 年４月６日公表】2012 年３月１日の値。
【2012 年 10 月３日公表】2012 年９月１日の値。

注２）条約発効：2011 年２月５日　　履行期限：条約発効後７年以内（条約有効期限は 10 年）
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頭寿命延長計画（LEP : Life Extension Program）
により核弾頭の備蓄管理を行っているが、同計画の
下では核実験なしで長期間にわたる核兵器備蓄の安
全性及び信頼性を維持できるか懸念があるとして、
2005会計年度から「高信頼性弾頭置換計画」（RRW 
: Reliable Replacement Warhead）に関する予算が
認められた。これは、備蓄核兵器の信頼性、持続性
及び確証性を改善するため、既存の核弾頭を置換す
る長期的信頼性の高い弾頭の研究を行うものであ
り、また、既存の核兵器と同じ軍事的能力を有し、
長期的な信頼性を確保することによって、将来の核
実験の必要性を減じるものとされていた。しかしオ
バマ大統領就任後初の2010年度予算教書において、
オバマ政権は、RRW計画は停止し、一方で、核弾
頭の安全・保証・信頼性向上の取組は、LEPを拡充
させることで継続させていくことを表明した。これ
を受けた2010年度国防授権法において RRW計画は
削除された。

（４）今後の核軍縮
オバマ米国大統領は2012年３月にソウルで行った

演説の中で、ロシアと共に戦略核兵器削減のみなら
ず、戦術核兵器と非配備核兵器の削減について議論
していくとの意向を示した。これは、2010年12月の
米国による新 STRAT批准の際に、米政権が表明し
た、新 START発効後１年以内にロシアとの交渉開
始を追求するとの方針をオバマ大統領が再確認した
ものといえる。

2013年からの４年間、オバマ大統領による二期目
の政権においては、新 STARTの削減対象に含まれ
ていない非戦略核や非配備の核弾頭を含む米露の更
なる核軍縮交渉に向けた取組や、CTBT批准へ向け
た取組などの動向が注目される。

２．ロシア
（１）新軍事ドクトリンの発表

2010年２月に、2020年までの国防指針となる「新
軍事ドクトリン」が承認された際、核兵器の使用に
ついて詳述しているとされる「核抑止分野における
2020年までの国家政策の原則」も同時に承認された
が、後者は非公開であるため、ロシアの具体的な核
兵器政策は不明である。核兵器の使用の権利を留保

する基準としては、2000年に承認された「旧軍事ド
クトリン」では、「ロシアの安全保障にとって危機
的（critical）な状況」とされたが、「新軍事ドクト
リン」では、「国家の存在そのものが脅かされた場合」
とされた。また、「旧軍事ドクトリン」では記述さ
れていた一定の条件の下で「NPT上の非核兵器国
に対して核兵器を使用しない」という消極的安全保
証（NSA）（詳細は第５章第１節参照。）にかかる
文言は削除された。

なお、2008年以降、「コンパクト化」、「近代化」、「プ
ロフェッショナル化」を柱に積極的に進められてい
る軍改革の中でも、戦略核兵器の近代化は最優先事
項とされている。特に、ICBM、戦略原潜、重爆撃
機が耐用年数の関係により自然減することから、ミ
サイル防衛突破能力を有するといわれる SLBM「ブ
ラヴァ」の開発を急いでおり、同 SLBMを搭載す
る新型戦略原潜の配備も進めている。

（２）2012年２月、プーチン首相は「強大である
こと：ロシアにとっての国家安全保障」と題
する論文（ロシア新聞掲載）を発表した。

○今後も戦略的抑止力を放棄せず、これを強化する。
○軍事力を増強し軍産複合体を近代化する先例のな

いプログラムを採択・実施しつつあり、今後10年
間に約23兆ルーブルを支出する。

と述べた上で、今後10年の課題として、以下を挙げ
ている。

○軍備再編における優先事項は、核戦力、航空・宇
宙防衛、通信・偵察・指揮・電子戦システム、「無
人航空機」及びロボット化された攻撃システム、
近代的輸送機、戦場における兵士個人の保護シス
テム、精密兵器とその精密兵器への対抗手段。

○グローバルな米国のミサイル防衛（MD）及び欧
州におけるその構成要素に対するロシアの軍事・
技術的な対抗措置は、効果的かつ非対称なものと
なり、また MD分野における米国の措置に完全に
対応して行われる。

○今後10年間で、大陸間弾道ミサイル400基以上、
戦略ミサイル潜水巡洋艦８隻、多目的潜水艦約20
隻、水上戦艦50隻以上、軍事衛星約100基、第五
世代戦闘機を含む近代的航空機600機以上等を装
備する。
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３．中国
中国の核戦力の実態や核軍縮措置は明らかになっ

ていない部分が多いが、国際会議における発言等に
示された同国の核政策は、次のようなものである。

中国は、核兵器の弾頭数等について公表していな
いが、中国の核戦力は、米国及びロシアには及ばな
いものの、約240発の核弾頭を保有している（SIPRI 
YEAR BOOK 2012）との見方がある。運搬手段と
しては、地上発射型ミサイル、潜水艦発射型ミサイ
ル及び爆撃機を保有しており、少数ではあるが、米
国東海岸を射程におさめる ICBMも有しているとみ
られている。また、他の４核兵器国が兵器用核分裂
性物質の生産停止を一方的に宣言しているのに対
し、中国はこのような宣言を行っていない。

2010年１月に公表された「中国の国防」において、
核兵器の第一（先制）不使用や無条件の消極的安全
保証（NSA）について明記されているものの、核
兵器の保有状況については一切記述がない。他方、
核軍縮については、最大保有国が特別かつ優先的な
責任を負っており、また、グローバルな弾道ミサイ
ル防衛計画は戦略バランスと安定を損ない、国際的
及び地域の安全保障に不利益となり、核軍縮の過程
に否定的な影響を作り出すと認識している旨記され
ている。

中国に対しては、日中安保対話、日中軍縮・不拡
散対話等の各種二国間協議の場を通じ、日本から累
次働きかけを行っている。最近では2011年１月、東
京で日中軍縮・不拡散協議を開催し、日本から、核
兵器国による更なる核軍縮・透明性の向上を求める
とともに、CTBTの早期批准、兵器用核分裂性物質
生産モラトリアム宣言を行うよう中国側に要請し
た。

また、同月行われた日中安保対話では、日本側か
ら中国の安全保障分野における国際的協力への積極
的な関与を評価しつつ、周辺諸国の懸念を払拭し、
信頼を醸成させるためにも、中国の国防政策や軍事
力近代化について更なる透明性の向上を求めた。

４．フランス
フランスは1997年９月、地対地核ミサイルの廃棄

を発表して以来、その核戦力において、相手の攻撃
から生き残る第２撃能力の確保を基本とし、残存能
力の高い爆撃機搭載方式と潜水艦発射方式の２方式
を基本としている。1996年に兵器用の核分裂性物質
の生産終了を宣言し、ピエールラット兵器用核分裂
性物質生産施設を閉鎖したほか、核兵器国として初
めて南太平洋核実験施設（於：ムルロア）の閉鎖・
解体を行った。2008年３月、サルコジ大統領は、シェ
ルブール軍港で行われた新型弾道ミサイル発射型原
子力潜水艦「Terrible」の進水式で、フランスは必
要最低限の核戦力を保持するとの原則を堅持し、戦
略環境を再評価した結果、航空核戦力の３分の１を
削減し、世界で初めて核戦力に関する透明性を確保
することとし、核弾頭数は300以下とする旨表明し
た。サルコジ大統領の透明性向上措置の一環として、
フランスは、2008年以降上記の閉鎖した施設を各国
外交官、ジャーナリスト、NGO等に公開した（日
本政府も同視察に参加した。）。

また、2010年９月、国連事務総長主催で行われた
ジュネーブ軍縮会議（CD）ハイレベル会合では、
フランス代表団は2010年 NPT運用検討会議のフォ
ローアップとして、2011年にパリで５核兵器国会合
を開催することを表明した（同年６月にパリ開催さ
れた。）。

５．英国
英国は、1995年に兵器用の核分裂性物質及びその

他の核爆発装置の生産を終了し、2002年には潜水艦
発射弾道ミサイル弾頭シェバラインの廃棄を完了し
たと公表している。2006年12月に公表された「英国
の核抑止力の将来」と題する白書では、運用可能な
核弾頭を200発以下から160発以下へと削減し、核弾
頭数を20％削減する方針を打ち出したほか、2009年
２月に発表された政策ペーパー「核の影の除去：核
廃絶に必要な条件の実現」においては、2006年の白
書で言及した運用可能な核弾頭160発以下への削減
の約束を達成し、冷戦終了時と比較して核兵器の爆
発力の総量を75％削減した旨公表した。同年９月に
は、ブラウン首相が国家安全保障委員会に対して戦
略原潜を４隻から３隻に削減するという方向性につ

○少量の核兵器を保有するのは全くの自衛の必要に
よるものである。

○核兵器の第一（先制）使用及び核兵器を保有しな
い国に対する使用または使用の威嚇をしない。

○核軍備競争に参加しない。
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き報告するよう要請した旨を明らかにした。
2010年５月に誕生したキャメロン新政権において

は、核抑止力を維持し続けるとの方針の下、ヴァン
ガード級弾道ミサイル搭載原潜の後継艦の開発と既
存のトライデント搭載型原潜の延命を決定した。ま
た、2010年 NPT運用検討会議が終盤にさしかかる
中、ヘーグ外相が透明性に関する措置として、英国
が保有するすべての核弾頭数が225発を超えること
はない旨公表した。

2010年10月に発表された「戦略防衛・安全保障見
直し（SDSR : Strategic Defense and Security 

Review）」において、究極の保険政策である独立の
核抑止、24時間体制の核抑止の保持及び更新、並び
に現在のヴァンガード級の原子力潜水艦の活動期間
を延長することなどが記載され、原潜に搭載された
核弾頭数を48発から40発に削減し、これにより実戦
に使用可能な弾頭を上限120に削減することが明ら
かになった。また、ヴァンガード級原子力潜水艦に
搭載された運用可能なミサイル発射管の数を、現在
の12基から数年のうちに８基に削減することも発表
された。

６．英国・フランス間の協力
2010年11月に行われた英仏首脳会談の中で、両国

間で防衛安保協力条約及び核施設関連条約が署名さ
れた。核施設関連条約では、独自の核抑止力を維持
しつつ、各々の核抑止力の発展及び維持に必要なイ
ンフラの効率性を追求することが適当であるとの観
点から、両国が各々に同様かつ効果的な施設を建造
するより、共同の施設を共同で建造することとが規
定されている。具体的には、フランスに所在する核
抑止力に関連した液体力学実験施設及び英国に所在
する技術開発センターを建造・共有することとなっ

ており、2015年からの共同運用が予定されている。

７． 北 大 西 洋 条 約 機 構（NATO : North 
Atlantic Treaty Organization）にお
ける議論

欧州では、冷戦終結以降、前方配備された米国の
核兵器は著しく削減されてきたが、依然として少数
の核兵器が残存している。正確な配備数及び配備国
については非公表であるが、2010年３月、ベルギー、
オランダ、ルクセンブルク、ドイツ及びノルウェー
の外相が、こうした戦術核の問題を含む NATOの

第２章

核兵器国の核兵器配備又は備蓄の状況
核兵器配備又は備蓄の状況（2012 年１月現在）

内訳 核弾頭数 運搬手段

米国
（注１）

ICBM
SLBM
戦略爆撃機
非戦略核兵器

500
1,152

300
200

計 2,150
714
410
111

−
計 1,235

ロシア
（注２）

ICBM
SLBM
戦略爆撃機
非戦略核兵器

1,087
528
820

2,000
計 4,435

322
144

72 計 538

英国
（注３）

地上発射ミサイル
SLBM
航空機

0
225

0
計 225

0
48

0
計 48

フランス
（注４）

地上発射ミサイル
SLBM
航空機（艦載機含む）

0
240

60
計 300

0
48
50

計 98

中国
（注５）

地上発射ミサイル
SLBM
航空機（攻撃機含む）
巡航ミサイル（注６）

130
48
40
…

　計～ 240
（注７）　

130
48
20

（150 ～ 350）
計 198

出典：2012 年 SIPRI（ストックホルム国際平和研究所）年鑑
（※）基本的には SIPRI による推測の数。なお，米国は本文既述のとおり、2009 年 9 月末時点の備蓄核弾頭数が 5,113 発である旨公表。
（注１）配備数。但し、訓練・テスト機・予備機等も含んでいることから、新 START 下における数値と異なる。
（注２）配備数。但し、核弾頭数については、運搬手段に割り当てられていると推測される数であることから、新 START 下における数値と異なる。
（注３）核弾頭については備蓄（stockpile）数。運搬手段については配備数。なお、英国は、運用可能な（operationally available）核

弾頭数を 160 発以下に削減した旨公表。
（注４）核弾頭については備蓄（stockpile）数。運搬手段については配備数。
（注５）核弾頭については備蓄（stockpile）数。運搬手段については配備数。
（注６）巡航ミサイル（DH-10）に核搭載能力があるかについては異なる見解あり。「…」は入手不可。
（注７）実際には将来のミサイル搭載用としてより多くの核弾頭が貯蔵（storage）されていると考えられている。
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核政策についての議論を深めることなどを求める書
簡を NATO事務総長宛てに送付するなど、国際的
な核軍縮の機運の高まりにあって、NATO内でも
核政策をいかに再構築していくかという問題が議論
されることなった。

こうした中で、2010年11月にリスボンで開催され
た NATO首脳会合において、11年ぶりに新たな戦
略概念（「NATO加盟国の防衛及び安全保障のため
の戦略概念−積極的関与及び近代的防衛」（「新戦略
概念」））が採択された。「新戦略概念」では、「集団
防衛」、「危機管理」及び「協調的安全保障」が
NATOの中核的任務であると謳っている。また、
NATOとロシアとの間の協力については、戦略的
に重要であり、両者の間で、ミサイル防衛、テロ対
策、海賊対策を含む共通の関心分野における政治対
話及び実務協力を促進するとしている。さらに核兵
器については、NATOとしては核兵器が存在する
限り NATOは核の同盟であるとしつつ、同時に、
核兵器のない世界に向けた条件を創出する決意であ
るとしている。また、欧州の核兵器の更なる削減に
は、ロシアによる核兵器の透明性の向上等が必要と
している。

また、2012年５月の NATOシカゴ首脳会合にお
いては、「抑止と防衛態勢に関する見直し」（DDPR：
Deterrence and Defence Posture Review）が発表
された。これは、上述2010年のリスボン首脳会合に
おいて見直しの実施が合意され、核戦力、通常戦力，
ミサイル防衛及び軍備管理・軍縮・不拡散のバラン
スをいかにとるかということを主要な論点として、
シカゴ首脳会合で文書を採択すべく NATO内で議
論されてきたものである。

【NATO「新戦略概念」ポイント】
○「集団防衛」、「危機管理」及び「協調的安全保障」

が NATO の中核的任務。
○ NATO は国民の安全に対する脅威を抑止・防護

するために必要なあらゆる能力を保持する。
・核・通常兵力の適切な調和を維持。核兵器が存在

する限り NATO は核の同盟。
・弾道ミサイル攻撃から国民及び領土を防護するミ

サイル防衛能力を集団防衛の中核として開発。ミ
サイル防衛に関し、ロシア及び欧州、他の大西洋
地域のパートナーと積極的に協力。

・大量破壊兵器（化学兵器、生物兵器、核兵器等）
の脅威、サイバー攻撃、国際テロに対する防衛能
力の更なる向上。

○ NATO 加盟国の領土及び国民の安全保障上の直
接の脅威となり得る域外の危機及び紛争に対し、
可能かつ必要な場合には、危機の防止及び管理、
紛争後の安定化及び復興支援に関与。

○ NPT の目標に従って、核兵器のない世界に向け
た条件を創出する決意。

○冷戦後、欧州の核兵器は大幅に削減されたが、さ
らなる削減には、ロシアによる核兵器の透明性の

向上等が必要。
○ NATO・ロシア間の協力は戦略的重要性を有する。

ミサイル防衛、テロ対策、海賊対策を含む共通の
関心分野における政治対話及び実務協力を促進。

【「抑止と防衛態勢に関する見直し（DDPR）」ポイント】
○核兵器が存在する限り、NATO は核の同盟。
○ NATO 加盟国は、米国、英国、フランスにより一

方的に提示された消極的安全保証の重要性を認識。
○適当な委員会に対し、NATO が欧州配備の非戦

略核への依存を低減することを決定する場合を含
め、核共有のアレンジメントに可能な限り幅広い
加盟国の参加を確保する概念の構築を指示する。

○ミサイル防衛は NATO の防衛態勢の一体不可分
の部分。NATO は、相互運用可能な NATO ミサ
イル防衛能力の構築の必要性へのコミットメント
の実現を継続。ミサイル防衛は核を補完。

○ NATO のミサイル防衛は、ロシアに向けられた
ものではない。NATO は、ロシアとのミサイル防
衛協力を追求。

○欧州における NATO とロシアの非戦略核戦力態
勢に関する提案を策定し相互理解を高める目標を
掲げつつ、NATO・ロシア理事会においてロシア
との間で、透明性と信頼醸成に関する考えを発展・
交換することを期待。

○ NATO はロシアの方が欧州大西洋地域に配備し
ている非戦略核兵器をより多く保有していること
を考慮しつつ、ロシアによる相互的な歩みという
文脈の中で、NATO に配備される非戦略核の要求
を更に減らすことを検討する準備がある。

○ NATO 加盟国は、NATO が前方基地に置かれた
非戦略核兵器を相当数削減することを認めるに
は、ロシア側のいかなる相互的な行動を期待する
かについて、北大西洋理事会が適切な委員会に、
より広い安全保障環境の文脈で、さらなる検討を
行うよう指示することに合意した。



第
２
部

27日本の軍縮・不拡散外交（第六版）

核兵器の開発を行うためには、核実験の実施が必
要であり、核実験を禁止することは核軍縮・不拡散
を推進する上で極めて重要である。米国、英国及び
ソ連の三か国による交渉を経て、1963年10月、部分
的核実験禁止条約が発効したが、この条約は地下核
実験を基本的に禁止の対象としていなかったため、
地下核実験を含むすべての核実験の禁止が、国際社
会の大きな課題の一つとされてきた。包括的核実験
禁 止 条 約（CTBT: Comprehensive Nuclear-Test-
Ban Treaty）は、いかなる場所においても核爆発
実験を行うことを禁止する条約であり、核軍縮・不
拡散上極めて重要な意義を有する。

CTBTの交渉は、1994年１月からジュネーブ軍縮
会議（CD）において開始され、２年半にわたる困
難な交渉の後、最終的にはインド等の反対により、

コンセンサス制をとる CDでは同条約を採択するこ
とはできなかった。これを受け、オーストラリアが
中心となって、CDで作成された条約案を国連総会
に提出し、1996年９月、国連総会は圧倒的多数をもっ
て同条約を採択した（賛成：153か国、反対：インド、
ブータン、リビア。棄権：キューバ、シリア、レバ
ノン、タンザニア、モーリシャス。）。

条約の発効には、原子炉を有するなど、潜在的な
核開発能力を有すると見られる特定の44か国（一般
的に「発効要件国」と言われる）の批准が必要とさ
れ、現在のところ、発効要件国８か国が未批准であ
るため、条約はいまだ発効していない。日本は発効
要件国であり、1996年９月に署名、1997年７月に批
准している。

第３章

包括的核実験禁止条約（CTBT）

第３章

第１節　概要
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１．CTBTの主な内容
CTBTは、すべての核実験（核兵器の実験的爆発

及び他の核爆発）の禁止を規定するほか、その遵守
を検証するためにオーストリアのウィーンに CTBT
機関を設置し、国際的な検証制度を設けることを定
めている。この国際的な検証制度は、核実験を探知
するために世界321か所に設置される監視観測所と
16か所の実験施設を含む国際監視制度（IMS : 
International Monitoring System）、協議及び説明、
現地査察（OSI : On-Site Inspection）、及び信頼醸
成措置から構成される。仮に、いずれかの締約国が
核実験を実施する等、条約の遵守に関して問題を引
き起こしている事態を是正することに応じない場合
には、当該締約国が条約に基づく権利及び特権を行
使することを制限・停止し、また締約国に対して国
際法に適合する集団的措置を勧告することができる
旨規定されている。

２．検証制度
CTBTは、条約の遵守について検証するため、①

国際監視制度（IMS）、②協議及び説明、③現地査
察（OSI）及び④信頼の醸成についての措置からな
る検証制度を定めている。
（１）「国際監視制度（IMS）」とは、世界321か所

に設置される4種類の監視観測所（地震学的監視観
測所（注１）、放射性核種監視観測所（注２）、水中
音波監視観測所（注３）及び微気圧振動監視観測所

（注４））により、CTBTにより禁止される核兵器の
実験的爆発又は他の核爆発が実施されたか否かを監
視する制度であるが、2006年10月の北朝鮮による核
実験の際にも、特に地震学的監視及び放射性核種監
視（特に希ガス監視）によりその有効性が確認され
た。監視の結果得られたデータは、ウィーンに設置
されている国際データセンター（IDC）に送付され、
処理される。

なお、IMSは現在約85％の整備が完了しており、
整備済の IMS観測所や実験網が暫定運用されてい

る。また、IDCへのデータ送信及び IDCから署名国
へのデータ配布も定常的に行われている。

（２）「協議及び説明」とは、核兵器の実験的爆発
又は他の核爆発の実施を疑わせる事態が発生した場
合、締約国が他の締約国間で、CTBT機関との間で
又は CTBT機関を通じて、問題を明らかにし、解
決するための制度である。この制度は、疑いをもた
れた締約国による説明を含む。
（３）「現地査察（OSI）」とは、条約の規定に違

反して核実験が行われたか否かを明らかにするこ
と、及び違反した可能性のある者を特定するために
役立つ情報を可能な限り収集することを目的とし
て、査察団が派遣されて実施される。「現地査察」
の実施は、51か国の執行理事会の理事国のうち、30
か国以上の賛成により承認される。
（４）「信頼醸成措置」とは、鉱山などで実施され

ている爆発（化学爆発）を核実験又は他の核爆発と
誤認しないために、締約国が、そのような爆発の実
施について CTBT機関の内部機関である技術事務
局に通報するなどの協力を行う措置をいう。

（注１）地震波を観測する。
（注２）大気中の放射性核種を観測する。
（注３）水中（海中）を伝搬する音波を観測する。
（注４）気圧の微妙な振動を観測する。

現地査察の野外演習で使用された放射性核種測定装置
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１．署名・批准の状況
2013年２月現在、署名国は183か国、そのうち批

准国は158か国である。2012年２月に発効要件国で
あるインドネシアが批准した。発効要件国44か国中
批准国は36か国であり、そのうち署名済みであるが
批准していないのは、中国、エジプト、イラン、イ
スラエル及び米国の５か国。署名も行っていないの
はインド、パキスタン、北朝鮮である。

２．未署名又は未批准の発効要件国の動向
（１）米国はオバマ大統領が2009年４月のプラハ

（チェコ）における「核兵器のない世界」に関する
演説の中で、「即時に、また積極的に CTBTの批准
を追求する」旨明言し、ブッシュ政権時代の CTBT
に対する消極的・否定的な立場を転換した。しかし
ながら、米国においては、CTBTを支持するクリン
トン政権下の1999年に、上院において CTBT批准
法案が一度否決されており、オバマ政権の第一期中
には CTBTの批准はなされなかった。2012年11月
のオバマ大統領の再選によって、第二期目における
CTBT批准の促進が期待されるところであるが、同
時に行われた上院選挙の結果、民主党の議席は55議
席（改選前より２議席増加）となったが、批准には
67票の賛成が必要であり、批准の見通しは引き続き
不透明である。
（２）中国は批准法案が全国人民代表大会で審議

されていると説明しているものの、承認が得られる
時期については定かではない。
（３）エジプト、イスラエル及びイランは CTBT

に署名しているが、中東情勢等を背景として、未だ
批准していない。
（４）インドは CTBTを支持していないが、2009

年12月の日印首脳会談においてシン首相が「もし仮
に米国及び中国がともに批准するのであれば、新た

な状況が生まれるだろう」旨述べた。
（５）パキスタンは CTBTを支持しているが、イ

ンドの署名・批准を自国の署名・批准の条件として
いる。
（６）未署名の北朝鮮は、2006年10月及び2009年

５月25日に続き、2013年２月12日に３回目の核実験
を実施した。これは、2005年９月の六者会合共同声
明や関連安保理決議に違反するのみならず、核実験
禁止を求める国際社会全体の意思及び CTBTに対
する重大な挑戦であり、CTBTの早期発効及び検証
体制の整備の必要性を一層認識させるものとなった。

３．CTBT発効促進努力の意義
以上に述べたとおり、CTBTは、今のところ発効

のめどが立っていないが、署名国は2013年１月現在
183か国に上っており、核実験禁止は国際社会の普
遍的な価値観として根付いてきているとも言えよ
う。また、５核兵器国のすべてが、また、1998年に
核爆発実験を行ったインド及びパキスタンの両国も
その後、核爆発実験モラトリアム（一時停止）を宣
言し、今日まで遵守されてきていることは、戦後
1996年まで核爆発実験がほぼ毎年、最盛期には年
178回も行われていたことを考えれば、CTBTが核
爆発実験を抑止する上で相当の効果をもたらしてい
るとも考えられる。さらに、北朝鮮の核実験実施に
対する国際社会の反応として国連安保理決議をはじ
めとした厳しい反応や、国連総会決議（核軍縮決議
及び CTBT決議）等に見られる CTBTの早期発効
に向けた取組を要請する声があること等を踏まえれ
ば、核爆発実験を行う政治的コストも高まっている
とも言える。日本が国際社会の先頭に立って CTBT
発効を促進しているのも、核爆発実験の禁止を法的
拘束力のあるものとし、また不可逆的なものとする
ためである。

第３章

日本は、NPT体制を基礎とする核軍縮・不拡散
体制を支える重要な柱として、CTBTの早期発効を

核軍縮・不拡散分野の最優先課題の一つとして重視
し、以下のような外交努力を継続してきた。

第２節　CTBTの早期発効に向けて

第３節　発効促進に向けた日本の取組
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１．発効促進会議等への貢献
（１）発効促進会議

CTBTは、署名開放後３年を経過しても発効しな
い場合、批准国の過半数の要請によって、発効促進
のための会議を開催することを定めている。この規
定に従い、1999年10月以降、隔年で計６回発効促進
会議が開催された。

1999年の第１回発効促進会議では、高村正彦外務
大臣が政府代表として出席し、同会議の議長を務め
た。その後、日本は、2001年の第２回発効促進会議
に向けて、「調整国」として非公式会合を開催する
など、各国の意見調整に努め、第２回発効促進会議
では、阿部信泰政府代表（元国連軍縮担当事務次長）
から、前回発効促進会議以降の条約発効に向けた状
況の進展を、「プログレス・レポート」として報告
した。

2011年９月にニューヨークで開催された第７回発
効促進会議では、約60か国が代表演説を行い、未署
名国・未批准国に対する早期署名・批准の呼びかけ
や核実験モラトリアム維持の重要性、CTBT検証体
制の本来機能に加えた民生・科学分野における有用
性等を盛り込んだ最終宣言が全会一致で採択され
た。日本からは玄葉光一郎外務大臣が政府代表とし
て参加し、核兵器国、非核兵器国の対立を越え、す
べての国による CTBT発効促進に向けた共同行動
が必要である旨呼びかける演説を行った。

（２）CTBTフレンズ外相会合
発効促進会議が開催されない年である2002年９

月、川口順子外務大臣のほか、オーストラリア及び
オランダの外相を中心とする CTBT批准国外相が、
ニューヨークの国連本部において CTBTフレンズ
外相会合を開催し、CTBTの可及的速やかな署名及
び批准並びに核実験モラトリアム継続を要請する外
相共同声明を発表した。この声明には、当初、英国、
フランス、ロシアの３核兵器国を含む18か国の外相
が署名し、その後、50か国以上の外相の賛同を得た。

CTBTフレンズ外相会合は、その後、発効促進会
議が開催されない年に隔年で開催されており、2012
年９月にニューヨークで開催された第６回 CTBT
フレンズ外相会合は玄葉外務大臣とオーストラリア
のカー外相が共同議長を務め、約80か国が参加した。

同会合では CTBT発効促進に向けた閣僚共同声明
を採択し、101か国（初めて５核兵器国を含む）の
賛同を得た。玄葉外務大臣は、CTBT発効に積極的
に取り組んでいく決意を表明しつつ、すぐに取るべ
き３つの具体的な共同行動（①核実験禁止の事実上
の国際的な規範化の動きを強化するため、全ての国
が核実験を自制すべきであること、② CTBT未署
名・未批准国に対して可能な限り早期に署名・批准
するよう説得するための、更なる域内のイニシア
ティブを促すこと、③核実験を探知する IMSの整備
を加速すること）を提案する演説を行った。

２．二国間会談等における働きかけ
日本は、従来二国間会談や国際的・地域的フォー

ラム等様々な機会を捉えて CTBTの早期発効の重
要性を呼び掛け、また、未署名・未批准国（特に発
効要件国）に対して署名・批准を働きかけてきてい
る。2011年から2012年にかけては、総理、外務大臣、
政府高官レベルにおいて中国、エジプト、インド、
イスラエル、パキスタン及び米国に対し、二国間の
会談や協議において働きかけを実施した。

３．国際監視制度（IMS）の整備への取組
日本は、CTBTの遵守状況を検証するための IMS

の立ち上げを支援するために、地震観測に関する日
本の高い技術水準を活用して、開発途上国に対する
技術援助を行っている。具体的には、1995年度以降
毎年、グローバル地震観測研修への研修生受入れ

（2012年度までに176名を受入れ）、地震観測機器の
供与（2004年度までに17件。）した他、2014年に予
定されている現地視察大規模統合野外演習（IFE14）
及びその事前演習にも機器の貸与を予定している。

第６回CTBTフレンズ外相会合（於：ニューヨーク国本部）
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2012年は、放射性核種観測所において放射性物質や
化学物質の大気中での移動・拡散の様子を気象デー
タを用いてシミュレーションするための計算プログ
ラムである大気輸送モデル（ATM）強化にも財政
貢献を行った。このような日本の努力は、IMSの整
備に貢献するとともに、CTBT批准に伴う国内実施
を容易にすることにより、未批准国による CTBT
の批准を促進することにつながる。CTBT機関準備
委員会や関係各国からも、このような日本の協力は
高く評価されている。

４．日本における監視観測施設の整備・運営
日本は、CTBT上、10か所の監視観測施設を国内

に設置することとされており、2002年11月、これら
の監視施設を建設・運用するための CTBT国内運
用体制を設立し、2008年末に全施設が CTBT機関
準 備 委 員 会 暫 定 技 術 事 務 局（PTS : Provisional 
Technical Secretariat）の認証を得て、暫定運用を
開始した。

○地震学的監視観測所主要観測所：松代
○地震学的監視観測所補助観測所：大分、国頭、八

丈島、上川朝日、父島
○微気圧振動監視観測所：夷隅
○放射性核種監視観測所：沖縄、高崎（希ガス検知

装置を追加的に設置）
○放射性核種のための実験施設：東海
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兵器用核分裂性物質生産禁止条約（FMCT）

兵器用核分裂性物質生産禁止条約（FMCT：
Fissile Material Cut Off Treaty）は、通称カットオ
フ条約又は FMCTと呼ばれる。国際的な軍縮交渉
の流れの中では、1996年に包括的核実験禁止条約

（CTBT）が採択された後、国際社会が次に取り組
むべき現実的かつ実質的な多数国間の核軍縮・不拡
散措置と位置付けられている。すなわち、現在の核
不拡散体制の基礎となっている核兵器不拡散条約

（NPT）は、核兵器国から非核兵器国への核兵器や
その他の核爆発装置の移譲を禁止するとともに、非
核兵器国による核兵器の開発・取得を禁止すること
で、新たな核兵器国の出現を封じようとしている。
FMCTは兵器用の核分裂性物質（兵器用高濃縮ウ
ラン及びプルトニウム等）の生産そのものを禁止す
ることで、新たな核兵器国の出現を防ぐとともに、核

FMCTは、1993年９月、クリントン米国大統領
が国連総会演説で提案したものであり、同年11月に
は、その交渉を適当な国際的フォーラムで行うこと
を勧告する国連総会決議がコンセンサスで採択され
た。その後、交渉の場をジュネーブ軍縮会議（CD）
とすることが合意された。

CDにおいては、条約交渉を行うための特別委員
会等の補助機関が設置されることが認められている
が、このような委員会が設置されたのは1995年、
1998年及び2009年のみである。

1995年の特別委員会は、特別調整官として指名さ
れたシャノン・カナダ軍縮代表部大使が CDに提出
した各国との協議の結果に関する報告書に基づき、

設置が決定された。しかし、特別委員会の議長が指
名されなかったため、交渉は行われなかった。

1998年に設置された特別委員会は、インド及びパ
キスタンによる核実験の実施といった新たな状況の
出現を受けて、同年8月に設置された。特別委員会
は同年８月から９月の間に２度にわたり会合を開催
したが、1998年会期終了間際であったこともあり、
各国間の意見交換が行われたのみで、実質的な条約
交渉を開始するまでには至らなかった。

その後も特別委員会設置に向けた議論が行われた
ものの、各国の CD事項の優先度が異なり、またブッ
シュ米国政権が、FMCTに関する政策見直しの結
果、検証制度のない FMCTを主張していたことか

兵器国による核兵器の生産を制限するものであり、核
軍縮・不拡散の双方の観点から大きな意義を有する。

FMCTが成立すれば、米国及びロシア等による
核兵器削減の方向性を支え、新たな核保有国の出現
を防ぎ、また、核軍備競争をなくすことにつながり
得る。これは、核軍縮・不拡散の歴史上大きな意味
をもつだけでなく、国際的な安全保障環境の安定に
も大きく貢献することになる。想定されている条約
上の義務としては、①核兵器その他の核爆発装置の
研究・製造・使用のための兵器用核分裂性物質の生
産禁止、②他国の兵器用核分裂性物質の生産に対す
る援助の禁止などが挙げられる。

なお、NPT上の核兵器国のうち米国、ロシア、英国、
フランスは兵器用核分裂性物質生産モラトリアムを
宣言しているが、中国はこの宣言を行っていない。

第１節　概要と意義

第２節　経緯
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ら、議題ごとに調整役を設置し、非公式の集中討議
を行う努力が続けられたが、FMCTの交渉開始に
は至らなかった。2009年に誕生したオバマ米国政権
が再び検証可能な条約を支持する政策に戻り、条約
交渉開始に向けた動きが高まったこともあり、2009
年５月には FMCT交渉を行う作業部会の設置を含
む作業計画案が採択された。この採択直後から、作
業計画の実施に必要な決定案（作業日程や作業部会
議長等）の協議が行われたが、パキスタンの反対に
より合意に至らず、2009年中の条約交渉開始を含む
作業計画を実施することはできなかった。

2010年、2011年も CDは作業計画を採択できずに
終了し、2011年10月の国連総会第一委員会において、

カナダが提出した FMCT決議案で、CDが2012年会
期で作業計画を採択・実施できない場合は2012年９
月からの第67回国連総会で交渉の選択肢を検討する
ことが決まった。CDは2012年会期においても、作
業計画を採択できずに終了し、2012年10月の国連総
会第一委員会において、カナダが提出した FMCT
に関する政府専門家会合（GGE）の設置を決める
決議案が採択された（同年12月に国連総会本会議で
採択）。同決議は、国連事務総長に対し加盟国の意
向をまとめた報告書を2013年の第68回国連総会に提
出し、2014年及び2015年に GGEを開催することを
要請している。

第３節　交渉促進に向けた日本の取組
日本は、FMCTの核軍縮・不拡散における重要

性に鑑み、交渉の即時開始を重視し、そのための努
力を行ってきた。近年ではほぼ毎年、CDに政治レ
ベルが出席し（2012年３月は山根隆治外務副大臣が
出席）、CDの前進と FMCTの早期交渉開始を訴え
てきた。

また、2008年に行われた FMCTに関する CD非公
式協議では、樽井澄夫軍縮会議日本政府代表部大使

が調整役（コーディネーター）として交渉に向けた
議論を主導したほか、2003年及び2006年には、同条
約に関する日本の考え方を整理した作業文書を CD
に提出した。さらに、2011年２月、３月及び５月に
日本・オーストラリア両政府は CDの機会に FMCT
に関する専門家会合を開催し、「核分裂性物質」や「生
産」の定義や検証制度について、深い技術的な議論
を行った（コラム参照）。
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コラム：ＦＭＣＴに関する専門家会合

　2011 年、FMCT の交渉開始へのモメンタムを高めるため、日本とオーストラリアの両政府は、同条
約の技術的な側面に焦点を当てた専門家会合を CD の機会に開催した。本件専門家会合は、２月、３月及
び５月と３回開催され、CD 加盟国及びオブザーバー国を対象に開催され、約 40 〜 45 か国が出席した。

　第１回会合（２月 14 日〜 16 日）及び第２回会合（３月 21 日〜 23 日）は、ウールコット・オース
トラリア軍縮代表部大使議長の下で、それぞれ、FMCT の下で禁止の対象となる「核分裂性物質」及びそ
の「生産」の定義の案と、FMCT の下で採用される「検証」のあり方について議論がなされた。
　第３回会合（５月 30 日〜６月１日）は、日本の須田明夫軍縮会議日本政府代表部大使が議長を務めた。
第２回会合での国際原子力機関（IAEA）や化学兵器禁止機関（OPCW）の専門家との意見交換を踏まえ、
検証の目的や範囲、検証と定義の関係、既存の検証手段（IAEA 保障措置等）の有効性を中心に活発な議
論が行われた。

　CD の本会議では、多くの国が日本とオーストラリアの取組を評価する発言がなされた。特に、「検証」
について、これまで CD でなされてこなかったレベルでの深い技術的な議論を行うことができた。計量管
理や封じ込め・監視（C/S）といった既存の IAEA 保障措置手段を FMCT においてどのように適用しう
るのか、また新たにどのような手段が必要となるか等につき実質的な議論をさらに深めることができた。
　上記会合での議論は報告書として CD に提出され（CD/1906、CD/1909、CD/1917）、今後の
FMCT に関する議論に資することが期待される。

日本・オーストラリア共催　FMCTに関する専門家会合（於ジュネーブ（スイス））
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さらなる核軍縮のための課題

１．定義
消 極 的 安 全 保 証（NSA：negative security 

assurance）とは、一般的に、核兵器国が非核兵器
国に対し核兵器を使用しないと保証することをいう。
一方、NSAの他に積極的安全保証（PSA: positive 
security assurance）という概念がある。PSAは一
般的に、非核兵器国が核兵器による攻撃または威嚇
を受けた場合には支援を与えることを約束すること
をいう。

２．経緯
核兵器不拡散条約（NPT）交渉過程で、非同盟

（NAM）諸国を中心とする非核兵器国側が、NSA
及び PSAを NPT条文に挿入するよう要求したが、
核兵器国側はこれらを NPT条文に盛り込むことに
は応えず、1968年の国連安保理決議第255号で PSA
を表明した。その後、核兵器の使用及び威嚇に対し
非核兵器国の安全が保証されるべきであるとの主張
の高まりを受け、1978年の第１回国連軍縮特別総会
において、５核兵器国がそれぞれ NSAに関する一
方的な宣言を行った。1995年 NPT運用検討・延長
会議に先立つ1995年４月には、核兵器国は、従来行っ
てきた一方的宣言（NSA）をほぼそのままの形で
改めて宣言すると共ともに、それら宣言への留意を
含む非核兵器国の安全の保証（PSA及び NSA）に
関する国連安保理決議第984号を採択した。これは
同運用検討・延長会議に向けて、NAM諸国が、
NPT延長の条件として核兵器国が非核兵器国の安
全を保証するための法的拘束力のある措置を要求し
たことが背景にある。

５核兵器国が行った上記宣言で、米国・英国・フ

ランス・ロシアは、NPTを締結している非核兵器
国が自国又は同盟国に対してその他の核兵器国との
協力又は同盟関係の下で侵略・攻撃する場合を除い
て、非核兵器国に対して核兵器を使用しないことを
再確認する旨の宣言を行った。他方、中国は、いか
なる時も非核兵器国又は非核兵器地帯に対して、核
兵器を使用し又は使用するとの威嚇を行わないこと
を約束する旨の宣言を行った。

同年に開催された NPT運用検討・延長会議では、
「消極的及び積極的安全保証に関する全会一致で採
択された国連安保理決議984号及び核兵器国の宣言
に留意し、核兵器の使用又は使用の威嚇に対して非
核兵器国への安全を保証するため更なる措置を検討
するべき。これらの措置は国際的に法的拘束力のあ
る文書の形をとることが可能」との文言を含む「原
則と目標」（第８項）が採択された。

その後、米国は2010年「核態勢見直し（NPR）」
において、 NPT 締約国であり NPT 上の義務を遵守
している非核兵器国に対して、核兵器を使用せず、
また、その使用の威嚇をしないとする強化された
NSAを宣言している。但し、バイオ技術の急速な
進展を踏まえ、生物兵器の今後の進展によっては、
かかる NSAを調整する権利を留保している。英国
も同年発表の「戦略防衛・安全保障見直し（SDSR）」
において、米国とほぼ同様の NSAを宣言している。

３．NSAをめぐる議論
1994年までジュネーブ軍縮会議（CD）において

毎年 NSAに関する特別委員会が設けられてきたが、
特段の成果には至っていない。1995年以降は特別委
員会の設置はなく、通常の CD会期内において議題

第１節　消極的安全保証（NSA）
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の１つとして取り上げられている。
NSAをめぐる議論には、法的拘束力を有する

NSAとすべきか否かという論点、法的拘束力を有
する NSAとする場合、多国間条約等を通じたグロー
バルな NSAによって直ちに全ての非核兵器国に
NSAを供与するか、あるいは非核兵器地帯条約を
通じた地域的な NSAの積み重ねによって法的拘束
力のある NSAが供与される国を増やしていくのか
といったアプローチの論点、NSAは無条件とすべ
きか条件付きとすべきかという論点、NPT上の義
務に違反している国に対して NSAを供与すべきか
否かという論点、NPTに加入していない核兵器保
有国が NSAを供与する側になると事実上の核兵器
国として認めてしまうことにならないかという論
点、どのフォーラムで NSAは議論されるべきかと
いう論点（NPTに加入していない核兵器保有国も
参加する CDが良いのか、核兵器保有を禁止された
非核兵器国への代償として NPTで議論すべきか）
等、幅広い論点がある。

４．日本の立場
1970年に NPT署名の際に行った演説において、

日本は、核兵器国は非核兵器国に対して核兵器の使
用又は使用の威嚇を行ってはならないことを強調し
た。日本として、この立場は現在も変わっておらず、
NSAの概念を基本的に支持しており、また、「核兵
器のない世界」を実現するための第一歩となる具体

的な手段として注目している。その際、当然のこと
ながら、長期的課題である「核兵器のない世界」の
実現を目指すに当たり、日本の安全保障及び国際的
な安全保障を損なうことはあってはならないと考え
ている。

NSAは核兵器を保有しない非核兵器国としての
正当な関心事項であり、日本は、核兵器国は NPT
上の義務を遵守している非核兵器国に対して核兵器
を使用しないとの強化された NSAを供与するよう
求めている。この観点で、日本は、米国及び英国に
よるかかる強化された NSAの供与を評価している。

さらに、核兵器国を含む全ての関係国の同意等適
切な条件の下で創設された非核兵器地帯は、法的拘
束力を有する形で NSAを実現する実質的な措置と
考えている。

なお、日本としては、2010年 NPT再検討会議最
終文書の行動５にあるとおり、核兵器を保有するす
べての国は、国際社会の安定と平和を促進し、各国
の安全保障を損なわない形で、それぞれの安全保障
戦略における核兵器の役割を低減させることが重要
であると考える。その観点で、NSAは核兵器の役
割低減に貢献するものと位置づけられる。

このような NSAに対する日本の立場は、2012年
５月の2015年 NPT運用検討会議第１回準備委員会、
同年６月の CDなど、様々な機会において表明して
きている。

第２節　透明性の向上

１．意義
透明性の向上は、敵対国の誤解や誤算によって生

じ得る危機を未然に防ぐための信頼醸成措置
（CBM）の一環として発展してきた。特に、大規模
な軍事力が秘密のベールに包まれた状態で集中的に
配備されていた冷戦期の欧州大陸では、透明性の欠
如が互いの軍事行動に関する誤解や誤算を招き、軍
事衝突が発生する危険性があった。これを回避する
ため、欧州では1950年代から、情報交換、相互通知、
検証などを通じて互いの軍事行動に予測可能性を持
たせる提案がなされ、1975年の欧州安全保障協力会
議（CSCE）ヘルシンキ最終文書に結実した。互い

の秘密を減らし、より開かれた状態をつくるという
透明性の向上は CBMの基本的な性質の一つである。

核兵器の軍備管理・軍縮においても、透明性の向
上は、互いの誤解を防ぎ偶発的な核戦争を防止する
という伝統的な CBMの一つとしての意義がある。
また、冷戦時代に米ソ間で起きたような透明性の欠
如によって生じる核軍備競争を避けるため、さらに
は、今後の核軍縮の進展を促すためにも、透明性の
向上が必要と考えられている。

近年では，核軍備管理・軍縮上の義務を実施する
にあたっての３原則（透明性の原則の他、削減され
た核兵器が再び増加しないような措置を施すという
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不可逆性の原則、条約の締約国が条約義務を履行し
ているかを確認できる検証可能性の原則）の一つと
して位置づけられている。透明性なくしては、不可
逆的に核兵器が削減されていることを検証すること
は困難であるので、これら３つの原則の中でも、透
明性の原則は、他の２つの原則の基礎である、すな
わち最も重要な原則であるとの見方もある。

なお、核兵器の透明性としては、①過去に関する
透明性として、過去の核実験、核関連事故、核分裂
性物質生産量、核兵器の生産量、②現在に関する透
明性として、核軍縮努力、ドクトリン、相互査察・
データ交換、既存・閉鎖核関連施設、核分裂性物質
保有量、核兵器保有数、核兵器能力等、様々な側面
がある。

２．これまでの NPT運用検討会議での合意
NPT運用検討プロセスにおいても、近年、透明

性の重要性が認識されてきている。
2000年の NPT運用検討会議の最終文書で合意さ

れた核軍縮に関する13の措置において、各国の核兵
器能力に関する透明性の向上が、すべての核兵器国
がとるべき措置の一つとして初めて合意された。

2010年５月、ニューヨークの国連本部で開催され
た NPT運用検討会議で合意された「行動計画」に
おいては、透明性は、不可逆性及び検証可能性と並
んで、核軍縮・不拡散上の義務を実施するにあたっ
ての３つの原則の一つとして初めて合意された（行
動２）。また、核兵器国は、核兵器国としてとるべ
き具体的な核軍縮措置の進捗状況について、2014年
の準備委員会において報告することが求められた

（行動５）。すべての NPT締約国は、行動計画及び
NPT第６条の実施について定期報告をすべきこと
が合意された（行動20）。さらに、CBMの一つとし
て、核兵器国は、可能な限り早急に行動計画の進捗
状況に関する標準的な報告様式（フォーム）に合意
し、国家安全保障を損なわないよう自発的に標準的
な情報を提供するための適切な報告間隔を決定する
よう奨励された（行動21）。

３．核兵器国の透明性
米国とロシアは、以前から二国間の戦略核制限・

削減条約（START）の枠組みで、条約上の計算ルー

ルに基づいた戦略運搬手段及び核弾頭の配備数を公
表していた。

核兵器国による核兵器の数の公表については、近
年、次のとおり大きな動きが見られた。2008年3月、
核兵器国として初めて、フランスのサルコジ大統領
が同国の「核弾頭」の数を300個以下である旨公表
した。続いて、2010年５月の NPT運用検討会議中に、
米国が「備蓄された核兵器の数」を5,113個と公表、
また、英国が「核弾頭の全体の備蓄」の上限を225
個以下と公表した。英国は、その後、2010年10月の

「戦略防衛・安全保障見直し（SDSR）」において、
2020年代半ばまでに、核弾頭の全体の備蓄の上限を
225個から180個まで削減可能と発表した。

４．日本の取組
日本は、通常兵器の透明性向上のために軍備登録

制度を提唱したように（第４部第７章第１節参照）、
上記１．の意義を踏まえ、従来から軍備の透明性向
上を重要な CBMの一つとして重視してきた。核兵
器に関する透明性の向上についても、従来からその
重要性を指摘してきたところであるが、近年は、よ
り行動指向的な核軍縮を目指すべきとの考えに基づ
いて、具体的かつ実際的な透明性の向上を訴えてき
ている。

例えば、2008年にジュネーブで開催された2010年
NPT運用検討会議第２回準備委員会には、透明性
を向上すべき具体的な項目を列挙した作業文書を提
出した。2009年４月には、中曽根弘文外務大臣が、「す
べての核兵器保有国が、自らの保有する核兵器数、
余剰な核分裂性物質や運搬手段等、核軍備について
の情報を、定期的かつ十分に開示することを強く求
めたい」と述べ、「情報開示の文化」を提唱した。

2010年の NPT運用検討会議における交渉過程で、
日本は、2008年に提案した具体的な項目を行動計画
に盛り込むべく努力したが、一部の核兵器国の強い
反対により、合意には至らなかった。しかし、上述
の核兵器国による核軍縮の進捗状況に関する2014年
の準備委員会での報告（行動５）や標準的な報告
フォームの作成（行動21）は、日本の提案に基づく
ものである。

その後、日本は、報告フォームの一案を作成し、
オーストラリアと共に2010年９月に結成した10カ国

第５章
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による軍縮・不拡散イニシアティブ（NPDI）の提
案として、５核兵器国に提示した。このように、日

本は、核兵器に関するグローバルな透明性向上措置
の構築に積極的に取り組んでいる。

第３節　核兵器禁止条約（NWC）

１．「核兵器禁止条約」の概念
核兵器禁止条約構想は、民間団体「核兵器に反対

する法律家協会（IALANA）」、「核戦争防止国際医
師の会（IPPNW）」、「拡散に反対する科学者国際ネッ
トワーク（INESAP）」により発表され、1997年に
コスタリカがモデル核兵器禁止条約として国連に提
出した。2007年にはコスタリカ及びマレーシアが、
NPT運用検討会議第１回準備委員会に対し作業文
書として同条約案の改訂版を提出し、また、国連に
も提出した。同条約案は、核兵器の完全な禁止及び
検証を伴う廃絶を規定したものであり、締約国の一
般的義務として、①核兵器の開発、実験、生産、貯
蔵、移譲、使用及び使用の威嚇の禁止、②核兵器国
の核軍備（核兵器、核施設）廃棄、③兵器利用可能
な核分裂性物質の生産禁止、④運搬手段の廃棄、を
規定している。

核兵器を全面的に禁止する条約とは別に、その前
段階として、核兵器の使用及び威嚇を禁止する条約
を交渉すべきとの考え方もある。現時点では、直ち
に交渉の対象となりうる条約案はないが、1996年第
51回国連総会以降、インドが国連総会に対し、核兵
器の使用又は使用の威嚇を禁止する国際協定締結の
ための交渉を開始することを要請する決議を提出し
ている。
「核兵器禁止条約」及び「核兵器使用禁止条約」

の何れも NAM諸国、途上国、NGO等からの強い支
持がある。

核兵器禁止条約については、2008年に潘基文国連
事務総長が、核軍縮会合における講演の中で発表し
た５項目の提案の１つとして、「強力な検証システ
ムに裏付けられた核兵器禁止条約の交渉が検討でき
る」と述べている。

さらに、2010年 NPT運用検討会議最終文書行動
計画においては、「核兵器禁止条約の交渉に関する
検討を含む事務総長の５項目提案に留意する」と核
兵器禁止条約に言及している。

２．「核兵器の威嚇または使用の合法性」に関
する国際司法裁判所（ICJ）勧告的意見

1993年、IALANA、 IPPNW等が形成した「世界
法廷プロジェクト」運動の結果、世界保健機関

（WHO）総会において、健康及び環境の見地から、
核兵器の使用の合法性につき ICJ勧告的意見を要請
する決議が採択された。

同年、国連総会第一委員会においても ICJ勧告的
意見を要請する決議案が提出されたが、米国・フラ
ンス等の反対により撤回された。翌1994年、インド
ネシアが再度決議案を提出し、核兵器の使用の合法
性につき ICJ勧告的意見を要請する決議が採択され
た（日本は、多くの西側諸国が反対する中、唯一の
被爆国として、核兵器は二度と使われてはならない
ものの、本件が各国間の対立を助長することになり
がちであるとして棄権した（賛成78-反対43-棄権
38）。）。

ICJは WHOの請求は却下したが、1996年7月、国
連総会からの要請に対し、「核兵器の威嚇又は使用
は、武力紛争に適用される国際法の要件及び特に人
道法の原則及び規則に一般的に違反することとな
る。しかしながら、国際法の現状及び入手可能な事
実関係に鑑み、裁判所は、国の生存そのものが問題
となるような極限状況における核兵器の威嚇又は使
用が合法か違法かを確定的に結論することはできな
い（賛成７-反対７、裁判長の決定票）」としつつ、「厳
格かつ効果的な国際管理の下におけるあらゆる側面
での核軍縮を目指す交渉を誠実に行い、かつ結論に
達する義務が存在する（全会一致）」との勧告的意
見を出した。

３．国連総会決議と日本の立場
上述の ICJの勧告的意見を受けて、1996年の第51

回総会以来毎年、マレーシアが国連に対し、ICJ判
事全会一致の意見である核軍縮交渉を妥結する義務
についてフォローアップを要請する「核兵器の威嚇
又は使用の合法性に関する ICJ勧告的意見フォロー

第５章
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アップ」決議案を提出している。同決議は、核軍縮
交渉の妥結義務を核兵器禁止条約の早期締結につな
がる多国間交渉の開始によってフォローアップする
よう求めている。

日本は、厳格かつ効果的な国際管理の下における
あらゆる側面での核軍縮を目指す交渉を誠実に行
い、かつ結論に達する義務が存在するとした ICJ判
事の全員一致の意見を支持している。その一方で、
核不拡散・核軍縮の着実な進展を達成するために
は、具体的な手段をとるべきであるとの考えである。
核兵器国を含む多くの国が核兵器禁止条約に賛成し
ていない現状では、核兵器禁止条約の交渉を直ちに
開始する状況になく、核廃絶に向けて現実的かつ実
効的な措置を着実に積み重ねていくことが重要であ
る。よって、包括的核実験禁止条約（CTBT）の早

期発効、兵器用核分裂性物質生産禁止条約（FMCT）
の交渉開始・早期妥結等が優先されるべきと考え、
核兵器禁止条約締結のための交渉を開始することに
よって、核軍縮交渉の妥結義務を即時に履行すべき
とする同決議案については、投票理由説明を付して
棄権してきている。

また、インドが毎年国連総会に提出している「核
兵器使用禁止条約」に関する決議案についても、同
様の理由により、日本は棄権している。

なお、現時点での核兵器禁止条約のための交渉開
始については上述立場であるも、核軍縮の最終段階
において、核兵器禁止条約のような多国間核軍縮の
枠組の在り方につき議論に参加する用意がある旨、
2011年１月と2012年５月に CDにおいて軍縮代表部
大使がステートメントの中で述べている。

第４節　非核兵器地帯

１．概要
「非核兵器地帯」とは、一般的には、国際約束に

より、①特定の地域において、域内国が核兵器の生
産、取得、保有、配備及び管理を行うことを禁止す
るとともに、②核兵器国（米国、ロシア、英国、フ
ランス及び中国）によるこれら諸国への核攻撃をし
ないことの誓約（消極的安全保証の供与）を含む議
定書を締結することによって作り出される「核兵器
のない地帯」を意味する。

非核兵器地帯は、当初、世界的な核不拡散体制の
設立に向けた国際社会の努力の補完的措置として検
討された概念で、冷戦時に、東西両陣営間の対立が
核戦争に発展することを恐れた非核兵器国側の地域
的アプローチとして捉えられてきた。

冷戦終結後も非核兵器地帯設置の動きは継続し、
1999年の国連軍縮委員会において非核兵器地帯の設
置に関するガイドラインを含む報告書が採択され、
さらに2009年のペリンダバ条約の発効により南半球
のほぼすべての陸地部分が非核兵器地帯に含まれる
こととなった。また、2010年 NPT運用検討会議に
おいて米国がラロトンガ条約及びペリンダバ条約の
議定書批准に向けた手続開始等を表明する演説を
行ったこと等、国際的な核不拡散体制における役割
が注目されてきている。

なお、2010年４月には「第２回非核兵器地帯条約
締約国・署名国会合」がニューヨークで開催され、
日本もオブザーバーとして参加した。

２．日本の立場
非核兵器地帯に関する日本の基本的立場は、一般

的に適切な条件が揃っている地域において、その地
域内の国々の提唱により非核兵器地帯が設置される
ことは、核拡散防止等の目的に資するというもので
ある。

非核兵器地帯構想が「現実的」なものとなるため
の条件としては、①核兵器国を含むすべての関係国
の同意があること、②当該地域のみならず、世界全
体の平和と安全に資すること、③適切な査察・検証
を伴っていること、④公海における航行の自由を含
む国際法の諸原則に合致していることなどが挙げら
れる。

また、2010年の第65回国連総会に日本が提出し、
圧倒的多数の加盟国の賛成を得た核軍縮決議におい
ても、国連軍縮委員会（UNDC）が採択したガイド
ラインに基づくさらなる非核兵器地帯の創設を促す
旨が盛り込まれた。

第５章
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３．中東非核兵器地帯・中東非大量破壊兵器
地帯

1974年の国連総会においてエジプトが提案した中
東非核兵器地帯構想を歓迎する決議が採択されて以
来、毎年、この構想を実施するために必要な措置を
とるよう求める決議がコンセンサス採択されてきて
いる（ただし、2009年の第64回国連総会では一部分
割投票）。しかし、事実上の核兵器保有国と国際的
にみなされているイスラエルの NPT未締結やイラ
ンの核問題などを背景として、今のところ本構想が
実現される見通しは立っていない。

1995年の NPT運用検討会議において、米国、ロ
シア、英国の共同提案による中東地域における核兵
器を含む非大量破壊兵器地帯の創設を目指す中東決
議が採択されたが、アラブ諸国とイスラエルの立場
の違いもあり、現段階で目立った進展はなく、この
問題は NPT運用検討プロセスにおける議論の焦点
の一つとなっている。

2010年の NPT運用検討会議では、同会議で採択
された最終文書の行動計画において、国連事務総長
及び中東決議共同提案国（米国、ロシア、英国）の
召集による、すべての中東諸国が参加する中東非大
量破壊兵器地帯設置に関する国際会議の2012年開催
が支持された。これを受けて招集者（国連事務総長
及び中東決議共同提案国（米国、ロシア、英国））
の間で調整が行われ、2011年10月、開催地をフィン
ランドとし、調整役（ファシリテーター）をフィン
ランド外務省のラーヤヴァ次官に決定した旨の招集
者による共同声明が発出された。その後、2012年の
会議開催に向けてファシリテーターを中心に調整が
進められてきたが、いわゆる「アラブの春」等の影
響により中東情勢が不安定化し、すべての中東諸国

が参加する会議の開催が困難になったとの判断か
ら、2012年11月、国連事務総長、米国、ロシア、英
国、フィンランドより開催延期が発表された。これ
を受け、日本政府は、同会議が全ての中東諸国の参
加を得て早期に開催されるよう、引き続きファシリ
テーターの努力を支持し、各国と協力していく旨、
外務報道官談話を発出した。また、NPDIとしても
同様のステートメントを発出した。

４．北東アジア非核兵器地帯
日本が位置する北東アジア地域をめぐっては、そ

の厳しい安全保障環境を緩和するアプローチとし
て、内外の研究者や専門家等によって、北東アジア
非核兵器地帯構想の設立が提唱されてきた。提唱者
によってその対象とする国や範囲に若干の幅はある
が、日本を含む幾つかの国や一定の範囲を対象とし、
その域内において核兵器の使用や使用の威嚇を行わ
ないことを約束するものである。特に近年、日本、
韓国及び北朝鮮が非核兵器地帯となり、これに米国、
中国、ロシアが消極的安全保証を供与する「３＋３」
構想が一定の注目を集めている。

非核兵器地帯については、一般論として、適切な
条件が満たされるのであれば、核拡散の防止等に資
するのは前述のとおりである。しかし、北東アジア
地域においては、①依然として安全保障上の不安定
要因や緊張関係が存在していること、②現実に核戦
力を含む大規模な軍事力が存在すること等により、
非核兵器地帯構想の実現のための現実的な環境は未
だ整っているとは言えない。北朝鮮による核開発は、
核軍縮の機運に逆行するとともに、国際的な核不拡
散体制に対する重大な挑戦であり、まずは北朝鮮の
核放棄の実現に向け、努力する必要がある。

第５章

第５節　核兵器の人道的側面

１．経緯
（１）核兵器の人道的側面は、長年国際社会にお

ける重要な課題として議論されてきたところである
が、近年では2010年 NPT運用検討会議で重要な動
きが見られた。同会議で採択された行動計画におい
て、NPT締約国は、核兵器のあらゆる使用がもた
らす悲惨な人道上の結末に深い懸念を表明し、すべ

ての国が国際人道法を含む適用可能な国際法を遵守
する必要性を再確認した。
（２）こうした動きを踏まえ、2012年５月にウィー

ンで開催された NPT運用検討会議第１回準備委員
会において、スイスを含む16か国が共同で「核軍縮
の人道的側面」と題する共同声明を実施した。同年
10月にニューヨークで開催された第67回国連総会第
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一委員会においては、上記16か国を含む34か国（注）
が NPT運用検討会議第１回準備委員会時と同内容
の共同声明を実施した。

同共同声明では、核兵器のあらゆる使用がもたら
す悲惨な人道上の結末を深く懸念し、いかなる状況
においても、核兵器が決して再び使用されないこと
が極めて重要であり、全ての国は，核兵器を違法化
し、核兵器のない世界を達成するための努力を強化
しなければならない、としている（以下の参考を参
照）。

２．日本の取組
唯一の戦争被爆国である日本は、従来から、核兵

器の使用がもたらす非人道的な惨禍に鑑みれば、核
兵器は二度と使用されるべきでないとの考えから、
核兵器使用による被害の実相を世界に伝える様々な
取組を進めてきている。例えば、非核特使の派遣や

被爆証言の国際化、海外原爆展の開催等を行い、ま
た、軍縮に携わる各国の外交官や国防省関係者等が
参加する国連軍縮フェローシップ・プログラムにお
いては、参加者の訪日に際して核兵器使用の惨禍の
実相に触れるため広島・長崎訪問の機会を設ける
等、これまで様々な努力を積み重ねてきている（第
８部第４章、第５章参照。）。

上記１．の共同声明については、同共同声明の文
言の中に、日本の安全保障政策の考え方と必ずしも
合致しない表現が盛り込まれていることから、日本
は参加を見合わせることとした。しかし、今後も上
述の考えに基づいて、これまで以上に核兵器使用に
よる被害の実相を世界に伝える努力をしていく考え
である。

この関連で、2013年３月にオスロ（ノルウェー）
で開催された核兵器使用による科学的・客観的な影
響に焦点を当てた核兵器の人道的影響に関する国際
会議に、日本は、政府関係者のみならず、放射線医
学の専門家や被爆者を派遣し、本件に関する議論に
積極的に貢献したところである。

第５章

（注）共同声明実施 34 か国（下線は上記 16 か国
に加え､第 67 回国連総会第一委員会で新たに加わっ
た国。アイスランド、アイルランド、アルジェリア、
アルゼンチン、インドネシア、ウルグアイ、エクア
ドル、エジプト、オーストリア、カザフスタン、コ
スタリカ、コロンビア、サモア、ザンビア、シエラ
レオネ、スイス、スワジランド、タイ、チリ、デンマー
ク、ナイジェリア、ニュージーランド、ノルウェー、
バチカン（オブザーバー）、バングラディシュ、フィ
リピン、ブラジル、ベラルーシ、ペルー、マーシャ
ル諸島、マルタ、マレーシア、南アフリカ、メキシコ、
リヒテンシュタイン）

【参考　核兵器の人道的側面に関する共同声明の主
な内容】
○核兵器のあらゆる使用がもたらす悲惨な人道上の

結末を深く懸念。
○意図的にせよ偶発的にせよ、核兵器の使用によっ

てもたらされる甚大な人道的結末は不可避。
○核兵器の維持、近代化、拡大に、毎年多額の財政

資金を使うことは、国連憲章の目的及び原則に
則った我々の集団的責任と相容れないものである
と考えられる。

○いかなる状況においても、核兵器が決して再び使
用されないことが極めて重要。

○全ての国は、核兵器を違法化し、核兵器のない世
界を達成するための努力を強化しなければならな
い。
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第６章

地域の不拡散問題と日本の取組

第１節　北朝鮮

１．北朝鮮をめぐる最近の情勢
北朝鮮の核・ミサイル問題は、国際社会の平和と

安全に対する重大な脅威であり、特に核問題は国際
的な核不拡散体制に対する重大な挑戦である。2002
年10月に北朝鮮がウラン濃縮計画を有していること
を認めたことを契機として核問題は深刻化し、2006
年７月にテポドン２を含む７発の弾道ミサイルの発
射、10月には核実験実施発表に至った。2007年から
2008年にかけて寧辺の３つの核施設（５MW実験炉、
再処理工場及び核燃料棒製造施設）の無能力化作業
への着手及び核計画についての申告がなされたが、
北朝鮮は、2009年４月にミサイルを発射、５月に核
実験実施を発表した。６月には新たに抽出されるプ
ルトニウム全量の兵器化及びウラン濃縮作業着手を
発表し、７月には複数発の弾道ミサイルを発射、９
月には試験的ウラン濃縮が最終段階に達した旨宣明
する書簡を国連安保理議長宛てに送付し、11月には
使用済核燃料棒の再処理を成功裏に終了した旨を発
表した。2010年11月には、米国のプリチャード元朝
鮮半島和平担当特使、ヘッカー・スタンフォード大
学教授（元ロスアラモス研究所長）が寧辺を訪問し
た際、実験用軽水炉建設現場とウラン濃縮施設を視
察させた旨が報告されている。その際、北朝鮮側は、
軽水炉の建設は国家の電力需要に応えるためであ
り、2012年に稼働させることが目標である、また、
ウラン濃縮施設は右軽水炉用核燃料の製造のためで
あり、2000台の遠心分離機が既に稼働しており、濃
縮度は平均3.5％である旨説明したとされている。
2012年２月29日には、米朝間の対話の結果として、
北朝鮮は長距離ミサイル発射、核実験、ウラン濃縮
活動を含む寧辺での核関連活動のモラトリアム及び

IAEA要員の復帰等を実施し、米側は栄養支援等を
実施するとの内容が発表された。しかし、北朝鮮は、
同年４月及び12月、国際社会が強く自制を求めたに
もかかわらず、ミサイルの発射を強行し、2013年２
月12日には３度目の核実験実施を発表した。

このように強硬姿勢を強めている北朝鮮に対し、
国連安保理は、北朝鮮による核実験やミサイル発射
を非難し、制裁措置を課す内容の決議第1718号（2006
年10月）、同第1874号（2009年６月）及び同第2087
号（2013年１月）をそれぞれ採択し、北朝鮮に対し、
すべての核兵器及び既存の核計画を、完全で検証可
能かつ不可逆的な方法で放棄すること等を義務付け
た。しかし、北朝鮮はこうした安保理決議上の義務
を果たしてきていない。

２．六者会合を通じた北朝鮮の核放棄に向け
た取組

2003年８月に開始された六者会合（日本、米国、
中国、韓国、ロシア及び北朝鮮が参加）は、2005年
９月の第４回会合において共同声明を採択し、北朝
鮮がすべての核兵器及び既存の核計画の放棄、並び
に、核兵器不拡散条約（NPT）及び国際原子力機
関（IAEA）保障措置に早期に復帰することが約束
された。この共同声明は、六者会合のプロセスにお
いて初めての合意文書であり、かつ、その中で、北
朝鮮が「すべての核兵器及び既存の核計画」の検証
可能な放棄を約束している意味は大きく、北朝鮮の
核問題の平和的解決に向けた重要な基礎となるもの
である。

この共同声明に基づき、2007年２月８日から13日
にかけて開催された第５回六者会合第３次会合で
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「共同声明実施のための初期段階の措置」が採択さ
れ、北朝鮮による寧辺の核施設の活動停止及び封印、
必要な監視・検証のための IAEA要員の復帰、さら
に、「初期段階」の次の段階における措置として、
すべての核計画の完全な申告の提出及びすべての既
存の核施設の無能力化等の実施等に合意し、同年７
月には、IAEAにより寧辺の５つの核施設の活動停
止が確認され、封印及び監視に必要な措置がとられ
るに至った。

2007年10月３日には、第６回六者会合第２次会合
において「共同声明実施のための第２段階の措置」
が採択され、非核化については以下の諸点が合意さ
れた。

この合意に基づき、2007年11月、寧辺の５MWe
黒鉛炉、再処理工場、燃料棒製造施設の無能力化作
業が開始され、同月28日には、日本を含む六者会合
メンバー一行が寧辺を訪問し、作業の進捗状況を確
認した。また、申告については、期限から大幅に遅
れたものの、2008年６月26日に六者会合議長国であ
る中国に提出された。その後、非核化を検証するた
め、六者会合の枠組みの中に検証メカニズムを設置
することで合意されたが、その具体的枠組みに関し
て合意に至らず、2008年12月の六者会合首席代表者
会合を最後に、六者会合は膠着状態に陥っている。

日本は、引き続き北朝鮮に対し、2005年９月の六
者会合共同声明に明記された、「すべての核兵器及
び既存の核計画の放棄」に向けた措置を着実に実施
するよう求めつつ、北朝鮮の非核化に向けて引き続
き関係国と緊密に連携していく考えである。

３．核兵器不拡散条約（NPT）・国際原子力
機関（IAEA）等

北朝鮮は、1993年３月12日、NPT脱退を国連安
保理に通知したが、通知後３か月目に当たる同年６

月12日（NPT第10条１では、脱退の通知期間を３
か月前と定めている。）の直前の６月11日、「NPT
脱退発効の中断」を表明する米朝共同声明が発表さ
れ、北朝鮮は NPTにとどまることとなった。その後、
1994年10月に米朝間で合意された「合意された枠組
み」に基づき、北朝鮮は NPTの締約国の地位にと
どまることを改めて受け入れ、同条約に基づく保障
措置協定の履行を認めた。しかし北朝鮮は、2002年
10月にウラン濃縮計画の存在を認めたことを契機と
した核問題の高まりの中で、2003年１月10日、国連
安保理議長宛てに書簡を発出し、「1993年の脱退発
効の中断の解除」、すなわち NPT脱退の意図を表明
した。2010年４月には、北朝鮮外務省が備忘録を発
表し、北朝鮮として、他の核保有国と平等な立場に
立っているとの考えを強調した。2010年５月に開催
された NPT運用検討会議は、北朝鮮に対し、すべ
ての核兵器及び既存の核計画の放棄を含む約束を果
たし、早期に NPTに復帰し、IAEA保障措置協定
を遵守するよう求めるとの内容を含む最終文書を採
択した。IAEAも、総会において北朝鮮の核問題の
解決を促す内容の決議を採択してきており、2010年
９月の総会でも、北朝鮮に対し、NPTを完全に履
行し、包括的保障措置の完全かつ効果的な実施に向
けて IAEAと適切に協力するよう要請し、北朝鮮が
NPT上の核兵器国の地位を有し得ないことを再確
認する内容を含む決議を採択した。

IAEAは、六者会合との関連では、2007年２月８
日から13日にかけて開催された第５回六者会合第３
次会合で採択された「共同声明実施のための初期段
階の措置」において寧辺の核施設の活動停止及び封
印のために必要な監視・検証のための IAEA要員の
復帰が求められ、同年７月14日、IAEA代表団が北
朝鮮入りし、同17日には５つの施設（寧辺の４施設
すなわち①核燃料棒製造施設、②５MWe黒鉛炉、
③再処理工場及び④50MWe黒鉛炉（建設中）、並び
に泰川の⑤200MWe黒鉛炉（建設中））の活動停止
を確認し、同年８月17日、封印及び監視に必要なす
べての措置がとられた旨報告がなされた。日本は同
年９月、こうした IAEAの北朝鮮における監視・検
証のための活動に対して、50万ドルの貢献を行った。

日本は、各種の国際会議、首脳会談等の外交上の
機会をとらえて北朝鮮問題を提起し、諸外国からの

第６章

○「無能力化」：北朝鮮はすべての既存の核施設を無
能力化することに合意。2007 年末までに、寧辺
にある 5MWe 黒鉛炉、再処理工場、核燃料棒製
造施設の無能力化の完了。

○「申告」：2007 年末までに、北朝鮮はすべての
核計画の完全かつ正確な申告を行うことに合意。

○「不拡散」：北朝鮮は、核物質、技術及びノウハウ
を移転しないことを再確認。
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理解と協力を得ている。例えば、G8については、
2012年５月の G8キャンプデービッド・サミット首
脳宣言において、地域の安定を脅かす北朝鮮による
挑発行為及びウラン濃縮計画を含む北朝鮮の核計画
を引き続き懸念することが表明された。また、国連
安保理決議に直接違反する同年４月の発射を非難
し、北朝鮮に対し、自らの国際的な義務に従い、全
ての核・弾道ミサイル計画を完全な、検証可能なか
つ不可逆的な方法で放棄するよう要請した。

４．ミサイル問題
北朝鮮のミサイル計画は、その開発・実験に加え、

従来からの拡散活動を通じ、核問題ともあいまって、
アジア太平洋地域だけではなく、国際社会全体に不
安定性をもたらす要因となっている。

1999年に北朝鮮側がミサイル発射モラトリアムを
発表した後、米朝間でミサイル協議が行われ、2000
年10月のオルブライト米国国務長官訪朝の際にも、
金正日国防委員長他と、ミサイル問題全般について
議論が行われた。日朝間では、2002年９月の日朝平
壌宣言において、北朝鮮は、ミサイル発射モラトリ
アムを2003年以降も更に延長していく意向を表明
し、ミサイル問題を含む安全保障上の問題の解決を
図ることの必要性を確認した。2003年８月、北京で
開催された六者会合において、日本は、日朝平壌宣
言に基づき、北朝鮮の弾道ミサイル問題を含む諸懸
案を解決すべき旨を主張した。同会合の議長総括に
おいては、「六者会合の参加者は平和的解決のプロ
セスの中で、状況を悪化させる行動をとらないこと
に同意した」との言及がなされた。しかし、2005年
３月、北朝鮮は、外務省の発表した「備忘録」の中
で、「我が国はミサイル発射の保留においても、現
在如何なる拘束力も受けていない」と主張した。
2006年７月５日、日本を含む国際社会の事前の警告
にもかかわらず、北朝鮮はテポドン２を含む７発の
弾道ミサイルの発射を強行した。北朝鮮は2009年４
月５日、同年７月４日、2012年４月13日及び同年12
月12日にもそれぞれミサイルを発射した。

北朝鮮による度重なる弾道ミサイル発射は、日本
の安全保障や国際社会の平和と安定、さらには大量
破壊兵器の不拡散という観点から重大な問題である
とともに、日朝平壌宣言にあるミサイル発射モラト

リアムにも違反し、六者会合の共同声明とも相容れ
ないものである。2006年７月の発射に対し、日本は、
北朝鮮に対する制裁措置を実施し、国連安保理も、
日本の提案した決議案を基に、安保理決議第1695号
を全会一致で採択し、北朝鮮による弾道ミサイルの
発射を非難するとともに、北朝鮮が弾道ミサイル計
画に関連するすべての活動を停止し、ミサイル発射
モラトリアムに係る既存の約束を再度確認すること
を要求した。

その後、国連安保理は、決議第1718号においても、
北朝鮮が弾道ミサイル計画を完全で検証可能かつ不
可逆的な方法で放棄すべき旨決定し、決議第1874号
においても、北朝鮮が弾道ミサイル計画に関連する
すべての活動を停止し、ミサイル発射モラトリアム
に係る既存の約束を再度確認すべきことを決定し、
北朝鮮に対する厳しい制裁措置を導入・強化した。
2009年４月、同年７月、2012年４月及び同年12月の
ミサイル発射は、こうした累次の安保理決議に違反
するものであった。2012年４月の発射に際しては、
国連安保理は、これを国連安保理決議の深刻な違反
であるとして強く非難する議長声明を発出するとと
もに、同年５月２日、国連安保理によって設置され
た北朝鮮制裁委員会は、制裁対象団体・品目リスト
の追加・改訂を行った。また、同年12月の発射に対
して、国連安保理は、2013年１月22日（NY時間）、
これを安保理決議違反として非難し、制裁を強化す
る決議第2087号を採択した。

日本は、ミサイル技術管理レジーム（MTCR）
や弾道ミサイルの拡散に立ち向かうためのハーグ行
動規範（HCOC）を通じ、ミサイル及び関連技術の
不拡散を目指す政策協調を図っている。こうした取
組に加え、北朝鮮とミサイル分野で協力関係にある
と見られる国に対し、協力を一切断つように働きか
け、さらにはグローバルな規範を強化していくこと
も重要である。

５．北朝鮮の調達・拡散活動
北朝鮮は、大量破壊兵器及びその運搬手段（ミサ

イル等）の開発のための調達活動や、自らの軍需品・
軍事技術の拡散活動を行っていると見られている。
国連安保理によって設置された北朝鮮制裁委員会専
門家パネルは、2010年11月に発表された最終報告書

第６章
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において、こうした北朝鮮の活動について、次のよ
うな点を指摘している。

さらに、2012年６月に発表された同専門家パネル
の最終報告書は、北朝鮮による制裁回避のパターン
として、品目・輸送先・荷受人の偽装の高度化、複
数の仲介業者の介在、中継地としての中国やマレー
シア等の第三国の活用等を記載し、北朝鮮は引き続
き禁止されている取引に積極的に従事しており、対
北朝鮮措置の実効性の向上のために加盟国の更なる
取組が必要と結論付けている。

６．北朝鮮に対する制裁措置
北朝鮮による2006年７月５日の弾道ミサイル発射

を受け、日本は、万景峰92号の入港禁止等の一連の
措置を発表した。また、国連安保理も、日本の提案
した決議案を基に、安保理決議第1695号を全会一致
で採択した。日本は、同決議の着実な実施の一環と
して、既存の厳格な輸出管理措置に加え、同年９月、
北朝鮮のミサイル・大量破壊兵器開発計画に関連す
る15団体・１個人を指定し、資金移転防止措置を実
施した。

さらに、北朝鮮は同年10月９日、核実験実施を発
表した。北朝鮮による核実験は、日本のみならず東
アジア及び国際社会の平和と安全に対する重大な脅

威であり、NPT体制に対する重大な挑戦であると
ともに、日朝平壌宣言、六者会合共同声明、安保理
決議第1695号等に違反する行為であり、断じて容認
できないものである。日本はこのような立場から、
すべての北朝鮮籍船の入港禁止や北朝鮮からのすべ
ての品目の輸入禁止を含む一連の厳格な措置の実施
を決定した。国連安保理は、安保理決議第1718号を
全会一致で採択した。日本は、厳格な輸出管理等、
安保理決議第1718号の求める措置の多くを従来実施
してきていたが、この決議の採択を受け、同年11月
より、北朝鮮への奢侈品の輸出禁止措置を新たに実
施した。

2009年５月25日、北朝鮮は２度目の核実験実施を
発表した。これを受けて国連安保理は、北朝鮮に対
する制裁措置を強化する決議第1874号を全会一致で
採択した。日本は、「国際連合安全保障理事会決議
第千八百七十四号等を踏まえ我が国が実施する貨物
検査等に関する特別措置法」の制定等、同決議の内
容を着実に実施してきている。

2013年2月12日、北朝鮮は３度目の核実験実施を
発表した。これを受けて日本は、直ちに、在日の北
朝鮮当局の職員が行う当局職員としての活動を実質
的に補佐する立場にある者による北朝鮮を渡航先と
した再入国は原則として認めない措置を発表した。

なお、日本は、拡散活動に対する輸出管理の面に
おいて、2002年４月に導入した、大量破壊兵器及び
その運搬手段の開発に用いられる懸念がある物資の
輸出を規制するための「キャッチオール規制」の運
用強化に取り組んでおり、北朝鮮向けの不正輸出を
防止、摘発した事例もある。

第６章

○在外公館と密接につながる貿易事務所を通じた幅
広いネットワークを維持しつつ、外国の犯罪組織
とも関係を築き、物資の輸送を行っている。

○イラン、シリア、ミャンマー等における核・弾道
ミサイル関連活動に関与している可能性がある。

○軍需品の輸出は、北朝鮮の主要な外貨獲得手段。
アジア、アフリカ、南北アメリカへの輸出が多い。

○ 2009 年に国連安保理が制裁対象に指定した企
業の活動を別の企業に素早く移す動きがあった。

○かつては貨物の輸送に北朝鮮籍船舶を使っていた
が、外国所有・外国籍船舶による輸送に切り替え
始めていると見られる。

○海上輸送の際に貨物の真の発送者・受取人や中身
をごまかすような様々な工夫をしている。

○高価なあるいは機微な武器の輸送のために航空機
が利用されている。

○武器の部品を輸送し、相手国内で組み立てる手法
をとることもある。

○様々な手段を用いて送金の実態を隠している。
　日本は、安保理決議に定められたものを含め、下
記６．のような厳しい制裁措置を実施しながら、北
朝鮮による調達・拡散活動の防止に努めている。

（参考）日本の企業による、北朝鮮の大量破壊兵器及
びミサイル開発に関連した機器等の不正輸出の一例
　2002 年 11 月、株式会社明伸が、核兵器開発（ウ
ラン濃縮）への転用が懸念される直流電源安定化装
置３個の北朝鮮向けの輸出を試みたところ、キャッ
チオール規制に基づき、経済産業大臣の許可を申請
すべき旨通知を受けた。しかし、同社は許可の申請
を行わず、2003 年４月、タイを経由し北朝鮮に対
し迂回輸出を試みたところ、日本の要請を受けた香
港税関に差し押さえられた。裁判の結果、2004 年
３月に輸出者に対し懲役１年（執行猶予３年）、罰金
200 万円の刑が確定し、また、経済産業省は、輸
出者に対し、３か月間輸出を禁止する行政制裁を科
した。
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７．生物・化学兵器問題
北朝鮮は1987年３月に生物兵器禁止条約を批准し

たが、生物兵器使用を目的として研究・開発の能力
を高めているとの見方がある（2012年米国務省報告

書等）。北朝鮮は化学兵器禁止条約（CWC）に加入
しておらず、化学兵器を保有しているとの見方もあ
る（2011年 CIA議会報告書等）。

第２節　イラン及びその他中東諸国

イラン
１．核問題の概要

2002年の反体制派の告発を契機として、イランが
長期間にわたり、拡散上機微な核活動を繰り返し、
IAEA保障措置協定に違反してきたことが明らかと
なった。これに対して、国際社会は強い懸念を表明
し、イランに対して、ウラン濃縮関連・再処理活動
の停止等を求める IAEA理事会決議を2005年９月ま
でに８本採択し、その履行を求めてきた。英国・フ
ランス・ドイツ（EU3）は、イランと交渉し、2004
年11月にウラン濃縮関連活動の停止等についての合
意（パリ合意）に至ったが、その後の EU3とイラ
ンの交渉は不調に終わり、イランが核活動を再開し
たことで合意は継続しなかった。イランは、核兵器
開発の意図はなく、すべての核活動は平和的目的で
あると主張し、ウラン濃縮関連活動等を継続・拡大
した。

2005年９月、IAEA理事会は、イランによる保障
措置協定の違反を認定し、翌2006年２月の IAEA特
別理事会において、イランの核問題を国連安保理に
報告する決議が採択され、これ以降、イランの核問
題は国連安保理でも協議されることとなった。同年
７月末、国連安保理は、決議第1696号を採択し、イ
ランにウラン濃縮関連活動の停止の要求等を行っ
た。2006年12月には、国連憲章第７章第41条の下で
の制裁措置を含む安保理決議第1737号が採択され、
翌2007年３月には制裁内容を強化する決議第1747号
が採択され、国際社会の圧力はさらに高まった。し
かし、その後もイランは安保理決議が求めているウ
ラン濃縮関連活動等の停止を行なわず、2008年には
安保理決議第1803号及び第1835号が採択された。更
に、イランが新たなウラン濃縮施設を建設している
ことが2009年に明らかとなり、また2010年には約
20％のウラン濃縮を開始したこと等を背景に、国際
社会の圧力が一層高まり、2010年６月に安保理決議

第1929号が採択された。2010年12月及び2011年１月
には、EU3及び米国、中国、ロシアの６か国（EU3
＋3）がイランと協議を行ったが、進展は見られな
かった。

2011年11月、IAEAがイランの核計画に関する軍
事的側面の可能性につき詳細に説明した事務局長報
告を発出し、IAEA理事会が決議を採択したことを
踏まえ、欧米諸国はイランに対する制裁を強化した。

2012年１月から IAEAとイランとの協議が複数回
に亘って実施され、2012年４月には EU3＋3とイラ
ンとの協議が再開されたものの、2012年末時点にお
いて、具体的な成果には至っていない。

しかしながら、イランはウラン濃縮関連活動等の
継続・拡大の姿勢を崩しておらず、国際社会の強い
懸念は依然として払拭されていない。

２．IAEA等における核問題の動きと EU3による外
交努力（2002年〜2006年３月）

2002年、イランの反体制派組織は、イランがナタ
ンズとアラクに大規模原子力施設を秘密裡に建設し
ていることを暴露した。IAEA事務局による検証活
動の結果、イランが長期間にわたり、国内各地で、
ウラン濃縮やプルトニウム分離を含む様々な核活動
を IAEAに申告することなく繰り返していたことが
明らかとなり、2003年９月の IAEA理事会は、ウラ
ン濃縮関連活動の停止などをイランに求める日本・
オーストラリア・カナダ提案の決議を採択した。
IAEA理事会は、上記決議以降、2006年２月までの
間に、９本の決議を採択し、拡散上機微な核活動の
停止や過去の核活動の解明に向けた IAEAへの協力
を始めとするイランへの要求を続けた。

イランは、核兵器開発の意図はなく、すべての核
活動は平和的目的であると主張し、2003年末には
IAEA追加議定書に署名するなど、前向きな対応も
みせたが、追加議定書の暫定実施を行ったものの批
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准はしなかった（注）。

イランの核問題発覚以降、EU3各政府は、IAEA
の枠内での外交的解決を目指してイラン政府と交渉
し、2004年11月、イランによる濃縮関連活動の停止
を含む合意（パリ合意）が成立し、イランは濃縮関
連活動を停止した。2005年８月、EU3は、パリ合意
に基づくイランとの交渉の結果として、対イラン協
力に関する包括的な提案を提示したが、強硬保守派
のアフマディネジャード・イラン大統領の新政権は
これを拒否。イランは、パリ合意に基づき停止して
いたウラン濃縮関連活動のうち、ウラン転換活動の
一部を再開し、同月の IAEA特別理事会決議による
ウラン濃縮関連活動の完全な再停止の要求にも従わ
なかった。

このため、2005年９月、IAEA理事会は、IAEA
憲章の規定に基づいて国連安保理に報告しなければ
ならない「違反（non-compliance）」を認定する一方、
国連安保理への報告の時期及び内容については、
IAEA理事会が検討するとした上で、イランに対し
て IAEAへの更なる協力とウラン濃縮関連・再処理
活動の再停止を求める理事会決議を賛成多数（全理
事国35か国中、賛成22（日本を含む）、反対１、棄
権12）で採択した。

2006年１月、イランは IAEA査察官の立ち会いの
下、ナタンズにおけるウラン濃縮関連の研究開発活
動を再開した。これを受け、EU3及び EU、米国、
中国、ロシアは本件を国連安保理に報告する方向で
原則一致した。２月、IAEA特別理事会において国
連安保理への報告等を内容とする決議が賛成多数

（全理事国35か国中、賛成27（日本を含む）、反対３、
棄権５）で採択された。この直後、イランは、追加
議定書の暫定実施を取りやめること等を IAEAに通
報したのに続き、２月中旬、ナタンズのウラン濃縮
施設で小規模のウラン濃縮活動を再開したことを発
表し、IAEA査察官もこれを確認した。

その後、ウラン濃縮をイラン国内ではなく、ロシ
ア国内に設立する合弁企業で行うとのロシア提案を
めぐって、ロシアとイランの協議が行われ、関係国

からイランに対する働きかけも行われたが、イラン
は自国内での研究開発目的のウラン濃縮活動の継続
に固執したため、事態に進展は見られなかった。
2006年３月の IAEA理事会では、理事会決議の採択
は行われず、２月27日発出の IAEA事務局長報告が
国連安保理に伝達された。これに伴い、イランの核
問題は国連安保理においても議論がされることに
なった。

３．国連安保理における動きと外交努力の継続
（2006年３月〜2006年12月）

2006年３月末、国連安保理は、イランの核問題に
関する議長声明を発出し、イランに対して、IAEA
理事会の要求事項を履行するよう求めると共に、す
べての濃縮関連活動及び再処理活動の完全かつ継続
的な停止を再度行うことの重要性を強調した。しか
し、４月、イランは3.5％の濃縮ウランの製造に成
功したことを発表するなど、その後も濃縮関連活動
を継続・拡大した。

2006年５月末、米国は、イランがウラン濃縮関連
活動及び再処理活動を完全かつ検証可能な形で停止
し次第、EU3とともに交渉のテーブルにつく用意が
ある旨の提案を行い、６月初旬、ソラナ EU共通外
交・安全保障政策担当上級代表、EU3、ロシアの代
表がテヘランを訪問し、EU3及び米国、中国、ロシ
アの６か国（EU3＋3）が合意したものとして、イ
ランが国際社会の懸念を十分に払拭した場合に行い
得る協力を含む包括的な提案をイランに提示した。
しかし、イラン側からは真摯な対応がなされず、同
提案をめぐる正式交渉には至らなかった。EU3＋3
は、ウラン濃縮関連活動の停止等を義務化する国連
安保理決議の採択を目指すこと、及び、イランが同
決議に従うことを拒否する場合には、国連憲章第７
章第41条下での制裁措置を含む安保理決議の採択に
向けて作業を行うことに合意した。2006年７月、ロ
シアのサンクトペテルブルクで開催された G8首脳
会議において、これを支持する「不拡散に関する声
明」が発出された。

2006年７月31日、イランの核問題に関する最初の
安保理決議となる決議第1696号が採択（賛成14（日
本を含む）、反対１）された。同決議は、イランに
対しすべてのウラン濃縮関連・再処理活動の停止要

（注）イランは、1970 年に核兵器不拡散条約（NPT）
に加入し、1974 年には IAEA との間で包括的保障
措置協定を締結した。

第６章
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求等を含んでおり、８月末までに同決議を遵守しな
い場合には国連憲章第７章第41条下の適当な措置を
採択するとした。イランは、期限前に EU3＋3の包
括的な提案に対して回答したが、安保理決議第1696
号の要求に応える内容ではなかった。イランのこの
ような対応は、IAEA事務局長報告においても確認
された。

2006年９月に入り、ラリジャニ・イラン国家安全
保障最高評議会（SNSC）書記とソラナ EU上級代
表が数次にわたって会談するなど、イランとの交渉
再開に向けた関係国の外交努力が行われたが、ウラ
ン濃縮関連活動等の停止をめぐる立場の相違を埋め
るには至らず、交渉再開には結びつかなかった。こ
れを受け、10月初旬、EU3＋3外相会合が開催され、
交渉による解決策を引き続き模索しつつも、国連憲
章第７章第41条下の措置を含む国連安保理決議の採
択に向けた議論を開始することに合意した。

４．国連安保理による制裁決議の採択とイランの対
応（2006年12月〜2008年12月）

2006年12月23日、国連安保理は、国連憲章第７章
第41条の下で、イランに対してすべてのウラン濃縮
関連活動、再処理活動及び重水関連計画の停止等を
義務付けるとともに、すべての国に対イラン制裁措
置を義務付け、かつ要請する決議第1737号を全会一
致で採択した（制裁内容は、第６部第２章第３節参
照）。これに対しイランは、決議第1737号を直ちに
拒否し、ウラン濃縮関連活動等を継続・拡大したこ
とから、EU3＋3を中心に、更なる制裁措置を含む
次の安保理決議について協議が開始された。

2007年３月24日、国連安保理は、制裁内容を追加
した決議第1747号を全会一致で採択した。イランは、
決議第1747号にも反発する姿勢を示し、４月９日、
アフマディネジャード大統領は、ナタンズでの「原
子力の日」の祭典において、「イランが核燃料製造
の分野で、産業規模の製造技術を有する国の仲間入
りを果たした」と述べ、濃縮活動を拡大・継続する
意向を改めて明確にした。

安保理決議による制裁措置と並行して、EU3＋3
の外相は、決議第1747号採択直後に、濃縮関連活動
と制裁の「二重の停止」提案の実現を追求する声明
を発出して、交渉による問題解決に向けた努力を継

続した。2007年４月以降も、ソラナ EU上級代表と
ラリジャニ SNSC書記が数回にわたり会談を行った
が、EU3＋3とイランとの正式交渉に向けた具体的
な進展はみられなかった。また、６月にドイツのハ
イリゲンダムで開催された G8首脳会議では、G8の
結束とイランに安保理決議の履行を強く迫る内容を
盛り込んだ「不拡散に関するハイリゲンダム声明」
が採択され、国際社会の圧力はさらに強まった。

2007年６月下旬、エルバラダイ IAEA事務局長と
ラリジャニ SNSC書記がウィーンにおいて２回会談
し、プルトニウム分離実験、濃縮ウランによる汚染
の起源に関する問題や P1及び P2型遠心分離機の技
術獲得の問題を含む「未解決の問題」の解決に向け
た「行動計画（plan of action）」（後に「作業計画（work 
plan）」と呼ばれる。）を２か月以内に作成すること
で合意した。

2007年７月から８月下旬にかけての協議の結果、
イランと IAEAとの間で「作業計画」がまとまり、
IAEAが未解決としている過去のイランの核活動
や、ナタンズの燃料濃縮プラントへの保障措置の適
用などのいくつかの問題の解決に向けた手順や目標
期限が盛り込まれた。また、その直後に発出された
IAEA事務局長報告は、「未解決の問題」のうちプ
ルトニウム分離実験問題は解決したと結論付け、イ
ランが IAEA査察官の新規指名や重水炉へのアクセ
スにつき IAEAの要求の一部に応じる一方で、ウラ
ン濃縮関連活動を継続・拡大していることを確認し
た。

2007年９月末、EU3＋3の外相が会談し、「対話」
と「圧力」のアプローチ（dual track approach）を
取ることを再確認しつつ、11月のソラナ EU上級代
表及びエルバラダイ IAEA事務局長の報告がそれぞ
れの取組につき肯定的な成果を示さない限り、国連
安保理で投票に付すことを念頭に、国連憲章第７章
第41条下での制裁措置を含む３本目の国連安保理決
議案を作成することに合意した。

2007年10月から11月にかけて、ソラナ EU上級代
表とイラン側の協議が行われたが、イラン側からは
前向きな対応は示されず、また、11月に発出された
IAEA事務局長報告は、「未解決の問題」の解決に
向けた一定の進展に言及しつつも、イランが安保理
決議の要求事項を遵守していないと明記した。この
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ような動きを受け、次の安保理決議採択に向けた協
議が継続された。また、12月、米国は、イラン政府
の指示で軍部が核兵器開発を行い、2003年秋以降開
発を停止したが、イランが少なくとも核兵器を開発
する選択肢を維持し続けているとの評価を記した国
家情報評価書を公表した。2007年８月に IAEAとの
間で「作業計画」が策定されてから、イランの核活
動の軍事的側面の可能性に関する「疑わしい研究」
の解明に向け、イランと IAEAとの間で協議が2008
年を通じて断続的に行われた。

2008年３月３日、国連安保理は、イランが国連安
保理決議及び IAEA理事会決議を遵守していないこ
とを受け、制裁措置を更に追加する決議第1803号を
採択した（賛成14、棄権１）。その後、2008年５月、
イランは、EU3＋3に対し、政治・安全保障、経済
協力及び原子力協力を柱とする提案を提示。同年６
月には、EU3＋3も2006年に提示した包括的提案の
改訂版及び今後の交渉の筋道に関する案をイランに
提示した。翌７月には、ソラナ EU上級代表とジャ
リリ SNSC書記会談が会談を行ったが、イランは、
双方の提案の共通項から交渉を開始することができ
るとし、EU3＋3の提案に対する明確な回答は行わ
なかった。米国等は、イランが回答しないことをもっ
て国連安保理で対イラン制裁の強化を議論すべしと
主張し、その後、同年９月にイランに累次の安保理
決議の義務の完全な遵守を要請する安保理決議第
1835号が全会一致で採択された。

５．国連安保理による新たな制裁決議の採択と国際
社会による「圧力」の高まり（2009年１月〜
2012年12月）

2009年１月にイランとの直接対話を通じた問題の
解決を標榜するオバマ新政権が発足した米国は、４
月、イランの核問題に関するイランと EU3＋3との
協議に完全な参加国として出席する旨表明した。し
かし、こうした米国の姿勢の変化に対し、イランは
具体的な行動で判断するとの立場を崩さなかった。
また、イランは、2008年５月に提示した提案の改訂
版を同年９月に EU3＋3に提示したが、その提案で
はイランの核問題については解決済みであり EU3
＋3との協議では議論しないとの立場をとった。

2009年９月には、イラン中部のフォルド（コム近

郊）に新たなウラン濃縮施設を建設中であることが
明らかとなり、国際社会の批判が高まった（オバマ
米国大統領、サルコジ・フランス大統領、ブラウン
英国首相が緊急記者会見でフォルドの存在を指摘
し、批判）。こうした中、10月、イランと EU3＋3
は１年以上行われていなかった協議を実施し、次回
会合の開催、フォルドの新たな濃縮施設への IAEA
査察官の受入れ、約１年以内に燃料切れとなるとさ
れているテヘラン研究用原子炉（TRR）の燃料を
製造するために、ナタンズにおけるウラン濃縮施設
で製造してきた低濃縮ウランをその原料として国外
に輸送することについて原則として合意したとされ
た。しかし、新たな濃縮施設への査察は実施された
ものの、イラン製低濃縮ウランの国外移送について
は、その方法に係る具体的な合意が形成されないま
ま、現在に至っている。

2010年２月、イランが上記 TRRへの燃料が必要
であることを理由に、約20％のウラン濃縮を開始し
た結果、再びイランに政策変更を迫る圧力を高める
べきとの気運が高まり、６月９日、国連安保理は、
武器禁輸の拡大、核兵器運搬可能な弾道ミサイル関
連活動の禁止、資産凍結・渡航制限対象の拡大、金
融・商業分野、銀行に対する規制の強化、貨物検査、
イラン制裁委員会の強化（専門家パネルの設置）等
の包括的な制裁措置等を含む安保理決議第1929号を
採択した（賛成12（日本を含む）、反対２、棄権１）。

2010年12月及び2011年１月、EU3＋3とイランと
の協議が、それぞれジュネーブ及びイスタンブール
において行われたものの、具体的な成果には至らな
かった。2011年11月、イランの核計画に関する軍事
的側面の可能性について詳細に説明した IAEA事務
局長報告が発出され、これを受けて、イランの核計
画に関する未解決の問題について、深くかつ増大す
る懸念を表明する IAEA理事会決議が採択された。
これを踏まえ、各国がイランに対する更なる措置を
実施し、12月、米国において、イラン中央銀行等と
相当の取引を行う外国金融機関への制裁規定を含む

「国防授権法」が成立した。これに対し、イラン側
はホルムズ海峡の封鎖に言及するなど、反発を強め
た。

2012年１月及び２月、IAEA代表団が核計画に関
する未解決の問題の解決に向けイランを訪問した

第６章
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が、成果に至らなかった。また、５月14日から15日
にかけ、ウィーンにおいて IAEAとイランとの協議
が実施され、同月21日には天野 IAEA事務局長がイ
ランを訪問し、６月８日及び８月24日にウィーンに
おいて、12月13日にテヘラン（イラン）において、
IAEAとイランとの更なる協議が行われた。しかし、
イランの核計画の軍事的側面の可能性を解明するた
めの新たな検証枠組み（いわゆる「体系的アプロー
チ（structured approach）」）についての合意は得
られず、実質的な進展は得られなかった。こうした
ことから、９月13日、IAEA理事会は新たな決議を
採択し、関連理事会決議及び安保理決議に反してイ
ランが濃縮及び重水関連活動を継続していることに
深刻な懸念を表明し、IAEAが求める関連施設への
アクセスをイランが提供することが不可欠であるこ
とを強調した。

2012年４月、１年３ヶ月振りの EU3＋3とイラン
との協議がイスタンブールで実施され、５月にはバ
グダッドで、６月にはモスクワで協議が実施された。
８月２日にはアシュトン EU上級代表がジャリリ国
家安全保障最高評議会書記と電話会談を行い、９月
28日にも非公式会談を行うなどしたが、現在までの
ところ、具体的な成果には至っていない。

６．核問題に関する日本の立場
イランの核問題について、日本は、国際的な核不

拡散体制の堅持、北朝鮮の核問題への対応との関係、
国際社会のエネルギー供給に大きな影響を有する中
東地域の安定の観点からも、断固たる対応が必要と
考えている。日本を含む国際社会からの呼びかけに
もかかわらず、イランが依然としてウラン濃縮活動
を継続・拡大していることを深刻に懸念しており、
イランに対し、累次の安保理決議及び IAEA理事会
決議の要求を遵守するとともに、IAEAと完全に協
力することを強く求めてきた。日本としては、イラ
ンが、同国の核計画に対する国際社会の懸念を解消
するために速やかに実質的な対応をとることが極め
て重要であると考えている。

また、日本としては、イランが世界の声に耳を傾
けるように国際社会が一致して働きかけていくこと
が重要と考えており、今後とも、本件の平和的・外
交的解決のために積極的役割を果たしていく考えで

ある。これまで問題解決のために外相レベル等での
外交努力を行ってきており、引き続き、あらゆる機
会をとらえイランに対して強く働きかけていく。

制裁措置の実効性を確保するためには、一部の国
だけでなくすべての国連加盟国が制裁を実施すると
いう普遍性が重要であり、日本が国連安保理非常任
理事国を務めた2009年及び2010年の２年間、国連安
保理のイラン制裁委員会の議長国として貢献を行っ
た。

７．ミサイル問題
イランは、近年も、「シャハーブ３」等のミサイ

ル発射実験を行うなど、ミサイル関連活動を継続し
てきているが、イランによるこのような活動は、イ
ランの核問題とも相まって、地域の安定及び国際社
会の安全に対し重大な影響を及ぼしかねないものと
して懸念される。そのような中、日本は、ミサイル
発射を含むイランのミサイル関連活動に対しては、
これまでも、あらゆる機会をとらえて、累次にわた
り遺憾の意を表明してきた。

2010年６月に採択された安保理決議第1929号にお
いては、イランが核兵器を運搬可能な弾道ミサイル
関連活動（弾道ミサイル技術を使用した発射を含
む。）を実施してはならないことが決定された。日
本としては、イランに対し安保理決議を誠実に履行
するよう強く求めていく。

イスラエル
イスラエルは中東において NPTに加入していな

い唯一の国である。イスラエルは既に核兵器を保有
しているとの指摘もあるが、イスラエル政府は、核
兵器の保有を肯定も否定もしないとの立場をとって
いる。アラブ諸国は、イスラエルに対し NPT加入、
核兵器保有の断念等を求めた中東における核拡散の
危険に関する国連総会決議案を提出し、また、
IAEA総会に対しては例年アラブ・グループがイス
ラエルに対し NPTへの加入を求めるとともに、全
ての核施設を IAEA包括的保障措置の下に置くこと
等を呼びかける内容の決議案を提出するなど（但し、
近 年 で は 第55回（2011年 ） 〜 第56回（2012年 ）
IAEA総会には、同決議案は提出されなかった。）、
一貫してイスラエルの姿勢を批判している。これに
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対しイスラエルは、同国の存在自体を否定している
国々も周囲にあること等を理由に挙げ、核政策に関
する曖昧政策の下、NPTに加入することはできな
いとの立場を堅持している。

他方、中東諸国の中には、イスラエルが批准して
いない包括的核実験禁止条約（CTBT）、生物兵器
禁止条約（BWC）、化学兵器禁止条約（CWC）等
につき、同国が NPTに加入するまでは締結しない
との立場をとる国もある。

日本は、あらゆる機会をとらえ、イスラエルに対
し、NPTへの加入も含め、大量破壊兵器等の軍縮・
不拡散体制への参加を強く求め、また、中東におけ
る大量破壊兵器の問題を解決するためにイニシア
ティブを発揮するよう繰り返し要請している。

また、日本は、中東地域のシリア、エジプト、イ
ラン等の各国に対しても、大量破壊兵器の関連条約
への加入等を求めるなど、積極的な働きかけを行っ
てきている。

同様に、日本は、中東非大量破壊兵器地帯の創設
を支持してきており、1974年以降国連総会で毎年採
択されている中東地域における非核兵器地帯の創設
に関する決議や、1995年の NPT運用検討・延長会
議で採択された中東に関する決議を支持している。
この点に関し、2010年 NPT運用検討会議で採択さ
れた行動計画において、国連事務総長及び中東決議
共同提案国（米国、英国、ロシア）の召集による、
すべての中東諸国が参加する中東非大量破壊兵器地
帯設置に関する国際会議の2012年開催が合意され
た。なお、同会議開催に向けてファシリテーター

（フィンランド）を中心に調整が進められてきたが、
「アラブの春」等の影響により中東情勢が不安定化
し、すべての中東諸国が参加する会議の開催が困難
になったとの判断から、2012年11月、国連事務総長、
米国、ロシア、英国、フィンランドより開催延期が
発表された。（第５章第４節参照。）

【参考１　国連総会決議「中東における核拡散の危険」】

１．経緯
　第 34 回総会（1979 年）において、イスラエ
ルが対南アフリカ核協力を含む核武装政策を推進
しているとして、各国にイスラエルとの核協力中
止を要請する旨の決議が採択され、以後同旨の決
議が毎年採択されている。本件は従来「イスラエ
ルの核武装」と題する決議で扱われてきたが、第
49 回総会（1994 年）から決議名が「中東にお
ける核拡散の危険」に変更されている。また、第
51回総会（1996年）から第54回総会（1999年）
までの決議では、「NPT 未加入である中東地域唯一
の国」という形でイスラエルを黙示的に示してい
たが、第 55 回総会（2000 年）以降、同国の国
名を再び明示する形となっている。

２．決議（2012 年）の概要
　本件決議は、2000 年 NPT 運用検討会議にお
ける中東に関する結論を歓迎し、イスラエルが遅
滞なく NPT に加入し、核兵器を開発、製造、実
験又は取得しないこと及び核兵器の保有を断念す
ること、並びに当該地域のすべての国の間での重
要な信頼醸成措置及び平和と安全を促進する措置
として、保障措置下にない原子力施設をすべて
IAEA のフルスコープ保障措置（包括的保障措置
協定）下におくよう要請するもの。

３．決議（2012 年）の採択
　本件決議案は、アラブ諸国からなる共同提案国
を代表してエジプトによって提出され、次の票決
結果にて総会において採択された。
賛成 174（含：日本）−反対６（含：イスラエル）
−棄権６

【参考２　国連総会決議「中東地域における非核兵器
地帯の創設」】

１．経緯
　第 29 回国連総会（1974 年）以降、エジプト
が毎年本件決議案を提出。本件決議案に関しては、
イスラエルが核兵器を放棄すべきであるとする中
東諸国と、中東和平プロセスの推進が先であると
するイスラエルとの間で主張が大きく異なってい
るものの、第 35 回国連総会（1980 年）以降直
近の第 67 回国連総会 (2012 年 ) に至るまでは
イスラエルも反対せず、コンセンサスによる採択
が続いている。
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シリア
報道によれば、2007年９月６日、イスラエル空軍

機がシリア東部砂漠地域にある施設を空爆した。
2008年４月、米国は、2007年９月６日までシリアが
自国の東部砂漠地域にプルトニウムを生産可能な秘
密の原子炉を建設していたこと、北朝鮮が秘密裡の
核活動を支援したこと、建設されていた原子炉が平
和的目的を意図したものではなかったと信じる相当
の理由を米国が有していること、シリアが国際的義
務を無視して IAEAに対して原子炉建設を報告しな
かったことなどを発表した。これを受け、エルバラ
ダイ IAEA事務局長は、2007年９月にイスラエルに

２．決議（2012 年）の概要
　本件決議は、すべての直接的関係国に対し、中
東非核兵器地帯設置提案の実施のための必要な措
置をとることを検討するよう要請し、同目的の促
進のため、関係国に対し、NPT を遵守するよう
求め、すべての加盟国に対し、全面的で完全な軍
縮の目標及び中東非大量破壊兵器地帯設置に貢献
する適切な手段を検討するよう奨励するもの。

３．決議（2012 年）の採択
　本件決議案はエジプトによって提出され、無投
票（コンセンサス）にて採択された。

【参考３　1995 年 NPT 運用検討・延長会議「中東
に関する決議」】

１．経緯
　NPT の無期限延長を決定した 1995 年 NPT
運用検討・延長会議では、「中東に関する決議」も
同時に採択された。これは、イスラエルの核兵器
保有の可能性に懸念を抱くアラブ諸国の要求に基
づき、NPT 無期限延長のためのパッケージの一つ
として、米国、英国、ロシアにより提案されたも
のである。2000 年 NPT 運用検討会議では、中
東に関する決議が NPT 無期限延長の基礎である
ことが確認された。

２．決議の概要
　本件決議は、NPT 遵守の普遍化の早期実現の
重要性を再確認し、中東地域の NPT 未締約国に
対し、NPT に加入し、その原子力施設を IAEA の
フルスコープ保障措置（包括的保障措置）下に置
くよう要請し、中東地域のすべての国に対し、効
果的に検証可能な中東非大量破壊兵器地帯の設置
に向けた前進を目的とする適当なフォーラムにお
いて、実際的な措置を取るよう要請し、また、す
べての NPT 締約国、特に核兵器国に対し、中東
非大量破壊兵器地帯の早期設置のために協力と最
大限の努力を求めるもの。

３．決議の採択後の動き
　2010 年 NPT 運用検討会議で採択された行動
計画では、中東に関する決議を実施するための実
際的措置として、国連事務総長及び中東決議共同
提案国（米国、英国、ロシア）の召集による、す
べての中東諸国が参加する中東非大量破壊兵器地
帯設置に関する国際会議の 2012 年開催が合意さ
れた。なお、同会議開催に向けて調整役（ファシ

リテーター）（フィンランド）を中心に調整が進め
られてきたが、「アラブの春」等の影響により中東
情勢が不安定化し、すべての中東諸国が参加する
会議の開催が困難になったとの判断から、2012
年 11 月、国連事務総長、米国、ロシア、英国、フィ
ンランドより開催延期が発表された。

【参考４　IAEA 総会「イスラエルの核能力」に関す
る決議案】

１．経緯
　IAEA 総会では、一部期間を除いて 1986 年
以降、イスラエルを含む中東のすべての域内国に
NPT 加入等を求める「中東における IAEA 保障
措置の適用」決議がある一方で、アラブ諸国から
の要請に基づき、イスラエルを対象として NPT
に加入し同国が有する全ての原子力施設を IAEA
包括的保障措置の下に置くよう呼びかける内容の

「イスラエルの核能力」決議案が提出されている。

２．決議案の概要
　本件決議案は、イスラエルの核能力について懸
念を表明し、イスラエルに対し NPT に加入する
こと及びそのすべての核施設を IAEA 包括的保障
措置下に置くことを要請し、その目標の達成に向
けて関係国と協働することを事務局長に要請し、
本件に引き続き関与していくことを決定し、事務
局長に対し、この決議の実施について理事会及び
次回総会に「イスラエルの核能力」の議題の下で
報告することを要請するもの。直近では、2010
年にアラブ諸国より本決議案が提出され否決され
ている。
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よって破壊されたシリアの施設は原子炉であったと
の情報が米国より提供され、その信憑性について調
査を行う旨発表した。

その後、2008年６月22日から24日までの日程で
IAEAの査察官がシリアを訪問し、破壊された施設
でのサンプル採取を行った。採取したサンプルの分
析の結果、化学処理の結果として加工された相当数
の天然ウラン粒子が発見された。

シリアは、破壊された施設は何ら核活動に関係し
ていなかったと主張しているものの、当該施設に関
する未解決の問題について2008年６月から IAEAに
協力しておらず、IAEAは、これら問題の解決に向
けた進展を得られていない状況が続いた。

2011年５月24日、シリアの保障措置適用問題に関
する IAEA事務局長報告が発出され、同報告におい
て IAEAは、2007年に破壊された施設は建設中の原

子炉であった可能性が非常に高いと評価した。これ
を受け、６月９日、IAEA理事会は、シリアの保障
措置協定違反を認定し、IAEA全加盟国、国連安保
理及び国連総会にシリアの保障措置協定違反を報告
することを決定する旨の決議を採択した。しかしな
がら、これ以降もシリアは、2007年に破壊された施
設を含む未解決の問題について IAEAに対して十分
な協力を行っていない。

日本は、2007年に破壊された施設は原子炉であっ
た可能性が高いと IAEAが結論付けたことを引き続
き懸念しており、北朝鮮との核関連協力に係る疑念
を含め国際社会の懸念を払拭するためにも、シリア
が IAEAに対して完全に協力すると共に、追加議定
書を締結し、これを実施することが極めて重要である
と考えている。また、日本は、問題解決のために、機
会をとらえシリアに対し直接働きかけを行っている。

第３節　南西アジア

１．インド、パキスタンの核実験（1998年）
インドは、従来、NPTは不平等な内容の条約で

あって受け入れられないとの立場にあり、国際社会
からの呼びかけにもかかわらず、NPT加入を拒ん
できている。また、パキスタンも、インドが NPT
に加入しない限り、自国の安全保障上の観点から
NPTに加入しないとの立場をとってきている。こ
のような中、1998年５月、インド及びパキスタン両
国は相次いで核実験を実施した。

日本は直ちに強く抗議するとともに、両国に対し、
新規の円借款の停止等を内容とする経済措置を実施
した。その後、G8等の様々な機会を捉え NPT加入、
CTBT署名・批准を中心とする核軍縮・不拡散上の
具体的な進展を粘り強く働きかけてきた。

このような日本をはじめとする国際社会からの働
きかけを受け、インド及びパキスタンは1998年６月
以降核実験を実施せず、核実験モラトリアム（一時
停止）を継続する旨表明するとともに、核不拡散上
の輸出管理の厳格化を表明した。このように、日本
の措置が相応の成果をあげたと考えられたこと、ま
た、テロとの闘いにおいてパキスタンの安定と協力
が極めて重要であること、南西アジア地域の安定化
のために大きな役割を果たし得るインドに対し、積

極的な関与を深めていく必要性等の要素を総合的に
考慮し、2001年10月、官房長官談話を発出し、日本
は両国に対する経済措置を停止した。同時に、日本
は、今後とも両国に対し NPT加入、CTBT署名・
批准を含む核軍縮・不拡散上の具体的な進展を引き
続き粘り強く求めていくとともに、核不拡散分野に
おいて両国の状況が悪化するような場合には、経済
措置の復活を含めて然るべき対応を検討することを
同談話において明確にした。

２．日本の取組
今や NPT未締約国は、国連加盟国の中でインド、

イスラエル、パキスタン、及び南スーダンの４か国
のみとなっている。日本を始めとする NPT締約国
は、NPT普遍化の観点から、NPT未締約国に対し、
非核兵器国として NPTに加入するよう繰り返し呼
びかけている。

また、インド及びパキスタンは CTBTに署名し
ていないことから、日本はこれら両国に対し、
CTBT早期署名・批准を求めるとともに、CTBT批
准までの間は、核実験モラトリアムを継続するよう
求めている。

パキスタンについては、2004年に同国のカーン博
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士が核関連技術を流出させたことが明らかになった
が、これは国際社会の平和と安定、核不拡散体制を
損なうものである。流出先の一つは北朝鮮とされて
おり、このことは日本の安全保障にとっても重大な
懸念である。日本政府はパキスタン政府に対し、遺
憾の意を伝えるとともに、本件に関するすべての情
報を日本に提供し、再発防止策等を講ずるよう強く
求めてきた。このような働きかけもあり、2004年、
パキスタンにおいて、核関連資機材・技術等に関す
る輸出管理法が発効した。2005年には、同法を効果
的に運用するため、日本とパキスタンの輸出管理専
門家が意見交換を行うとともに、日本側から、日本
の輸出管理制度につき技術的ブリーフィングを行っ
た。また、2004年以降毎年東京において開催してい
るアジア輸出管理セミナーにパキスタンの輸出管理
専門家を継続的に招待するなど、同国の核不拡散の
ための体制強化に協力している。なお、インドにつ
いても2006年からアジア輸出管理セミナーに招待し
ている。

また、日本は、インド及びパキスタンの核兵器等
の開発計画に資する物資や関連技術の輸出を防止す
るよう奨励する安保理決議等にかんがみ、両国の原
子力関係の技術者に対する査証発給の可否の厳格な
審査、両国に対する核関連資機材・技術の輸出管理
を通じ、日本の原子力関連資機材や技術が両国の核
兵器開発に転用されないよう防止する措置をとって
いる

さらに、日本は、インド・パキスタン間の対話を
通じた信頼醸成の進展を評価しつつも、両国がミサ
イル実験を繰り返していることについては懸念を表
明するとともに、両国に対し、ミサイルの開発・実
験・配備を最大限自制するよう求めている。

このほか、日本は、インド、パキスタン両国に対
し、様々な機会をとらえて軍縮・不拡散上の働きか
けを行ってきている。2009年12月及び2010年10月の
首脳会談後に発出した共同声明においては、核廃絶
に向けた両国のコミットメントを確認するととも
に、インドは核実験モラトリアムの継続を約束した。
2011年12月にインドを訪問した野田佳彦総理大臣と
シン首相との間で発出した共同声明においては、更
に二国間の軍縮・不拡散協議並びに軍縮会議を含む
対話を通じた核軍縮・不拡散における協力の強化が

決定され、2012年５月には、第４回日印軍縮・不拡
散協議が実施された。パキスタンとの間では、2011
年１月に二国間軍縮・不拡散協議を実施し、特に同
国による核軍縮の取組を一層進めるよう強く働きか
けたほか、同年２月にザルダリ大統領が日本を訪問
した際に発出した両首脳間の共同声明において、軍
縮・不拡散のグローバルな目標を共有する旨表明
し、緊密な協議を通じて協力を深化させていくこと
で一致した。日本は、このように、両国に対し、軍
縮・不拡散上の具体的な進展を強く求めてきてお
り、こうした働きかけに対する両国の対応を引き続
き注視していく。

３．インドに対する民生用原子力協力
2005年７月、米国・インド両国首脳は、インドが

軍縮・不拡散に関する様々な措置をとる代わりに、
米国がインドに対する民生用の原子力協力に向けた
努力を行う旨合意した。さらに、2006年３月、両国
首脳は、インドが2006年から2014年までの間に14基
の原子炉を段階的に IAEA保障措置の下に置く等の
措置を取る一方、米国はインドへの完全な民生用の
原子力協力を行うために、関連する米国内法の改正
及び原子力供給国グループ（NSG）ガイドラインの
調整を追求していくとする合意に達した（いわゆる

「民生用原子力協力に関する米印合意」）。
NSGガイドライン上、IAEA との間で包括的保障

措置協定を締結していない国に対する原子力関連品
目の移転は禁止されているが、上記米印合意を受け、
2008年９月の NSG 臨時総会において、インドにつ
いてはこれを例外化する決定がなされ、インドに対
する民生用原子力協力に関する声明が採択された。
これは国際不拡散体制の外側にいるインドに更なる
不拡散への取組を促す契機となるものと考えられ、
日本も、この例外化決定は、最大の民主主義国家で
あり新興市場経済国でもあるインドの戦略的重要
性、同国の原子力の平和的利用が、地球温暖化対策
に貢献するという意義、インドによる核実験モラト
リアムの継続を始めとするインドの核不拡散の一連
の「約束と行動」が前提となっていること等を踏ま
え、大局的観点からコンセンサスに参加した。その
際、日本は、仮にインドによる核実験モラトリアム
が維持されない場合には、NSGとしては例外化措置
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を失効ないし停止すべきであること、また、NSG参
加各国は各国が行っている原子力協力を停止すべき
であること、さらにインドに対し、非核兵器国とし
ての NPTへの早期加入、CTBTの早期署名・批准
等を求めるとの日本の立場に変わりはないことを表
明した。

NSGによるインド例外化決定以降、米国のほかフ
ランス、ロシア、カナダ、韓国等の原子力先進国が
インドとの間で原子力協定を締結、又は交渉を開始
し、インドとの協力を積極的に進めている。日本は、
インドが今後も「約束と行動」を着実に実施してい
くことを前提に、日本がインドとの原子力の平和的
利用分野での協力を行うことは、気候変動・地球温
暖化対策、戦略的重要性を増してきているインドと
の二国間関係の強化、及び原子力の平和的利用分野
での日本の貢献といった観点から有意義と考え、以
上の諸点を総合的に勘案した結果、2010年６月に日・
インド原子力協定交渉を開始することを決定した。
日本は、協定交渉を進めるに際しては、原子力安全
や核軍縮・不拡散に十分配慮していく。

【参考　2008 年９月の NSG によるインドに対す
る民生用原子力協力に関する声明の概要】

（１）2008 年９月６日、NSG 臨時総会において、
NSG 参加各国政府は以下を決定した。

○グローバルな不拡散体制、NPT の規定及び目的
の広範な履行に貢献することを希求する。

○核兵器の更なる拡散を防止することを追求する。
○不拡散に肯定的な影響を与えるためのメカニズム

を追求する。
○原子力に関する保障措置及び輸出管理の原則を促

進することを追求する。
○インドのエネルギー需要に留意する。

（２）NSG 参加各国政府は、インドが自発的にとっ
てきた以下の約束及び行動に係る措置に留意し
た。

○軍民分離計画に従い民生用原子力施設を段階的に
分離し、民生用原子力施設を IAEA に申告する。

○民生用原子力施設に関するインド・IAEA 保障措
置協定の締結。

○民生用原子力施設に関するインド・IAEA 追加議
定書の署名・遵守。

○濃縮・再処理技術の拡散防止及び国際的努力への
支持。

○効果的な国内の輸出管理制度の制定。
○インド国内法の NSG ガイドライン及び規制リス

トへの調和化及び NSG ガイドラインの遵守。
○核実験の一方的なモラトリアムの継続及び FMCT

の締結に向け他国と協働する用意。

（３）上記の約束及び行動に基づき、NSG 参加各国
政府は、インドに対する民生用原子力協力に関し、
以下の方針を採択及び実施する。

○ NSG 参加各国政府は、平和的目的及び IAEA の
保障措置が適用される民生用原子力施設における
使用のために、インドに対し NSG ガイドライン・
パート１及びパート２において規制されている品
目及び関連技術を移転することができる。

○ NSG 参加各国政府は、インドへの規制品目の移
転につき相互に通報する。また、インド政府との
二国間合意を含め、情報交換を行う。

○インドとの対話及び協力を強化するため、NSG
議長とインドとの間の協議を行い、その結果を
NSG 総会に常時通知する。

○本声明のすべての側面の実施に関係する事項につ
いて検討することを目的として、NSG 参加国政
府は協議し、NSG ガイドラインの規定に従って
会合及び行動する。
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保障措置（safeguards）とは、原子力の利用にあ
たりウランやプルトニウムのような核物質等が兵器
目的に資するような方法で利用されないことを確保
するための措置をいう。国際原子力機関（IAEA）
憲章第３条 A5には、このような保障措置の実施が
IAEAの任務である旨明記されており、IAEAは、
これに基づいて各国との間で保障措置協定を締結
し、当該国の原子力活動を検認する役割を担う。
IAEA保障措置は、核兵器不拡散条約（NPT）を中
心とする核不拡散体制の実効性を検証するために不
可欠の制度である。

IAEAは、当初、二国間の原子力協定等に基づい
て核物質等を受領する国との間で保障措置協定を締
結し、当該二国間で移転される核物質及び原子力資
機材のみを対象に保障措置を実施してきた。その後、
1970年に発効した NPT第３条１が、同条約の締約
国である非核兵器国に対して、国内のすべての核物
質を対象とする IAEA保障措置を受諾することを義
務付けた。このため、IAEAは NPT締約国が締結
すべき保障措置協定（包括的保障措置協定）のモデ
ルを作成し、以後このモデルに従って各国と保障措

置協定を締結し、当該国内における保障措置を実施
してきた。

しかし、1990年代初頭、包括的保障措置協定を結
んでいるにもかかわらずイラクや北朝鮮が秘密裏に
核開発を行っていたことで、従来の保障措置の限界
が認識され、保障措置の強化が急務となった。1997
年、IAEA理事会は従来の保障措置協定に追加して
各国が締結すべき追加議定書のモデルを作成し、以
後、同議定書の締結国に対してはより厳格な保障措
置を実施してきている（第３節１．参照）。また、
保障措置の強化とともに、限られた保障措置資源を
効率的に利用すべきとの観点から、2002年以降、従
来の保障措置協定及び追加議定書の実施によって原
子力活動の透明性が確認された国については、合理
化された保障措置（統合保障措置）が適用されてい
る（第３節２．参照）。

日本は、国際的な核不拡散体制の強化のため、追
加議定書の普遍化等に向けた外交努力を行うととも
に、世界有数の原子力大国として、自らの原子力活
動の透明性を維持するべく、IAEA保障措置の実施
に最大限の協力を行ってきている。

第７章

国際原子力機関（IAEA）保障措置

第１節　概要

1．包括的保障措置協定
NPT第３条１は、締約国である非核兵器国に対

し、「原子力が平和的利用から核兵器その他の核爆
発装置に転用されることを防止する」ため、「国際
原子力機関憲章及び国際原子力機関の保障措置制度
に従い国際原子力機関との間で交渉しかつ締結する
協定に定められる保障措置を受諾すること」を義務

付けている。さらに、保障措置は、「当該非核兵器
国の領域内若しくはその管轄下で又は場所のいかん
を問わずその管理下で行われるすべての平和的な原
子力活動に係るすべての原料物質及び特殊核分裂性
物質につき適用される」と定めている。

NPTに加入する多くの非核兵器国が IAEAと締
結しているのは、上記に基づく「包括的保障措置協

第２節　保障措置協定の内容
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定（Comprehensive Safeguards Agreement）」
（IAEAの文書番号から「153型保障措置協定」又は
「フルスコープ保障措置協定」と呼ばれる）であり、
日本については、1977年12月２日に発効している。

包括的保障措置協定における保障措置の目的は、
「有意量の核物質が平和的な原子力活動から核兵器
その他の核爆発装置の製造のため又は不明な目的の
ために転用されることを適時に探知すること及び早
期探知の危惧を与えることによりこのような転用を
防止すること」にある。「有意量（significant quantity）」
は、IAEA 保 障 措 置 用 語 集（IAEA Safeguards 
Glossary 2001 Edition）によれば、１個の核爆発装
置が製造される可能性が排除し得ない核物質のおお
よその量であり、例えばプルトニウムやウラン233
では８kg、ウラン235（濃縮度20％超）では25kgに
相当するとされている。

この保障措置の実施は、包括的保障措置協定の各
締約国に対して同協定の対象となるすべての核物質
の在庫量や一定期間の搬入・搬出量の管理（計量管
理）のための制度の維持や計量管理記録を含む当該
核物質及びその関連施設の IAEAへの申告等を義務
付け、IAEAはこれらが申告どおりか否かについて、
現地における査察を通じて検認することが基本とな
る。査察においては、IAEAは、施設の観察、核物

質に関する独自の測定や試料の採取のほか、「封じ
込め」と「監視」を行うことができる。「封じ込め」
とは、核物質貯蔵容器等に封印を行って核物質を物
理的に封じ込め、仮に容器が勝手に開けられた場合
には IAEAがその行為を把握することができるよう
にする手法を、また「監視」とは、核物質の不正な
移動が行われないようにビデオカメラ、放射線の測
定装置、モニター等を用いて監視する手法をいう。

２．その他の保障措置協定
NPTに基づく包括的保障措置協定が実施される

以前に制定された IAEA文書に基づく保障措置協定
は、「66型保障措置協定」又は「個別の保障措置協定」
と呼ばれ、協定に基づき取り決められた範囲の核物
質や原子力資機材等のみを保障措置の対象としてい
る。このような協定は現在、NPT未加入のインド、
パキスタン及びイスラエルに適用されている。また、
NPT上の５核兵器国（米国、英国、フランス、中
国及びロシア）は IAEA保障措置を受け入れる義務
はないが、核不拡散の重要性等を考慮し、軍事的目
的以外の核物質に対する保障措置を自発的に受け入
れている。これら核兵器国と IAEAが締結している
保障措置協定は、「自発的（ボランタリー・オファー）
保障措置協定」と呼ばれる。

１．保障措置の強化と追加議定書
1990年代初頭、イラクや北朝鮮の核開発疑惑に関

し、従来の包括的保障措置では IAEAが未申告の原
子力活動を検知し、未申告の核物質の軍事転用を未
然に防止することができないという問題が顕在化し
た。包括的保障措置協定は、締結国が国内のすべて
の核物質を申告することを前提とした保障措置であ
るため、秘密裏に行われている活動を探知すること
は極めて困難であった。そのため、IAEAは、未申
告の核物質・原子力活動の探知能力を向上させるこ
とを目的とする保障措置の強化策を検討することに
なった。

1993年、IAEAは保障措置の強化・効率化の方策
を検討する「93＋２計画」を開始し、その結果、包
括的保障措置協定の枠組みの中で実施可能な措置、

及び新たな枠組みを設けて講じるべき措置に関する
提言がなされた。前者については順次実施に移され、
また、後者については、1997年５月、IAEA理事会
において、包括的保障措置協定に追加するモデル議
定書が採択された。既存の包括的保障措置協定に追
加される議定書としての位置付けから、「追加議定
書（Additional Protocol）」と呼ばれている。

追加議定書は、IAEAに提供される情報及び検認
対象並びに IAEA査察官によるアクセス可能な場所
を拡大することにより、従来型の包括的保障措置協
定の下で行われる検認に加えて、未申告の原子力活
動がないことを確認するためのより強化された権限
を IAEAに与えるものである。具体的には、IAEA
に提供される情報について、核物質の使用を伴わな
い核燃料サイクル関連研究開発活動に関する情報、

第３節　保障措置の強化・効率化
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濃縮・再処理等特定の原子力関連資機材の製造・組
立情報、特定の設備・資材の輸出入情報等が新たに
申告対象となり、さらに、未申告の核物質や原子力
活動がないことを確認するために、これら申告対象
等に対する短時間の通告（２時間又は24時間前）で
の立入り（補完的アクセス）やその際の環境サンプ
リング（試料の採取）も可能となった。

近年の核不拡散体制に対する挑戦にかんがみ、核
不拡散体制の維持に不可欠な IAEA保障措置の重要
性が広く認識されるようになってきた。より多くの
国が包括的保障措置協定や追加議定書を締結するこ
とは、核不拡散体制の強化、ひいては世界の平和と
安全の維持のために重要な意義を有する。包括的保
障措置協定の締結国は、NPT上その締結が義務付
けられている190か国の中171か国（2012年12月末時
点）、また、追加議定書の締結国は118か国（署名国
は139か国）（2012年12月末月時点）という状況にあ
る。包括的保障措置協定に加えて追加議定書を普遍
的なものとするための更なる努力が求められている

（第４節１．参照）。

２．保障措置の効率化
一方、保障措置の強化に伴い、保障措置業務の増

大やそのための財源確保の課題も認識されるように
なった。そのため、保障措置の合理化・効率化を目
的とする統合保障措置（integrate．safeguards）の
在り方について活発な議論が行われ、その結果、
2002年３月、IAEA理事会において統合保障措置の

適用方法に関する基本概念が採択された。
統合保障措置とは、従来型の保障措置と追加議定

書に基づく保障措置との有機的な結合を図る概念で
あり、IAEAが包括的保障措置協定及び追加議定書
の実施によって「未申告の原子力活動及び核物質の
不在」の結論を導いた国を対象として、包括的保障
措置に基づく通常査察を合理化するものである。統
合保障措置の適用は、適用国における保障措置の実
施に伴う IAEA及び受入国双方の事務負担や経費の
軽減に資するものとして重要である。統合保障措置
の適用を受けるためには、IAEAが、当該国につい
て保障措置下に置かれた核物質の転用を示す兆候
も、未申告の核物質及び原子力活動を示す兆候もな
いとの「拡大結論」を導出する必要がある。（日本
については2004年度より適用が開始されている（後
述）。2011年を通じて日本を含む49か国に適用。）統
合保障措置の適用に関し、日本については、2004年
６月の IAEA理事会において必要な結論が出され、
2004年９月15日より統合保障措置の適用が始まっ
た。大規模な原子力活動を行う国で統合保障措置が
適用されたのは日本が初めてであり、これにより日
本の原子力活動の透明性の高さが証明されると同時
に、保障措置受入にかかる負担が軽減することが期
待されている。

以上に加え、IAEAは保障措置の効果を損なうこ
となくその効率化を図るための技術（遠隔操作等）
の開発や将来の制度設計の在り方について検討を
行っている。

2009年12月に就任した天野之弥 IAEA事務局長
は、国際的な核不拡散体制の強化のための要となる
保障措置制度の強化・効率化に重点的に取り組んで
いる。

日本は、IAEAの指定理事国（注）として、また、
事務局長の出身国として以下のような取組を通じ、
IAEAの活動に対して適切なサポートを行っている。

１．追加議定書の普遍化に向けた取組
日本は、包括的保障措置協定及び追加議定書に基

づく IAEA保障措置を受け入れ、プルトニウム利用
を含む原子力活動の透明性の確保に努めている。特
に、日本は、世界有数の原子力産業国であり、保障
措置を受け入れている国としても大きな知見を有し
ている。このことから、日本は、IAEAにおけるモ
デル追加議定書の策定過程で積極的な役割を果たす
とともに、1999年12月に原子力発電を行っている国
として初めて追加議定書を締結し、翌2000年から追
加議定書に基づく補完的アクセスを数多く受け入れ

第４節　日本の取組

（注）毎年６月のIAEA理事会で指定される13か国で、
日本を始めとする G8 等の原子力先進国を指す。
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てきている。また、日本は、国際的な核不拡散体制
を強化するために、出来る限り多くの国が追加議定
書を締結することが最も現実的かつ効果的な方途で
あるとの認識の下、追加議定書の普遍化を積極的に
推進している。その取組の一環として、日本は、
2010年５月の NPT運用検討会議において、「IAEA
保障措置の強化」に関する作業文書を提出し、追加
議定書の普遍化の重要性を訴え、多くの諸国から支
持を得た。また、2012年９月の IAEA総会では、可
及的速やかな追加議定書の締結が奨励されるととも
に、日本の提案に基づき、IAEAが要請に応じてそ
の締結を一層支援する勧告が総会決議（GC（56）/
RES/13）に盛り込まれた。日本はこれまで IAEA
と協力し、追加議定書の締結に向けた各国の実施体
制等を支援するため、アジア・太平洋地域など特定
地域の関係国を対象とした IAEA主催地域セミナー

（2006年７月シドニー、2007年８月ベトナム、2009
年３月シンガポール）への人的・財政的支援を実施
すると共に、自国の経験や知見を活用して IAEA等
と連携しつつ保障措置関連の研修，ワークショップ
等を実施してきている。日本は、さらに、二国間協
議やアジア不拡散協議（ASTOP）等の多国間協議
の機会を捉えて、追加議定書の未締結国に対して締
結を促すと共に、G8としての共同の働きかけにも
率先して参画してきている。

２．IAEAの保障措置関連分析能力の強化へ
の貢献

IAEAが各国の保障措置に関する的確な結論を導
出できることが保障措置強化に不可欠であることか
ら、日本は、各国における査察を通じて得た核物質
等の分析能力の向上を支援するため、諸外国とも連
携しつつ、ウィーン郊外にある保障措置分析所の近
代化（例えば、分析関連機器の導入）のための貢献
を行っている。

３．保障措置の効率化のための協力
IAEAは、通常予算の約4割を占める保障措置予

算を中心として、実質ゼロ成長の中で拡大する業務
を効果的に遂行することに困難が生じてきている。
保障措置予算を中心とする IAEAの通常予算は年々
増加してきている中で、天野 IAEA事務局長は、
2012年９月の総会において、今後の IAEA通常予算
が賢明かつ効果的に配分されるよう取り組むとの方
針を打ち出している。このような状況の中で、日本
は限られた IAEAの資源を有効活用する重要性にか
んがみ、IAEA事務局に対して、保障措置活動の一
層の効率化と経費削減を求めてきているほか、
IAEAは効率的な保障措置の手法（統合保障措置）
の活用や技術（遠隔操作等）の開発に協力を行って
きている。
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原子力発電には、核燃料（低濃縮ウラン、使用済
燃料の再処理で得られるプルトニウム等）の安定的
な供給が不可欠である。発電用核燃料を入手するた
めに必要なウラン濃縮・再処理に関する技術、施設
等を自前で獲得するという選択肢は、核兵器不拡散
条約（NPT）に基づく「奪い得ない権利」として
締約国に開かれている一方、現実には、技術、コス
ト等の面から濃縮や再処理を自前で行う国は限られ
ている（濃縮施設及び再処理施設の双方を持つ国は
非核兵器国では日本のみ。）。

IAEAにおいて現在進められている議論の中心と
なっている核燃料供給保証とは、このような状況下

１．「エルバラダイ構想」以前
IAEA憲章は、IAEAの任務の一つとして、「いず

れかの加盟国の要請による他の加盟国のための役務
の実施又は物質、設備及び施設の供給を確保するた
め仲介者（intermediary）として行動」することを
定めており（第３条 A1）、IAEAは本来、核燃料供
給保証に関してかかる「仲介者」としての役割を担
うことが想定されている。

1957年の IAEA発足後、ウラン供給は憲章が想定
したような限られたものではなくなり、国際市場の
形成が進んだことから、「仲介者」としての IAEA
の役割が特段具体化されることはなかった。

その後1974年にインドが平和的利用の施設から回
収したプルトニウムを用いて核実験を実施したこと
を受けて、1977年に米国（カーター政権）が、濃縮・
再処理施設及びその入手可能性を含め各国の核燃料

において、平和的目的の発電用原子炉に核燃料供給
を必要とする国が、供給の途絶えた場合のバック
アップとして低濃縮ウランの備蓄を利用できるよ
う、多国間の仕組みを作っておこうという考え方で
ある。その利用を通じ、原子力の平和的利用の促進
と共に、新たに濃縮・再処理に関する技術、施設等
を獲得するインセンティブを低下させることで核不
拡散の促進を図ることもこの考え方の背景にある
が、最近では、途上国等の意見も踏まえ、2010年に
開催された NPT運用検討会議における位置付けが
示すように、IAEAでは、原子力の平和的利用促進
に比重を置いた議論がなされている。

サイクルを評価し直すことを IAEAに提案し、また
1980〜87年には、米国・EU主導で IAEA理事会の
下に供給保証委員会を設置し、核拡散防止の観点か
ら核燃料の長期安定供給のためのメカニズムを協議
するなどの動きが見られたが、多国間の具体的な取
組に結実することはなかった。

２．「エルバラダイ構想」とブッシュ提案
エルバラダイ IAEA事務局長は、2003年10月に、

「エコノミスト」誌に発表した「より安全な世界に
向けて」と題する論文中で、現行の不拡散体制の下
では、非核兵器国が、濃縮又は再処理技術を保有し、
兵器級の核物質を所持することは違法ではなく、完
全に開発された核燃料サイクル能力を持った国家
が、不拡散のコミットメントから離脱することを決
定すれば、数か月以内に核兵器を生産することがで

第８章

核燃料供給保証

第１節　概要

第２節　背景と最近の動き
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きるため、新たなアプローチが必要である旨述べ（い
わゆる「エルバラダイ構想」）、これを受けて2005年
２月、同事務局長に指名された国際専門家グループ
が報告書（「核燃料サイクルへのマルチラテラル・
アプローチ」）を取りまとめた。

その一方で、ブッシュ米国大統領は、2004年２月、
米国国防大学での演説において、顕在化したばかり
のパキスタンの AQカーン博士の核拡散に関する地
下ネットワークに言及しつつ、核不拡散体制の強化
のため、「原子力供給国グループ（NSG）の40か国（当
時。2010年10月末現在は46か国）は、既に機能して
いるフルスケールの濃縮及び再処理施設を有してい
ないいかなる国に対しても、濃縮及び再処理の機材
及び技術の売却を拒否すべきである」旨の提案を
行った。

これらを契機として、核不拡散と原子力の平和的
利用の両立を目指した様々な提案がなされ、国際的
取組に関する検討が IAEAを中心に活発化した。

３．IAEAにおける最近の動き
（１）IAEAの場で行われてきた様々な諸提案の

うち最も検討の進んだロシア提案に係る決議案が
2009年11月の IAEA理事会で承認され、実施のため
のロシアと IAEAの間の協定が2010年３月に署名さ
れた。

ロシア提案の基本的な仕組みは、発電炉のための

低濃縮ウランの供給途絶に直面している国であって
所定の要件（非核兵器国であること、国内のすべて
の平和的原子力活動が IAEA保障措置下に置かれて
いること等）を満たすと IAEAが認めるものに対し、
核燃料供給の途絶の事態に直面した国からの IAEA
に対する要請に基づいて、ロシア国内の施設に備蓄
する低濃縮ウランを IAEA経由で当該国に供給する
という仕組みである。
（２）さらに、2010年12月理事会においては、米

国提案の「IAEA低濃縮ウラン・バンク」の設置が
承認された。上記のロシア提案と同様に所定の要件

（注：包括的保障措置協定の締結国に限られるなど
の相違はある。）を満たす要請国に対して核燃料を
供給するものであるが、ロシア提案とは異なり、
IAEAが、核燃料の所有者となり、また、IAEAと
取決めを行う国に置かれる貯蔵施設の管理・運営主
体となることが予定されている。

これに加え、2011年３月理事会では、英国提案に
基づき、発電用の低濃縮ウランの輸出入国政府間で
その供給を保証するためのモデル協定が承認され
た。以上の IAEAにおける核燃料供給保証の仕組み
作りにおいては、自ら濃縮・再処理を行う「奪い得
ない権利」に不当な制限を課すものであるとする途
上国との間で意見の隔たりも見られたが、原子力発電
に必要な核燃料へのアクセスを不安定化させないた
めの取組としてその意義が認められたものである。

日本は、「核燃料サイクルへのマルチラテラル・
アプローチ」（MNA）に係る提案については、「そ
れが国際的な核不拡散体制の強化と原子力の平和利
用の推進に如何に資するかを見極めつつ、その議論
に積極的に参画していく」（原子力政策大綱（2005
年10月14日閣議決定））こととしている。2006年の
IAEA総会では、核燃料供給保証に関する国際的な
枠組み作りの議論の活性化に貢献すべく、関係国が
その核燃料供給能力を IAEAに登録することによ
り、供給面での不安の解消と市場の混乱の予防に貢
献することを目指して「IAEA核燃料供給登録シス
テム」を提案した。この提案は、一定の条件の下、

ウラン濃縮に限らず、ウラン原料、転換、燃料加工、
ウラン在庫、備蓄等の核燃料供給全般について各国
がそれぞれの実態に応じて、その供給能力を IAEA
に登録し、供給面での不安の解消と市場の攪乱の予
防に努める制度を IAEAにおいて創設するというも
のである。

日本は、核燃料供給保証の多国間の枠組みが機能
することによって発電のための核燃料供給が不測の
事態においても継続され得ること、そのために
IAEA加盟国間の核燃料供給保証に関する意見の隔
たりを乗り越え、実質的議論を進めることのできる
環境が醸成されることを重視している。

第３節　日本の取組
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コラム：天野之弥 IAEA 事務局長の活動

１．選出
2009 年７月２日〜３日にウィーンで開催された IAEA 特別理事会における投票の

結果、天野之弥ウィーン日本政府代表部大使が、次期事務局長に任命され、その任命

が９月 14 日に開催された第 53 回 IAEA 総会において正式に承認されました。

２．就任
（１）日本人・アジア初の IAEA 事務局長の誕生

　2009 年 12 月１日、天野大使は、日本人として、またアジアから初めて、第５代 IAEA 事務局長に就

任しました。IAEA は核不拡散と原子力の平和的利用の両立を目指す国際機関であり、特に「核兵器のな

い世界」の実現に向けて一層その役割の重要性を増している IAEA の事務局長を日本から出したことの意

義は、日本の軍縮不拡散外交の推進にとり極めて大きいものと思われます。

（２）就任後の取組

　天野事務局長は、就任直後より途上国におけるガン治療プログラムの普及に力を入れるなど、医療、環

境、食糧、水、電力へのアクセスなどの地球規模の様々な課題への対処のための原子力技術協力の強化を

打ち出し、原子力の平和的利用の促進のため先頭に立って取り組んでいます。2011 年３月 11 日に発生

した東日本大震災による東京電力福島第一原子力発電所事故の後には、事故の教訓等を踏まえた世界の原

子力安全の向上に向けた国際的取組をリードしてきました。さらに、2012 年 12 月に日本政府と IAEA

の共催の下で福島県郡山市で開催された「原子力安全に関する福島閣僚会議」において、①これまで開催

されてきた東京電力福島第一原子力発電所事故に関連する国際専門家会合の結論を概観する報告書を提示

すること、及び、②同事故に関する包括的な報告書を 2014 年に最終的にとりまとめるよう準備するこ

とについて、2012 年９月に開催された第 56 回 IAEA 総会において表明しました。同時に、北朝鮮やイ

ランの核問題の解決に向けた IAEA の取組、追加議定書の普遍化を含む保障措置の強化とその効率化など

を通じて核不拡散体制の一層の強化に取り組んでおり、更に 2010 年８月に広島及び長崎の各平和祈念

式典にIAEA事務局長として初めて参加し、核軍縮の実施面でもIAEAが貢献できることを強調しています。

その傍ら、同事務局長は IAEA の活動の効果・効率を一層高めるためのマネージメント改革にも積極的に

取り組むとしています。

（３）日本のサポート

　日本としては、天野事務局長がその責務を十分に果たせるよう、以上に述べた IAEA の重点的な取組を

適切にサポートし、協力を強化していく考えです（第２部第７章参照）。
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近年、国際的なエネルギー需要の増大や地球温暖
化問題への対処の必要性等から、原子力発電の拡充
や新規導入を計画する国が増加しており、2011年３
月11日に起こった東京電力福島第一原子力発電所の
事故後も、原子力発電は国際社会における重要なエ
ネルギー源となっている。

一方、原子力発電に利用される技術や機材、核物
質は、軍事転用が可能であり、また、一国の原子力
事故が周辺諸国にも大きな影響を与え得る。このた
め、原子力の平和的利用においては、3S（核不拡散
を担 保 するための代 表 的 措 置である保 障 措 置

（nonproliferation/safeguards）、原子力安全（nuclear 
safety）及び核セキュリティ（nuclear security）の頭
文字を取ったもの。）（注）の確保が極めて重要である。

日本は、2008年の G8北海道洞爺湖サミットの機
会などを通じ、3Sの重要性を国際社会の共通認識
とするための外交努力を続けてきたが、特に、2011
年の原発事故以降は、事故から得られた知見と教訓
を国際社会と共有し、これにより、国際的な原子力
安全の強化に貢献していくことが、日本が果たすべ
き責務ともいうべき重要な課題となっている。

こうした観点から、日本は積極的な対外発信に取
り組んだ。具体的には、ハイレベルでの説明として、
菅直人総理大臣から日中韓サミット（2011年５月22
日）や G8ドーヴィルサミット（同年５月26、27日）
等において、また、野田佳彦総理大臣から原子力安
全及び核セキュリティに関する国連ハイレベル会合

（同年９月22日）等の場で、日本の状況を直接説明
したほか、首脳会談や外相会談等においても説明を
行った。

同年６月には、原子力安全に関する IAEA閣僚会
議に対し、数百ページにわたる詳細な事故報告書を
提出し、広く国際社会に公表した。さらに、同年９
月の IAEA総会に際し、６月に報告した教訓への取
組状況や、事故に関する追加的情報及び事故収束に
向けた取組の現状等を含めた追加報告書を公表し
た。

さらに、G8や IAEA等での議論において、日本は、
国際的な原子力安全の強化に向け、IAEA安全基準
の強化及び活用の促進、IAEA安全評価ミッション
の拡充、原子力事故時の支援に関する IAEA登録制
度（注）の拡充、原子力安全当局間の連携強化の促
進、原子力安全関連条約の強化を提案した。こうし
た日本の提案は、同年９月22日に IAEA総会で承認
された原子力安全に関する IAEA行動計画にも反映

第９章

原子力の平和的利用

第１節　原子力の平和的利用

（注）
○保障措置：原子力の利用に当たり、核物質等が兵

器目的に資するような方法で利用されないことを
確保するための措置。IAEA 査察官による「査察」
等を通じて実施される（第２部第７章参照）。
　なお、核不拡散を担保するためのその他の措置
として、輸出管理（第７部第１章参照）等がある。

○原子力安全：原子力の適正な利用、事故の防止、
事故の影響緩和を達成し、これにより、放射線の
危険から人や環境を防護するための措置。具体的
には、原子力施設に対する安全規制、事故の際の
緊急時対策の確立、安全確保を最優先とする関係
者の意識向上等がある。

○核セキュリティ：核物質その他の放射性物質を利
用したテロが現実のものとならないようにするた
め、核物質の盗取や施設の妨害破壊等を防止し、
検知し、これらに対応する措置をいう。（第２部第
10 章参照）。
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された。
また、国際的な原子力安全の強化に貢献すべく、

日本は IAEAと共催の下、2012年12月15日から17日
まで福島県郡山市において、「原子力安全に関する
福島閣僚会議」を開催した。（コラム参照。）

二国間原子力協定は、特に原子力の平和的利用の
推進と核不拡散の観点から、核物質、原子炉などの
主要な原子力関連資機材及び技術を移転するに当た
り、移転先の国からこれらの平和的利用等に関する
法的な保証を取り付けるために締結するものであ
る。日本が最近締結した原子力協定には、原子力安
全に関する規定も盛り込まれており、原子力協定は、
原子力安全の強化等に関する協力の促進も可能とす
るものである。

2011年12月には、ヨルダン、ロシア、韓国及びベ
トナムとの原子力協定が日本の国会において承認さ
れ、翌年それぞれ発効した。2012年末までに、日本
は、米国（1988年）、英国（1998年）、カナダ（1980年）、

オーストラリア（1982年）、フランス（1990年）、中
国（1986年）、欧州原子力共同体（EURATOM）（2006
年）、カザフスタン（2011年）、ヨルダン（2012年）、
ロシア（2012年）、韓国（2012年）及びベトナム（2012
年）との間で原子力協定を締結している（注）。

第２節　日本の二国間原子力協定

（注）
１．（　）内の年はいずれも現在有効な協定の発効年。

カナダ及びフランスについては、改正議定書の発
効年。

２．ユーラトムには全ての EU 加盟国が参加してい
るので、ユーラトムと原子力協定が締結されてい
ることにより、全ての EU 加盟国と原子力協定を
締結しているのと同様の意味を持つ。

（注）
　　IAEA は、原子力事故又は放射線緊急事態に際

しての支援における国際協力に関する登録制度
として、緊急時対応援助ネットワーク（RANET 
: Response and Assistance Network：
RANET）を設置し、加盟国の援助実施可能な能
力（分野、専門性等）を登録する制度を有しており、
日本は RANET における支援対象分野の拡大、必
要な資機材リストの作成等を提案してきている。
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コラム：原子力安全に関する福島閣僚会議

　2012 年 12 月 15 日から 17 日まで、福島県郡山市「ビッグパレットふくしま」において、「原子力

安全に関する福島閣僚会議」が開催された。この会議では、東京電力福島第一原子力発電所事故から得ら

れた知見・教訓が国際社会と共有され、原子力安全の強化に関する国際社会の様々な取組の進捗状況が議

論された。IAEA の共催の下、日本が主催し、117 の国と 13 の国際機関が参加した（46 の国・国際機

関から、閣僚・国際機関の長を含むハイレベルが参加した。）。

　この会議を福島で開催したことにより、原子力安全の強化が重要であることが再確認された。また、原

子力安全に関する IAEA 行動計画（第９章第１節参照）の策定から１年を経たタイミングでハイレベルで

の議論が行われたことにより、国際的な原子力安全を更に強化していくことにつながると期待される。

会議初日の閣僚級本会合においては、共同議長である玄葉光一郎外務大臣及びファディラ・ユソフ・マレー

シア科学技術革新省副大臣から開会挨拶が行われ、さらに、玄葉外務大臣による我が国主催者演説、天野

之弥 IAEA 事務局長の挨拶、潘基文国連事務総長挨拶の代読に続き、各国から演説が行われた。本会合の

終了に際しては、本会合において IAEA 加盟国により示された見解の内容や趣旨を反映した「原子力安全

に関する福島閣僚会議共同議長声明」が発出された。この共同議長声明においては、東日本大震災の被害

を受けた日本国・日本国民に対する国際的な連帯が改めて表明され、また、会議参加者から、福島県を訪

問し、福島の現状を知る機会を得たことへの謝意が表明された。次に、東日本大震災からの復旧・復興に

向けた福島県民・福島県の多大な努力が賞賛されるとともに、原発の安定化、放射線量の大幅な低減など、

東京電力福島第一原子力事故の対応に関して日本が報告した進展が歓迎され、また、除染の進展が認識さ

れた。さらに、原子力安全の国際的な強化に関連し、IAEA の緊急時対応援助ネットワーク（第９章第１

節注参照）の強化に向けた努力等、緊急事態に係る準備及び対応の強化と協力の重要性が強調された。また、

科学的・客観的な情報に基づく対応のためのコミュニケーション強化の重要性が強調されるなど、原子力

安全に関する IAEA 行動計画に盛り込まれた主要な項目の進展が言及された。

　会議の２日目及び最終日には、①「東京電力福島原発事故からの教訓」、②「東京電力福島原発事故を

踏まえた原子力安全の強化（緊急事態に係る準備及び対応を含む。）」、③「放射線からの人及び環境の防護」

をそれぞれのテーマとする３つの専門家会合が開かれた。内外の専門家による基調講演、パネル・ディス

カッションが行われるとともに、各専門家会合において表明された考えや立場を踏まえた議長による概要

が発出された。

　また、この会議の際に、佐藤雄平福島県知事と天野 IAEA 事務局長との間で、「東京電力福島第一原子力

発電所事故を受けた福島県と IAEA との間の協力に関する覚書」への署名が行われた。これにより、今後、

IAEA との間で、①福島における放射線モニタリング及び除染、②人の健康、③緊急事態の準備・対応の

各分野における協力が進むことが期待される。
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2001年９月11日の米国同時多発テロ以降、国際社
会は新たな緊急性をもってテロ対策を見直し、その
取組を強化してきているが、テロ組織は、科学技術
の発展と国際化された現代社会の特性を最大限利用
し、テロ行為、資金・武器の調達、宣伝行為等の活
動を、国境を越えて一層高度化させつつある。原子
力技術は、発電、医療、農業、工業等の広範な分野
で平和的に利用されているが、核物質や放射線源が
テロリスト等の手に渡り悪用された場合、人の生命、
身体、財産に対し甚大な損害がもたらされることが
予想される。国際原子力機関（IAEA）は、テロリ
スト等による核物質や放射線源の悪用が想定される
脅威につき、①核兵器の盗取、②盗取された核物質
を用いて製造される核爆発装置、③放射性物質の発

散装置（いわゆる「汚い爆弾」）、④原子力施設や放
射性物質の輸送等に対する妨害破壊行為の４つの範
疇に分類している。

IAEAは、このような脅威が現実のものとなるこ
とのないようにするために講じられる様々な措置
を、一般的に核セキュリティという概念として捉え
ており、核物質その他の放射性物質、又はこれらに
関連した施設に関する盗取、妨害破壊行為、不法移
転その他の悪意のある行為の防止、検知及び対応策
の全体を核セキュリティに貢献する措置としてい
る。核セキュリティの国際的なレベルでの強化に向
けて、IAEA、国連を中心として様々な取組が行わ
れており、日本もこうした取組を積極的に支援して
いる。

第10章

核セキュリティ

第１節　概観
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１．IAEAによる取組
（１）核テロリズム防止対策支援のための活動計画

2001年９月11日の米国同時多発テロ直後に開催さ
れた IAEA総会において、核物質やその他の放射性
物質と結びついた形でのテロ行為の防止に向けた
IAEAの活動と事業を再検討し、可及的速やかに理
事会に報告するよう IAEA事務局長に対し要請する
内容の決議が採択された。これを受け、2002年３月
の IAEA理事会において、核テロ対策を支援するた
めに IAEAにおいて実施すべき事業として、核物質
及び原子力施設の防護等８つの活動分野（注）から
構成される第１次活動計画（2002年〜2005年）が承
認されるとともに、この計画の実施のために核物質
等テロ行為防止特別基金（Nuclear Security Fund）
が設立された。2009年９月には、これまでの活動を
見直した上で、ニーズ評価、情報の取りまとめ及び
共有、世界的な核セキュリティの枠組みの強化への
貢献、核セキュリティ・シリーズ文書の提供、脅威
削減とセキュリティの改善、の４つの要素を含む第
３次核セキュリティ計画（2010〜2013年）が承認さ
れた。

（２）放射線源の安全と管理
「汚い爆弾」への転用の懸念が新たな課題として

浮上してきた結果、核物質に比べてアクセスがより
容易な放射線源の管理は、核物質防護と並ぶ喫緊の
課題となったと言える。IAEAは、2000年初頭から
詳細な内容を盛り込んだ「放射線源の安全とセキュ
リティに関する行動規範」の策定に取り組んできた
が、放射線源が「汚い爆弾」に使用され得るとの国
際的な懸念が特に2001年９月の米国同時多発テロ以
降高まったことを踏まえ、セキュリティ関連部分を
強化した「放射線源の安全とセキュリティに関する

行動規範」の改訂が2003年９月の IAEA理事会で承
認された。行動規範は、放射線源の悪意をもった使
用を防止することを目的として、各国に対し、放射
線源の効果的な規制を実施する法制度の整備を要請
している。2004年９月の IAEA理事会では、「行動
規範」の輸出入管理関連部分をより具体化し、放射
線源の輸出入に際し通報と承諾の制度化を要求する

「放射線源の輸出入に関するガイダンス」が承認さ
れた。また、同理事会の直後に行われた IAEA総会
において、各国がこのガイダンスに従って必要な国
内措置をとる旨を IAEA事務局長に対し表明するよ
う働きかける決議が採択された。

（３）核物質防護のための国際基準
IAEAは、核物質防護のための国際基準を整備す

るため、1975年以来、核物質防護に関する勧告文書
（INFCIRC/225）を策定し、改訂してきており、
2011年２月に第５版（Rev.５）が発行された。同文
書は、2005年に採択された改正核物質防護条約と調
和した内容となっており、同条約が掲げた12の基本
原則（注）を踏まえて構成されている。

同文書では、同時多発テロ発生等を受けた原子力
施設等に対するテロの脅威をめぐる国際的な認識の
高まりを踏まえ、妨害破壊行為を中心とする脅威を
低減させるとともに、テロ発生に備えるため、①許
可事業者に防護の実施に対する一義的責任があるこ
と（E:許可事業者の責任）、②物理的防護について
リスク分析の結果を踏まえて整備すること（Ｇ：脅
威、Ｈ：等級別取組、Ｉ：深層防護）、③妨害破壊
行為等発生後の措置を拡充すること（Ｋ：危機管理
計画）、④物理的防護体制を確実に整備すること（Ｆ：
セキュリティ文化、Ｊ：品質保証、Ｌ：秘密保持）
が強調されている。

また、改訂第５版においては、「国による信頼性

第２節　国際社会の取組

（注）８つの活動分野
①核物質及び原子力施設の防護、②悪意をもった核
物質の使用の探知、③核物質の計量管理制度の整備、
④放射性同位元素の管理、⑤原子力施設の安全・保
安の脆弱性評価、⑥不法行為が発生した際の対応、
⑦関連条約・ガイドライン等の実施、⑧核セキュリ
ティの調整及び情報交換

（注）12 の基本原則
Ａ：国の責任、Ｂ：国際輸送中の責任、Ｃ：立法上
及び規制上の枠組み、Ｄ：所管当局、Ｅ：許可事業
者の責任、Ｆ：セキュリティ文化、Ｇ：脅威、Ｈ：
等級別取組、Ｉ：深層防護、Ｊ：品質保証、Ｋ：危
機管理計画、Ｌ：秘密保持
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確認方針の決定」、「立地選定及び設計段階からの核
セキュリティの考慮」、「核物質の計量及び管理情報
の活用」、「スタンドオフ攻撃（注：一定程度離れた
距離からの原子力施設への攻撃）の設計基礎脅威と
しての検討」、「輸送中の核物質への妨害破壊行為に
対する措置の検討」などの項目（措置）が追加され
ている。

（４）核物質の防護に関する条約
「核物質の防護に関する条約」（核物質防護条約）

は、核物質を不法な取得及び使用から守ることを主
たる目的としている。現行条約は、締約国に対し、
国際輸送中の核物質について警備員による監視等、
一定水準の防護措置の確保を義務付けるとともに、
そのような防護措置がとられる旨の保証が得られな
い限り核物質の輸出入を許可してはならない旨を規
定している。また、核物質の窃盗、強取など核物質
に関連する一定の行為を犯罪とし、その容疑者が刑
事手続を免れることのないよう、締約国に対して裁
判権を設定すること及び本条約上の犯罪を引渡犯罪
とすることを義務付けて、容疑者の引渡し又は自国
の当局への付託を義務付けている。現行条約は1987
年２月に発効し、2012年10月現在、締約者は147か
国及び１国際機関（欧州原子力共同体）となってい
る。日本は1988年10月に同条約に加入した。

核物質及び原子力施設の防護に関する国際的な取
組の更なる強化を目的として、2001年以降、核物質
防護条約の改正案の検討が行われた結果、2005年７
月、同条約の改正がコンセンサスにより採択された。
その際採択された改正により、条約に基づく防護の
義務の対象が、国内で平和的目的のために使用、貯
蔵及び輸送されている核物質並びに原子力施設に拡
大され、また、処罰すべき犯罪も、原子力施設に対
する妨害行為等にまで拡大されることとなった。な
お、改正核物質防護条約の発効には、現行条約の締
約国の３分の２（2012年10月現在では99か国）によ
る締結が必要であるが、2012年12月現在、改正核物
質防護条約の締約国は61か国であるため、未発効で
ある。

２．国連による取組
1996年に国連総会において「国際テロリズム廃絶

措置」決議が採択されたことを契機として、1997年
２月、「核によるテロリズムの行為の防止に関する
国際条約」（核テロ防止条約）の交渉が開始された。
交渉は一時停滞したものの2001年９月の米国同時多
発テロの発生を受けて再開され、2005年４月の国連
総会においてコンセンサスにより採択された。この
条約は、2007年７月、22か国が同条約を締結するこ
とにより発効し、2012年12月現在、115か国が署名し、
83か国が締結している。

この条約は、核によるテロ行為が重大な結果をも
たらすこと及び国際の平和と安全に対する脅威であ
ることを踏まえ、核によるテロ行為の防止並びに同
行為の容疑者の訴追及び処罰のための効果的かつ実
行可能な措置をとるための国際協力を強化すること
を目的としている。具体的には、人の死又は身体の
重大な傷害、財産の実質的な損害等を引き起こす意
図をもって放射性物質又は核爆発装置を所持、使用
等する行為、放射性物質の放出を引き起こすような
方法で原子力施設を使用し又は損壊する行為等を国
内法上の犯罪とすることとしている。

３．核テロリズムに対抗するためのグローバ
ル・イニシアティブ

2006年７月、先進８か国（G8）サミットの際に、
米国及びロシア両大統領は、国際安全保障上の最も
危険な挑戦の一つである核テロの脅威に国際的に対
抗していくことを目的として、「核テロリズムに対
抗するためのグローバル・イニシアティブ（GICNT: 
Global Initiative to Combat Nuclear Terrorism）」を
提唱した。その後、2006年10月に開催された第１回会
合には、G8、オーストラリア、中国、カザフスタン、ト
ルコが当初参加国として参加したが、2012年12月現在
では、GICNT参加国は85か国及び４機関（オブザー
バー：EU、IAEA、国際刑事警察機構（INTERPOL）、
国連薬物犯罪事務所（UNODC））にまで増加した。

2006年10月の第１回会合において「原則に関する
声明」が採択され、その後の会合において、「原則
に関する声明」に基づき、具体的な活動計画（セミ
ナー、ワークショップ等）を参加国がそれぞれ提案
し、順次実施していくこととなった。また、参加国
の一層の拡大、訓練の重要性、地方自治体等を巻き
込んだ各国の核テロ対策強化の必要性等について意
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見交換が行われてきた。さらに、2010年６月に開催
された会合において、GICNTの体制強化のための
組織化について合意され、①全体会合の隔年開催及
び多数決による決定の導入、② GICNT活動計画の
管理や個別の活動の調整・優先順位付のための実
施・評価グループの活動の活性化等が決定された。
また、同会合において、核検知と核鑑識が優先分野
とされ、2011年の全体会合で（テロ発生時の）対応
と緩和も加えられ、現在、①核検知、②核鑑識、及
び③対応と緩和の３つの作業グループの活動が行わ
れている。

４．核セキュリティ・サミット
2009年４月、オバマ米国大統領がプラハ（チェコ）

における演説において、核テロは地球規模の安全保
障に対する最も緊急かつ最大の脅威であるとした上
で、翌年中の核セキュリティ・サミットを主催する

ことを提唱し、2010年４月、核セキュリティをテー
マとする初めての首脳会議がワシントン（米国）に
おいて開催された。同サミットには、日本を含む47
か国及び３国際機関から首脳等が参加した。サミッ
トの結果、参加国の間で「すべての脆弱な核物質の
管理を４年以内に徹底する」との目標が共有される
とともに、今後取り組むべき措置を示した「コミュ
ニケ」及びコミュニケを具体化した「作業計画」が
採択された。

2012年３月には、第２回目となるサミットが、東
京電力福島第一原発事故から約１年という節目のタ
イミングでソウルにて開催され、前回サミットで合
意した作業計画の実施状況を検証し、核セキュリ
ティ強化のための国際協力と国内措置及び核セキュ
リティと原子力安全の相乗効果（シナジー）につい
て議論された。

（１）国際協力
日本は、IAEAに設置された核物質等テロ行為防

止特別基金に対し2012年３月までに累計で94万ドル
及び120万ユーロを拠出し、IAEAを支援している。
この資金の一部を活用し、IAEAは、核物質管理シ
ステム改善プロジェクトをカザフスタンのウルバ核
燃料施設で行い、同核燃料施設における問題点の一
つであった工程内のウラン残留量の測定の精度が大
幅に改善した。また、同基金への日本の拠出を利用
し、特にアジアにおいて原子力発電の新規導入国が
増加していることを踏まえ、2006年11月及び2011年
２月、IAEAは日本との共催で、アジアにおける核
セキュリティ強化のための国際会議を開催したほ
か、ベトナム、タイ等における核物質防護の強化や
放射線検知能力向上のための事業を実施している。

さらに、日本は、核物質の適切な管理及び防護が
非核化の推進の観点及び脅威拡散防止のため、ウク
ライナ、カザフスタン、ベラルーシに所在する原子
力研究所や科学研究所等に対し、様々な放射線測定
機器、コンピューター、計量管理ソフト等を含む計
量管理システム用機材を供与し、国内計量管理制度
の確立支援を行うとともに、各種センサー、監視カ

メラ、監視システム等の機材供与を行うことにより、
核物質防護システムを改善し、核セキュリティの向
上に貢献している。また、2006年12月に調査団をカ
ザフスタンに派遣し、同国の核セキュリティの現状
について調査を行った。2007年４月、この調査の結
果を踏まえ、同国のウルバ冶金工場及び原子力物理
研究所に対し、総額５億円を目途とした核セキュリ
ティ向上のための協力を行うことを決定し、現在、
日本、カザフスタン及び IAEAの間で、協力の実施
に向けた調整が進められている。
「核テロリズムに対抗するためのグローバル・イ

ニシアティブ」についても、日本はこれまでに開催
されたすべての全体会合に参加し、積極的に議論に
参加するとともに、日本の取組について紹介し経験
を共有している。

さらに、2010年４月、鳩山由紀夫総理大臣はワシ
ントン核セキュリティ・サミットに参加し、日本は
非核兵器国の道を進むことが唯一の被爆国としての
道義的責任であると考え、核廃絶の先頭に立ってき
たことを述べるとともに、核テロ防止に貢献するた
めのイニシアティブとして、核不拡散・核セキュリ
ティ総合支援センターの設立、核物質の測定、検知

第３節　日本の取組
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及び核鑑識に係る技術開発、IAEA 核セキュリティ
事業に対する一層の財政的・人的貢献及び世界核セ
キュリティ協会（WINS）会合の2010年中の日本開
催、の４つの国際貢献措置を発表した。また、2012
年３月のソウル核セキュリティ・サミットで野田佳
彦総理大臣は、具体的な国際協力として、①核不拡
散・核セキュリティ総合支援センターを通じた途上
国への人的・物的支援の充実、②輸送分野でのセ
キュリティ強化、情報安全強化などで同志国との連
携強化、③ IAEAとの連携強化等を紹介した。

（２）核セキュリティ強化のための国内の取組
2001年９月の米国同時多発テロ以降、核物質防護

関連措置の強化の必要性が一層高まったことを受け
て、原子力発電所等の原子力施設のテロ対策の一環
として、政府より事業者に対し、自主的な警備強化
を指示している。

また、2005年には、原子力施設における核物質防
護対策を強化するため、IAEAの核物質防護に関す
る勧告（INFCIRC/225/Rev.４）に沿って防護措置
を取るべく、「核原料物質、核燃料物質及び原子炉

の規制に関する法律」を改正した。この改正では、「設
計基礎脅威（DBT）」の策定、核物質防護検査の実施、
事業者等への秘密保持義務等を導入している。この
法律に基づき、国内の核物質に対し、施設に存在す
る核物質の種類、量に応じて適切に核物質防護のた
めの措置を講じてきている。さらに、日本は、「放
射線源の輸出入に関するガイダンス」を、輸出貿易
管理令の改正、及びこれに伴う放射性同位元素の輸
出確認事務により、2006年１月から実施している。
2009年10月、人の健康に重大な影響を及ぼす危険度
の高い放射線源を対象に、放射線源の識別と所持の
把握及び不法取引等の検知と抑止を目的とした「放
射線源登録制度」を導入するために文科省令を改正
し、2011年１月から放射線源登録制度が施行される
こととなった。

さらに、核テロ防止条約については、日本は、2005
年９月、国連首脳会議の開催に併せて同条約が署名開
放された際に、小泉純一郎総理大臣が署名し、2007年
８月、国際連合事務総長宛に受諾書を寄託し、締約
国となった。2005年７月に採択された改正核物質防
護条約についても、締結に向け検討を行っている。

2012年３月26日及び27日の両日、ソウルにおいて
2010年のワシントン・サミットに引き続いて２回目
となる核セキュリティ・サミットが開催され、日本
からは野田総理大臣が３月27日の行事（午前の全体
会合及びワーキング・ランチ）に参加した。今次サ
ミットでは、世界53か国と４国際機関等から、首脳
級36名（米国、ロシア、中国、インドなど）を含む
代表が参加し、核セキュリティに対する取組みに関
して、各国の基本的姿勢、各国ごとの具体的取組、
国際的協力の分野などにつき議論が行われた。

まず、26日に行われたワーキング・ディナーでは、
各国から、東京電力福島第一原発事故への日本人の
勇気ある対処に対する賞賛が述べられ、①防護強化
への具体的措置の重要性、②装備や訓練の必要性、
核セキュリティ強化のための研修所間の協力の重要
性、③核物質だけでなく原子力技術の流出の脅威、
④核セキュリティ関連の法的な枠組み（核テロ防止
条約や改正核物質防護条約、国連安保理決議1540号

等）への支持が表明された。
27日の全体会合では、「核セキュリティ強化のた

めの国際協力措置と国内措置、将来への約束」をテー
マに議論が行われ、野田総理大臣からは、各国から
の激励と支援を得て復興は着実に進展している旨述
べた上で、福島原発事故から得た知見・教訓をテロ
攻撃などへの備えにも生かす必要性を指摘した。そ
れに引き続き、日本の核セキュリティ強化のための
具体的な国内措置及び国際的な協力を紹介した。

国内での具体的措置としては、①電源装置の増強
や放射線防護車、サーベイメータといった装備の充
実、施設防護の二重化等を通じた原子力施設の脆弱
性克服、②対応手順や訓練の徹底や共同訓練の実施
等を通じた現場における異なる組織間の連携強化、
③武装治安要員の増強や巡視体制の強化等の人的警
備体制の強化、④原子力施設のネットワークの遮断
といった情報セキュリティの強化の取組を紹介し
た。また、国際的な取組については、①核不拡散・

第４節　2012年ソウル核セキュリティ・サミット
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核セキュリティ総合支援センターを通じた途上国へ
の人的・物的支援の充実、②輸送分野でのセキュリ
ティ強化、情報安全強化等の分野における同志国と
の連携強化、③ IAEAとの連携強化等につき言及し
た。

27日のワーキング・ランチでは、「核セキュリティ
と原子力安全の相乗効果」をテーマに議論が行われ、
野田総理大臣から、福島原発事故は自然災害に起因
するものではあるものの、その経験から原子力施設
に対するテロリストの攻撃など人為的な危害への対
策についても共通する教訓があるとの観点から、①
予想外のリスクに備えることの重要性、②自衛隊や
警察の連携など、現場での対処のための実地訓練を
通じ、対応策を共有しておく必要性、③最悪の事態

を常に念頭に、事態への対処を考え続け、備えるこ
との必要性を福島原発事故から得られる核セキュリ
ティ分野における教訓として国際社会と共有したい
と発言した。

2010年のワシントン・サミットに続く今次サミッ
トでは、前回を上回る53か国及び４国際機関から30
名を越える首脳レベルが参加し、核テロの脅威は現
実のものであるとの共通の認識に立って、それに備
えて各国が具体的措置をとる必要性、諸国が連携し
て対処することの重要性などを確認しあうことが出
来たことは一つの成果であった。次回核セキュリ
ティ・サミットは、2014年にオランダにて開催され
る予定である。

2012 年ソウル核セキュリティ・サミット集合写真
（提供：内閣広報室）

2012 年ソウル核セキュリティ・サミット全体会合Ⅰ
（提供：内閣広報室）
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旧ソ連諸国に対する非核化協力

米ソ両国は、1991年７月に第１次戦略兵器削減条
約（STARTI）に署名し、戦略核兵器の削減に取り
組むこととなった。同年12月にソ連が崩壊した時点
で、15共和国のうちロシア、ウクライナ、カザフス
タン及びベラルーシに戦略核兵器が配備されていた
が、1992年５月には、核不拡散のための措置として、
ロシア以外の３か国の核兵器はロシアに移送される
ことが決定された。

これらの核兵器の処理は、第一義的にはこれを引
き継いだロシア等の責任で実施されるものである
が、ソ連解体後の政治・経済・社会的混乱により、
核兵器廃棄や核不拡散上の措置が着実に実施されな
いのではないかとの危惧がもたれた。このような事
態を放置することは、核兵器の拡散、放射能汚染事
故等の危険を招きかねず、国際安全保障にとっても
深刻な懸念材料であったため、ロシア等による核兵
器の処理を支援するための国際的な取組が必要とさ
れていた。

こうした状況を踏まえて、日本は、米国、英国、
ドイツ、フランス、イタリア等の諸国と共に、旧ソ
連諸国の核兵器の安全な廃棄や関係する環境問題の
解決等の協力を行うこととした。具体的な協力とし
て、ソ連時代に核兵器が配備されていたロシア、ウ

クライナ、カザフスタン及びベラルーシとの間で非
核化協力のための協定を結び、1993年４月、総額
１億ドルの協力を実施することを決定した。また、
同協定に基づき1993年10月から1994年３月にかけ
て、日露非核化協力委員会、日・ウクライナ核兵器
廃棄協力委員会、日・カザフスタン核兵器廃棄協力
委員会及び日・ベラルーシ核不拡散協力委員会を設
置し、各国に対し支援を開始した。

1999年のケルン・サミット（ドイツ）において、
日本は、旧ソ連４か国へのさらなる協力促進のため、
総額約２億ドル相当（一部は既に拠出済みの資金か
ら手当。）のプロジェクトに対する協力を表明した

（第３節及び第４節参照。）。
その後、2001年９月の米国における同時多発テロ

事件等を受け、大量破壊兵器の拡散、特にテロリス
トによる大量破壊兵器の入手の防止が国際社会全体
における一層重要な課題となった。G8諸国は、ロ
シアを始めとする旧ソ連諸国に大量に残された大量
破壊兵器及び関連物質・技術の拡散防止に対して一
致して取り組むこととし、2002年６月にカナダで開催
されたカナナスキス・サミットにおいて「大量破壊兵
器及び物質の拡散に対する G8グローバル・パート
ナーシップ」に合意した。（第２章第２節（３）参照）

第１節　概要

１．低レベル液体放射性廃棄物処理施設「す
ずらん」の建設

1993年、ロシアによる日本海での放射性廃棄物の
海洋投棄が大きな問題となった。日本はロシアに対
し、海洋投棄の中止を強く求めるとともに、具体的

な防止のための措置として、日露非核化協力委員会
を通じて、低レベル液体放射性廃棄物処理施設「す
ずらん」の建設に協力することとした。
「すずらん」は、浮体構造型の洋上処理施設で、

年間約7,000立方メートルの低レベル液体放射性廃

第２節　ロシアに対する日本の非核化協力
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棄物を処理する能力を備え、極東に貯蔵されていた
液体放射性廃棄物（約5,000立方メートル）に加えて、
極東において解体される全ての原子力潜水艦から生
じる液体放射性廃棄物（原潜１隻当たり約300立方
メートル）を処理するために十分な能力を有してい
る。「すずらん」は、1996年１月に建設が開始され、
1998年４月に完成、施設の稼働に必要な試運転やロ
シア国内の調整を行い、2001年11月にロシア政府へ
の引渡しが行われた。現在、ウラジオストク近郊ボ
リショイ・カーメニ市のズヴェズダ造船所内に係留
されて、原潜の解体によって生じる低レベル液体放
射性廃棄物の処理を行っている。ロシア側の説明に
よれば、「すずらん」稼働後は、原潜解体に伴う液
体放射性廃棄物は全く日本海に投棄されていない。

２．ロシア極東地域における退役原子力潜水
艦解体プロジェクト「希望の星」

日本に隣接するロシア極東地域には、ロシア太平
洋艦隊から退役した40隻以上の原子力潜水艦が係留
されていたが、その多くは核燃料を搭載したままで、
長期間の係留により船体の腐食が進み、放置すれば
深刻な放射能汚染を引き起こす危険性があるため、
日本海の環境や漁業の安全にとっての潜在的な脅威
となっていた（実際に、同地域では1980年代に原子
力潜水艦の臨界事故が発生し、周辺地域で放射能汚
染が生じているが、この事故原潜も未処理のまま係
留されていた。）。また、艦内に残された核物質が不
法に持ち出され、テロリストなどの手に渡る危険性
も存在した。

これら退役原潜の迅速かつ安全な解体は、第一義
的にはロシアの責任で行うべきものであり、ロシア

も自国で解体を進めていたが、核軍縮・核不拡散及
び日本海の環境保護の観点から、日本を始め周辺諸
国にとっても重要かつ緊急の課題となっていた。

日本は、ロシア政府との間で「軍縮と環境保護の
ための日露共同作業」（1999年５月）、「軍縮・不拡散・
核兵器廃棄支援分野における日本国政府とロシア連
邦政府との間の協力に関する覚書」（2000年９月）
を策定、日露非核化協力委員会を通じて、極東にお
ける退役原潜解体関連プロジェクトの実施に向けた
調査を実施し、2002年11月には新藤義孝外務大臣政
務官がウラジオストクを訪問して、直接ロシア側関
係者と協議を行った。

2003年１月、小泉純一郎総理大臣のロシア訪問時
に日露首脳により採択された「日露行動計画」にお
いて、非核化協力プロジェクトの実現を加速するた
めの活動調整メカニズムの強化と、極東における退
役原潜解体事業の着実な実施が明記された。この訪
問の際、小泉総理大臣の演説の中で、本事業は、原
潜解体の現場となる造船所の名称「ズヴェズダ」（ロ
シア語で「星」）にちなんで「希望の星」と命名さ
れた。

2003年２月、日露非核化協力委員会は、「希望の星」
の最初の事業として、ヴィクターⅢ級退役原潜１隻
の解体に協力することを決定し、同年６月、同委員
会とロシア原子力省（現 国営公社「ロスアトム」）
との間で同事業に関する基本文書に署名がなされ
た。同年12月、解体を行うための契約署名とともに、
解体事業に対する協力が開始され、2004年12月、解
体が完了した。

2005年１月、日露非核化協力委員会は、新たに５

日露非核化協力事業で建設・供与された
低レベル液体放射性廃棄物処理施設「すずらん」

ズヴェズダ造船所において解体中のロシア退役原潜



76

第２部 核軍縮・核不拡散・原子力平和利用

隻の退役原潜の解体に関する協力の実施を検討する
ことを決定し、同年11月、プーチン・ロシア大統領
の訪日時に、本件協力に関する実施取決めが署名さ
れた。これら５隻（ヴィクターＩ級１隻、ヴィクター
Ⅲ級３隻及びチャーリーⅠ級１隻）の解体作業は順
調に進み、2009年12月、日本の協力による退役原潜
の解体を完了した（合計６隻）。なお、2010年３月
には、西村知奈美外務大臣政務官がウラジオストク
等を訪問し、「希望の星」完了行事に出席した。

３．原子炉区画陸上保管施設建設協力
原子炉区画陸上保管施設建設協力は、「希望の星」

事業で協力してきたロシア極東における退役原潜解
体事業の一環として、核兵器の廃棄に関する環境問
題の観点から、ロシア極東の海上に一時保管されて
いる解体済み原潜の原子炉区画を、より安全かつ安
定的に長期保管し、極東地域における放射性廃棄物
による環境汚染の低減を図ることを目的として日露
非核化協力の下で実施した事業である。

冷戦終結後、ロシア極東には70隻以上の退役原潜
が存在したが、1990年代以降、日本の「希望の星」
事業を始めとする西側諸国の協力及びロシア自身に
より解体が進められ、現在ではほぼすべての退役原
潜の解体が完了している。解体の際には、船体を艦
首、艦尾及び原子炉区画とその両脇の区画を含めた
３原子炉区画（３CRU）に分離した上で、艦首部
及び艦尾部はスクラップとして処理し、３CRUは
密閉処理を施した上で、ロシア沿海州地方のチャジ
マ湾に海上保管されていたが、2000年以降、海上保
管における問題点（長期保管の困難性及び環境への
影響）が認識されるようになったことから、米国・
フランス等で採用されている原子炉区画の陸上保管
への移行が決定され、2003年に露側により陸上保管

施設建設が開始された。
2007年１月、日露非核化協力委員会として、原子

炉区画のより安全で安定的な陸上での保管は重要で
あり、喫緊に必要との観点から、同施設の運用上不
可欠な機材として、タグボート（海上にある３
CRUの点検、整備及び浮きドックへの搭載）、浮き
ドック（海上にある３CRUの陸揚げ）及び32トン
と10トンのジブクレーン（３CRUを単区画化する
際に生じるスクラップ及び固体放射性廃棄物の搬出
等）の３機材を供与することを決定した。

2011年から2012年にかけて、ウラジオストクの南
東約45kmに位置する、ラズボイニク湾とチャジマ
湾に接するウストリチヌイ岬のほぼ全域に建設され
ている原子炉区画陸上保管施設に、上記３機材を供
与し、2012年５月、原子炉区画陸上保管施設建設事
業機材供与完了式典を行った。

2012年９月、供与した機材を使用して、重量約
2000トンの３CRUが極東において初めて陸揚げさ
れた。

海上保管されている３CRU

タグボート（日本名：すみれ）

ジブクレーン（32トン・10トン）
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４．塗装関連施設の建設協力
2008年４月、高村正彦外務大臣のロシア訪問の際、

極東における退役原潜の解体に目処が立ったことを
受け、非核化協力に係る追加的な協力を検討する事
を決定した。以降、核軍縮・不拡散及び日本海の環
境保護の観点から、日露間での協議を重ねた結果、
陸揚げした３CRUを解体して抽出した単原子炉区
画を、約70年間屋外で保管するため、防食塗装の施
工に必要な資機材の建設協力を行うことを2012年６
月に決定した。

浮きドック（日本名：さくら）
３原子炉区画を陸揚げする様子
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１．	ウクライナ
（１）国内計量管理制度（SSAC）・核物質防護等

の核セキュリティ関連支援
SSACとは、国内に存在する核物質の種類や量、

また、一定期間に搬入・搬出された核物質の種類や
量を正確に計量管理するとともに、これら核物質の
流出を防ぐために、封じ込め・監視を行うための制
度であり、核兵器不拡散条約（NPT）に基づく非
核兵器国としての義務である国際原子力機関

（IAEA）保障措置の受諾の前提となるものである。
日・ウクライナ核兵器廃棄協力委員会は、ソ連か

ら分離独立後、非核兵器国として NPTに加入した
ウクライナの SSAC確立を支援するため、IAEA等
とも調整しつつ、1995年から2000年にかけて、ハリ
コフ物理技術研究所、国家原子力規制委員会及びキ
エフ原子力研究所に対し、計量管理及び核物質防護
システム等を供与した。

また、2010年３月には、ウクライナ国内の SSAC
強化及び核物質防護システムの近代化に関する協力
の実施を決定し、現在、事業を実施中である。

（２）核兵器廃棄要員等のための医療機器供与
核兵器廃棄の過程で発生する放射能汚染や有毒な

ミサイル燃料の漏出等による被害を受けた軍人及び
チェルノブイリ原子力発電所の解体に従事した要員
に対する検診・治療を行うため、日・ウクライナ核
兵器廃棄協力委員会は、国防省付属軍病院21か所に
対し、1994年から2001年の間に４次にわたり医療機
器等を供与した。

２．	カザフスタン
（１）SSAC・核物質防護等の核セキュリティ関

連支援
日・カザフスタン核兵器廃棄協力委員会は、カザ

フスタンが非核兵器国としての義務である IAEA保
障措置を受諾するのに必要な SSACを確立するた
め、1994年から1998年にかけて、アクタウの高速増
殖炉（BN-350）、カザフスタン原子力庁及び原子力
物理研究所に対し、核物質計量管理及び核物質防護
システム等を供与した。

（２）セミパラチンスク核実験場周辺地域の放射
能汚染対策

ソ連時代に核実験場が置かれていたセミパラチン
スクでは、核実験により約82万人（カザフスタン保
健省の統計による）が被曝した。日・カザフスタン
核兵器廃棄協力委員会は、被曝者の治療及び汚染地
域の調査等を目的として、1995年から1999年にかけ
て、大祖国戦争障害者病院、国立核センター、セミ
パラチンスク医科大学付属病院及びセミパラチンス
ク放射線医学環境研究所に対し、医療機材、医薬品
及び被曝測定機材等を供与した。このうち、セミパ
ラチンスク医科大学付属病院に対する遠隔医療診断
システム支援については、長崎大学医学部からの協
力を得て実施した。

（３）核セキュリティ防護資機材の整備
核物質を取り扱う核物理研究所及びウルバ冶金工

場両施設の核セキュリティ向上のため、2006年８月、
小泉総理大臣のカザフスタン訪問時に署名された

「原子力の平和利用の分野における協力の促進に関
する覚え書」を受け、2007年４月、両施設に対する
核セキュリティ防護資機材等を供与することを決定
した。現在、早期完成に向けた作業を実施している。

また、2011年４月、IAEAとの協力により、同両
施設のセキュリティに係るトレーニングを実施し
た。

３．ベラルーシ
（１）SSAC・核物質防護等の核セキュリティ関

連支援
日・ベラルーシ核不拡散協力委員会は、ベラルー

シが非核兵器国としての義務である IAEA保障措置
を受諾するのに必要な SSACを確立するため、 1994
年から2000年にかけて、非常事態省産業原子力安全
監督局及びソスヌイ科学技術研究所に対し、核物質
計量管理及び核物質防護システム、放射線測定機材
等を供与した。

（２）退役軍人の職業訓練センターに対する機材

第３節　ウクライナ、カザフスタン、ベラルーシに対する日本の非核化協力
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供与
旧ソ連国防省直轄部隊であった戦略ロケット軍の

解体に伴い職を失った軍人や核兵器解体に従事した
軍人等の再就職促進と、退役軍人が持つ核関連技術
の流出防止を目的としてリーダ市（ソ連時代に戦略
ミサイル基地が所在）に開設された「退役軍人職業
再訓練センター」に対し、日・ベラルーシ非核化協
力委員会は、1998年から1999年にかけて、車両整備
機材、コンピュータ等を供与した。

ISTCは、ソ連時代に大量破壊兵器及びその運搬
手段の研究に従事していた科学者・研究者の国外流
出を防止するために、これらの科学者・研究者が平
和目的の研究プロジェクトに従事する機会を提供
し、軍民転換及び大量破壊兵器等にかかる頭脳の不
拡散を促進することを目的とする国際機関である。
日本は1992年、米国、EU及びロシアとともに「国
際科学技術センター（ISTC）を設立する協定」に
署名し、1994年３月、ISTCがモスクワに本部を置
き活動を始めて以来、運営理事国として継続して支
援を行っている。

ISTCは、科学技術面での協力を通じ、旧ソ連諸
国に対し多国間で非核化・不拡散に取り組んでお
り、旧ソ連諸国の研究機関等が実施するプロジェク
トの発掘、選考及びそれらに対する資金提供を行う
とともに、プロジェクトが適正に実施されるよう監
視している。ISTCのプロジェクトは、基礎研究、

エネルギー、環境、医療、電子工学、コンピュータ、
材料、航空・宇宙等の広範に亘っており、現在、日
本を始め、米国、EU、カナダ、ロシア、韓国、ノ
ルウェー、ベラルーシ、カザフスタン、アルメニア、
グルジア、キルギス及びタジキスタンが参加してい
る。

これまで約2,750件を越えるプロジェクトに対し、
約８億６千万ドルの支援が決定され、延べ74,500人
以上の旧ソ連諸国の科学者・研究者がプロジェクト
に参加している（2012年12月現在）。日本は260件を
越えるプロジェクトに対し、約6,400万ドルの支援
を行っており、ISTCを通じて、旧ソ連諸国からの
大量破壊兵器関連技術の拡散防止に貢献しているほ
か、日本と旧ソ連諸国の科学者・研究者の交流及び
旧ソ連諸国との科学技術分野における協力を促進し
ている。

（３）国境における核・放射性物質の不法移転防
止システムの強化

2010年３月、ベラルーシ国境における核・放射性
物質不法移転防止システム強化事業として、国境に
おける戦略対応・管理対応用移動ラボ（核・放射性
物質の分析機器を搭載した特殊車両）、被爆医療検
査移動ラボ、国境検問所用放射線管理機材、放射線
モニタリング情報システム及び放射線管理要員の教
育訓練機材等を供与し、2011年８月、事業を完了し
た。

第4節　国際科学技術センター（ISTC）を通じた日本の非核化協力

第11章
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非核兵器地帯

これまで中南米、南太平洋、東南アジア、アフリ
カ及び中央アジアを対象地域とする非核兵器地帯条
約がそれぞれ策定され、すべて発効している。

１．ラテンアメリカ及びカリブ核兵器禁止条
約（トラテロルコ条約、1967年採択、
1968年発効）

世界で最初に作成された非核兵器地帯条約。1962
年10月のキューバ危機を契機に中南米地域の非核化
構想が進展、メキシコのイニシアティブにより条約
策定作業が開始され、1967年２月に署名開放、1968
年４月に発効した。中南米33か国が対象であり、現
在までにすべての国が批准を完了している（最後に
加入したキューバは2002年10月批准）。

条約は、締約国領域内における核兵器の実験・使
用・製造・生産・取得・貯蔵・配備等を禁止してい
る。また、議定書は、核兵器国が条約の適用地域に
おいて非核化の義務に違反する行為を助長しないこ
と及び条約本体の締約国に対し核兵器の使用又は使
用の威嚇を行わないことを規定しており、すべての
核兵器国が批准している。

国連総会においては、定期的にトラテロルコ条約
を強化する動きを歓迎する決議がコンセンサス採択
されている。

２．南太平洋非核地帯条約（ラロトンガ条約、
1985年採択、1986年発効）

1966年からフランスが南太平洋地域において核実
験を開始したことを背景に、この地域において核実
験反対の気運が高まり、1985年の南太平洋フォーラ
ム（SPF）総会において条約が採択・署名開放され、

1986年12月に発効した。太平洋諸島フォーラム（PIF
（旧 SPF））加盟の16の国と地域（自治領）が対象
であり、2012年11月現在の締約国・地域の数は13（ミ
クロネシア連邦、マーシャル諸島、パラオは未署名）
である。

条約は、南太平洋非核地帯の内部または外部にお
ける核爆発装置の製造・取得・所有・管理、自国領
域内における核爆発装置の配置・実験等を禁止し、
また、非核地帯内の海洋（公海を含む）への放射性
物質の投棄を禁止している。

議定書は、核兵器国が条約本体の締約国に対して
核兵器の使用又は使用の威嚇を行わないことを禁
止、及び、非核地帯内（公海の一部を含む）におけ
る核実験を行わないことを規定している。核兵器国
のうち、ロシア、中国、英国及びフランスは批准済
みである。米国は署名のみで批准していないが，
2010年核兵器不拡散条約（NPT）運用検討会議の
一般討論演説においてクリントン国務長官が、米国
はアフリカ非核兵器地帯条約と南太平洋非核地帯条
約の議定書への批准を上院に求める旨発表し、2011
年５月にオバマ大統領が批准を求めるために議定書
を上院に提出した。

３．東南アジア非核兵器地帯条約（バンコク
条約、1995年採択、1997年発効）

東南アジア諸国連合（ASEAN、1967年創設）は、
1971年の ASEAN臨時外相会議における「クアラル
ンプール宣言」において、東南アジアに対する域外
国のいかなる干渉からも自由、平和かつ中立的な地
帯を設立することを目的とした「東南アジア平和・
自由・中立地帯（ZOPFAN）構想」を掲げ、本構

第１節　発効済みの非核兵器地帯条約
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想を実現させるための一要素として、1984年に非核
兵器地帯構想を検討することが合意された。その後、
冷戦の終結により条約実現に向けた動きが進展し、
1995年12月の ASEAN首脳会議において東南アジア
10か国の首脳により署名、1997年３月に発効した。
ASEAN諸国10か国が対象であり、現在までにすべ
ての国が批准を完了している（ただし、2002年に独
立し、ASEAN未加盟の東ティモールは未締結）。
条約発効10周年目に当たる2007年には、条約上の義
務の履行の一層の確保などを目的とする2012年まで
の行動計画が採択されている。

条約は、締約国による核兵器の開発・製造・取得・
所有・管理・配置・輸送・実験・使用、地帯内（締
約国の領域に加えて、大陸棚及び排他的経済水域を
含むと規定されている。）における放射性物質等の
投棄及び大気中への放出を行わないことを規定する
とともに、自国領域内において他国がこれらの行動

（核兵器の運搬を除く）をとることを許してはなら
ないと規定している。

議定書は、核兵器国が条約本体の締約国に対して、
また、非核兵器地帯内において核兵器の使用及び使
用の威嚇を行わないことを規定するとともに、核兵
器国が条約を尊重し、条約及び議定書の違反行為に
寄与しないことなどを規定している。

東南アジア非核兵器地帯条約については、大陸棚
や排他的経済水域も非核兵器地帯としての対象地域
となっていること等が問題点として指摘され、2012
年11月現在、いずれの核兵器国も議定書に署名して
いない。しかし、2009年の東南アジア非核兵器地帯
条約に関する国連総会決議以来、ASEANと５核兵
器国との協議が模索され、2010年 NPT運用検討会
議の一般討論演説において、クリントン米国国務長
官が、東南アジア非核兵器地帯条約（及び中央アジ
ア非核兵器地帯条約）の締約国と協議し、米国とし
てこれら議定書への署名に向け合意に達するよう努
力する用意がある旨表明した。この結果、2011年11
月にインドネシアのバリで行われた ASEAN関連首
脳会合に際して、５核兵器国と ASEANの間で、５
核兵器国が議定書に加入することを可能にするため
の協議が妥結した。日本は、同条約が東南アジア地
域における平和と安定及び国際的な核軍縮の進展に
資するものとして、５核兵器国と ASEANの間の協

議の妥結を歓迎する外務報道官談話を発表した。

４．アフリカ非核兵器地帯条約（ペリンダバ
条約、1996年採択、2009年発効）

1961年に国連でアフリカ非核兵器地帯化宣言が採
択され、1964年にアフリカ統一機構（OAU）首脳
会合でアフリカを非核兵器地帯とするカイロ宣言が
採択された。1991年に南アフリカが核兵器を放棄し、
非核兵器国として NPTを締結したことから条約化
実現に弾みがつき、1995年６月の OAU首脳会議に
おいてアフリカ非核兵器地帯条約の最終案文が採択
され、翌年4月にアフリカ諸国42か国が条約に署名
した。

アフリカ諸国54か国（日本未承認の西サハラを含
む）を対象とし、28か国の批准及び OAUの後継組
織であるアフリカ連合（AU）への寄託が発効要件
となっていたが、2009年にブルンジが28か国目とし
て批准・寄託したことにより同年７月に発効した。
2012年11月現在の締約国は36か国。

条約は、締約国による核爆発装置の研究・開発・
製造・貯蔵・取得・所有・管理・実験を行わないこ
とを規定し、及び自国領域内における核爆発装置の
配置、実験等を禁止している。

議定書では、核兵器国が条約本体の締約国に対し
て核爆発装置の使用又は使用の威嚇を行わないこと
を規定し、また、非核兵器地帯における核爆発装置
の実験をしないことを規定している。核兵器国のう
ち、ロシア、フランス、中国及び英国は批准済みで
ある。米国は署名のみであり、まだ批准していない
が、2010年 NPT運用検討会議の一般討論演説にお
いてクリントン国務長官が、米国はアフリカ非核兵
器地帯条約と南太平洋非核地帯条約の議定書への批
准を上院に求める旨発表し、2011年５月にオバマ大
統領が批准を求めるために議定書を上院に提出し
た。

５．中央アジア非核兵器地帯条約（2006年
採択、2009年発効）

この条約は、1997年２月の中央アジア５か国（カ
ザフスタン、キルギス、タジキスタン、トルクメニ
スタン及びウズベキスタン）の首脳会談の際に採択
された「アルマティ宣言」に端を発する。その後、
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当時の国連軍縮局（国連アジア太平洋平和軍縮セン
ター）が設置した専門家グループによる条約案の起
草や札幌等での会合を経て、2005年２月にタシケン
ト（ウズベキスタン）で開催された域内会議におい
て条約及び議定書案について合意された。2006年９
月にカザフスタンのセミパラチンスクで５か国の外
相レベルの代表者が条約に署名、各国の批准を経て
2009年３月に発効した。

条約は、締約国による核兵器又は核爆発装置の研
究・開発・製造・貯蔵・取得・所有・管理をしない
こと、他国の放射性廃棄物の自国領域内での処分を
認めないことを規定している。

議定書は、核兵器国が条約本体の締約国に対して
核兵器の使用又は使用の威嚇を行わないことを規定
するとともに、条約又は議定書の違反行為に寄与し
ないことを規定している。中央アジア非核兵器地帯

条約については、域内の集団的安全保障条約などの
既存の条約の権利・義務に影響しないとの規定（第
12条）によって、非核兵器地帯条約としての有効性
に疑問が投げかけられるといった幾つかの問題点が
指摘されている。このような問題点を背景として、
2012年11月現在、いずれの核兵器国も議定書に署名
していない。2010年 NPT運用検討会議の一般討論
演説において、クリントン米国国務長官が、中央ア
ジア非核兵器地帯条約（及び東南アジア非核兵器地
帯条約）の締約国と協議し、米国としてこれら議定
書への署名に向け合意に達するよう努力する用意が
ある旨表明したものの、これまでのところ、協議に
具体的な進展は見られていない。

なお、日本は、国連に対して中央アジア非核兵器
地帯条約起草支援のための資金を拠出する等により
条約の成立を支援してきた。

1992年の国連総会において、モンゴルのオチルバ
ト大統領は、自国領域を非核兵器地帯とすることを
宣言し、核兵器国に対して、こうした非核の地位を
尊重し安全の保証を供与するよう求めた。これを受
けて、1998年、国連総会において、モンゴルによる
非核の地位宣言を歓迎する決議（A/RES/53/77D）
が採択された。以降、同趣旨の決議が隔年でコンセ
ンサス採択されており、2010年には初めてすべての
核兵器国が共同提案国となった決議が採択された。

本件宣言に関しては、2000年10月、５核兵器国が
前述の決議実施のために協力すること及び1995年に
表明した NPTを締結している非核兵器国に対する
一般的な消極的安全保証の供与をモンゴルについて

も再確認するとのステートメントを発表した。その
後、モンゴルと５核兵器国との間で協議を重ねた結
果、2012年９月に、５核兵器国が上記内容を再確認
した上で、モンゴル非核の地位を尊重し、これを侵
害するいかなる行為にも寄与しないことを宣言する
共同宣言に署名した。これと併せて同時にモンゴル
は、５核兵器国の共同宣言を歓迎し、核兵器を含む
他国の軍隊や兵器を自国領域内に配備させないこ
と、モンゴルとして自国領域内において核兵器の開
発・製造・実験等を行わないこと等を宣言した。

なお、2001年９月には、札幌において、モンゴル
の非核の地位を国際法的観点から考察することを目
的とした専門家会合が開催されている。

第２節　モンゴル非核の地位

上述した非核兵器地帯のほか、日本も参加して特
定の場所・空間において核兵器を始めとする大量破
壊兵器等の配備を行うことを禁止している条約には
以下のものがある。

１．南極条約（1959年採択、1961年発効、
日本は1960年批准）

第１条において、南極地域は平和目的のみに利用
され、軍事基地の設置、あらゆる型の兵器の実験等
軍事的性質の措置を特に禁止することを規定してい
る。また、第５条１において南極地域におけるすべて
の核爆発及び放射性廃棄物の処分を禁止している。

第３節　南極、海底の非軍事化
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参　考

２．海底核兵器禁止条約（1971年採択、
1972年発効、日本は1971年批准）

第１条において、領海の外側（12海里以遠）に核
兵器及び他の種類の大量破壊兵器並びにこれらの兵

器を貯蔵し、実験し又は使用することを特に目的と
した構築物、発射設備その他の施設を置かないこと
を規定している。




